
［（別紙様式第二号） 別紙１－１］

（第一面）

（単位：百万円）

OV１:リスク・アセットの概要 

国際様式

の該当番

号 

イ ロ ハ ニ 

リスク・アセット 所要自己資本 

当期末 前期末 当期末 前期末 

１ 信用リスク     

２  うち、標準的手法適用分     

３  うち、内部格付手法適用分     

  うち、重要な出資のエクスポージャー     

  うち、リース取引における見積残存価額の

エクスポージャー 

  その他     

４ カウンターパーティ信用リスク     

５-１  うち、カレント・エクスポージャー方式適

用分 

５-２  うち、標準方式適用分     

６  うち、期待エクスポージャー方式適用分     

 うち、ＣＶＡリスク     

 うち、中央清算機関関連エクスポージャー     

 その他     

７ マーケット・ベース方式に基づく株式等エク

スポージャー 

 複数の資産及び取引を裏付けとするエクスポ

ージャー 

 信用リスク・アセットのみなし計算が適用さ

れるエクスポージャー 

11 未決済取引     

12 信用リスク・アセットの額の算出対象となっ

ている証券化エクスポージャー 

13  うち、内部格付手法における外部格付準拠

方式又は内部評価方式適用分 

14  うち、内部格付手法における指定関数方式

適用分 

15  うち、標準的手法適用分     

  うち、1250％のリスク・ウェイト適用分     



（注） 

この面において使用する用語は、特段の定めがない限り、自己資本比率告示及び持株自己資本比率告示

において使用する用語の例によるものとする。 

a 内部格付手法適用分に係る記載について、リスク・アセットの額（イ欄及びロ欄）は１．０６を乗じ

る前の額を記載し、所要自己資本の額（ハ欄及びニ欄）は１．０６を乗じて得たリスク・アセットの額

に８パーセントを乗じて得た額をそれぞれ記載すること。 

b  この面の c 以下の記載にかかわらず、国際様式の該当番号（以下この面において「項番」という。）

１の「信用リスク」の項から「信用リスク その他」の項までには、項番４から「信用リスク・アセッ

トの額の算出対象となっている証券化エクスポージャー うち、1250％のリスク・ウェイト適用分」の

項まで、項番 23 及び「経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるものの額」の項に該当する

ものの額は含まれない。また、項番２「信用リスク うち、標準的手法適用分」の項及び項番３「信用

リスク うち、内部格付手法適用分」の項には、「信用リスク うち、重要な出資のエクスポージャー」

の項から「信用リスク その他」の項までに該当するものの額は含まれない。 

c 項番２「信用リスク うち、標準的手法適用分」の項には、自己資本比率告示第四十八条第一項又は

持株自己資本比率告示第二十六条第一項に規定する信用リスク・アセットの額の合計額（イ欄及びロ欄）

及びこれに係る所要自己資本の額（リスクの種類に応じ、リスク・アセットの額の合計額に８パーセン

トを乗じて得た額又はリスク相当額の合計額をいう。以下この面において同じ。）（ハ欄及びニ欄）をそ

れぞれ記載すること。 

d 項番２「信用リスク うち、標準的手法適用分」の項イ欄の額は、当期に係る第七面の開示を行う場

合、同面の項番 22「合計」の項ホ欄の額と一致する。  

e 項番３「信用リスク うち、内部格付手法適用分」の項には、自己資本比率告示第百五十二条第一号

イ又は持株自己資本比率告示第百三十条第一号イに規定する信用リスク・アセットの額の合計額（イ欄

及びロ欄）及びこれに係る所要自己資本の額（ハ欄及びニ欄）をそれぞれ記載すること。 

16 マーケット・リスク     

17  うち、標準的方式適用分     

18  うち、内部モデル方式適用分     

19 オペレーショナル・リスク     

20  うち、基礎的手法適用分     

21  うち、粗利益配分手法適用分     

22  うち、先進的計測手法適用分     

23 特定項目のうち、調整項目に算入されない部

分に係るエクスポージャー 

 経過措置によりリスク・アセットの額に算入

されるものの額 

24 フロア調整     

25 合計     



f 項番３「信用リスク うち、内部格付手法適用分」の項イ欄の額は、当期に係る第九面及び第十三面

の開示を行う場合、第九面の「合計（全てのポートフォリオ）」の項リ欄の額並びに第十三面の「ボラ

ティリティの高い事業用不動産向け貸付け（HVCRE）以外」の「合計」の項ル欄の額及び「ボラティリ

ティの高い事業用不動産向け貸付け（HVCRE）」の「合計」の項ル欄の額の合計額と一致する。 

g 「信用リスク うち、重要な出資のエクスポージャー」の項には、標準的手法採用行にあっては自己

資本比率告示第七十六条の二の規定又は持株自己資本比率告示第五十四条の二の規定により、内部格付

手法採用行にあっては自己資本比率告示第百七十八条の二の規定又は持株自己資本比率告示第百五十

六条の二の規定により、1250 パーセントのリスク・ウェイトが適用されるエクスポージャーに係る信

用リスク・アセットの額（イ欄及びロ欄）及びこれに係る所要自己資本額（ハ欄及びニ欄）をそれぞれ

記載すること。 

h 「信用リスク うち、リース取引における見積残存価額のエクスポージャー」の項には、自己資本比

率告示第百七十七条又は持株自己資本比率告示第百五十五条に規定するリース取引における見積残存

価額に係る信用リスク・アセットの額（イ欄及びロ欄）及びこれに係る所要自己資本額（ハ欄及びニ欄）

をそれぞれ記載すること。 

i 「信用リスク その他」の項には、標準的手法採用行にあっては自己資本比率告示第七十七条の規定

又は持株自己資本比率告示第五十五条の規定により、内部格付手法採用行にあっては自己資本比率告示

第百七十八条第二項の規定又は持株自己資本比率告示第百五十六条第二項の規定により、100 パーセン

トのリスク・ウェイトが適用されるエクスポージャーに係る信用リスク・アセットの額（イ欄及びロ欄）

及びこれに係る所要自己資本額（ハ欄及びニ欄）をそれぞれ記載すること。 

j 項番４「カウンターパーティ信用リスク」の項イ欄の額は、当期に係る第十四面、第十五面及び第二

十一面の開示を行う場合、第十四面の項番６「合計」の項ヘ欄の額、第十五面の項番５「ＣＶＡリスク

相当額の対象となるポートフォリオの合計」の項ロ欄の額並びに第二十一面の項番１「適格中央清算機

関へのエクスポージャー（合計）」の項ロ欄の額及び項番 11「非適格中央清算機関へのエクスポージャ

ー（合計）」の項ロ欄の額の合計額と一致する。 

k 項番５-１「カウンターパーティ信用リスク うち、カレント・エクスポージャー方式適用分」の項

には、自己資本比率告示第七十九条の二（自己資本比率告示第百五十七条第五項及び第百六十五条第五

項において準用する場合を含む。）の規定又は持株自己資本比率告示第五十七条の二（持株自己資本比

率告示第百三十五条第五項及び第百四十三条第五項において準用する場合を含む。）の規定により算出

した額に派生商品取引及び長期決済期間取引の相手方に適用されるリスク・ウェイトを乗じた額の合計

額（イ欄及びロ欄）並びにこれに係る所要自己資本の額（ハ欄及びニ欄）をそれぞれ記載すること。 

l 項番５-２「カウンターパーティ信用リスク うち、標準方式適用分」の項には、自己資本比率告示

第七十九条の三（自己資本比率告示第百五十七条第五項及び第百六十五条第五項において準用する場合

を含む。）の規定又は持株自己資本比率告示第五十七条の三（持株自己資本比率告示第百三十五条第五

項及び第百四十三条第五項において準用する場合を含む。）の規定により算出した額に派生商品取引及

び長期決済期間取引の相手方に適用されるリスク・ウェイトを乗じた額の合計額（イ欄及びロ欄）及び

これに係る所要自己資本の額（ハ欄及びニ欄）をそれぞれ記載すること。 



m 項番６「カウンターパーティ信用リスク うち、期待エクスポージャー方式適用分」の項には、自己

資本比率告示第七十九条の四（自己資本比率告示第百五十七条第五項及び第百六十五条第五項において

準用する場合を含む。）の規定又は持株自己資本比率告示第五十七条の四（持株自己資本比率告示第百

三十五条第五項及び第百四十三条第五項において準用する場合を含む。）の規定により算出した額に派

生商品取引及びレポ形式の取引等の相手方に適用されるリスク・ウェイトを乗じた額の合計額（イ欄及

びロ欄）及びこれに係る所要自己資本の額（ハ欄及びニ欄）をそれぞれ記載すること。 

n 項番６「カウンターパーティ信用リスク うち、期待エクスポージャー方式適用分」の項イ欄の額は、

当期に係る第二十面の開示を行う場合、同面の項番９「当期末時点における信用リスク・アセットの額」

の項の額と一致する。 

o 「カウンターパーティ信用リスク うち、ＣＶＡリスク」の項には、自己資本比率告示第八章の二の

規定又は持株自己資本比率告示第六章の二の規定により算出したＣＶＡリスク相当額の合計額を８パ

ーセントで除して得た額（イ欄及びロ欄）及びこれに係る所要自己資本の額（ハ欄及びニ欄）をそれぞ

れ記載すること。 

p 「カウンターパーティ信用リスク うち、中央清算機関関連エクスポージャー」の項には、自己資本

比率告示第八章の三の規定又は持株自己資本比率告示第六章の三の規定により算出した中央清算機関

関連エクスポージャーに係るリスク・アセットの合計額（イ欄及びロ欄）及びこれに係る所要自己資本

の額（ハ欄及びニ欄）をそれぞれ記載すること。 

q 項番７「マーケット・ベース方式に基づく株式等エクスポージャー」の項には、自己資本比率告示第

百六十六条第一項第一号又は持株自己資本比率告示第百四十四条第一項第一号に掲げるマーケット・ベ

ース方式により算出した信用リスク・アセットの額及び自己資本比率告示第百六十六条第一項ただし書

の規定又は持株自己資本比率告示第百四十四条第一項ただし書の規定により 100 パーセントのリス

ク・ウェイトを適用して算出した信用リスク・アセットの額の合計額（イ欄及びロ欄）並びにこれらに

係る所要自己資本の額（ハ欄及びニ欄）をそれぞれ記載すること。自己資本比率告示第百六十六条第三

項第二号又は持株自己資本比率告示第百四十四条第三項第二号に掲げる内部モデル手法により算出す

る場合には、内部モデルの概要を記載すること。なお、自己資本比率告示第百六十六条第一項第二号又

は持株自己資本比率告示第百四十四条第一項第二号に掲げる PD/LGD 方式により算出した信用リスク・

アセットの額及びこれに係る所要自己資本の額については、項番３「信用リスク うち、内部格付手法

適用分」の項に含めることとする。さらに、株式等エクスポージャーに標準的手法を適用して算出した

信用リスク・アセットの額及びこれに係る所要自己資本の額については、項番２「信用リスク うち、

標準的手法適用分」の項に含めることとする。 

r 項番７「マーケット・ベース方式に基づく株式等エクスポージャー」の項イ欄の額は、当期に係る第

十三面の開示を行う場合、同面の「マーケット・ベース方式が適用される株式等エクスポージャー」の

「合計」の項ル欄の額及び「100％のリスク・ウェイトが適用される株式等エクスポージャー」の項ル

欄の額の合計額と一致する。 

s 「複数の資産及び取引を裏付けとするエクスポージャー」の項には、標準的手法採用行にあっては、

リスク・ウェイトを直接に判定することができないものの信用リスク・アセットの額の合計額（イ欄及



びロ欄）及びこれに係る所要自己資本の額（ハ欄及びニ欄）をそれぞれ記載すること。 

t 「信用リスク・アセットのみなし計算が適用されるエクスポージャー」の項には、自己資本比率告示

第百六十七条又は持株自己資本比率告示第百四十五条に規定する信用リスク・アセットの額の合計額

（イ欄及びロ欄）及びこれに係る所要自己資本の額（ハ欄及びニ欄）をそれぞれ記載すること。 

u 項番 11「未決済取引」の項には、標準的手法採用行にあっては自己資本比率告示第七十九条の五又

は持株自己資本比率告示第五十七条の五に規定する信用リスク・アセットの額、内部格付手法採用行に

あっては自己資本比率告示第百七十七条の二又は持株自己資本比率告示第百五十五条の二に規定する

信用リスク・アセットの額の合計額（イ欄及びロ欄）及びこれに係る所要自己資本の額（ハ欄及びニ欄）

をそれぞれ記載すること。 

v 「信用リスク・アセットの額の算出対象となっている証券化エクスポージャー」の欄には、自己資本

比率告示第八章の規定又は持株自己資本比率告示第六章の規定により算出した証券化エクスポージャ

ーの信用リスク・アセットの合計額（イ欄及びロ欄）及びこれに係る所要自己資本の額（ハ欄及びニ欄）

をそれぞれ記載すること。 

w 項番 12「信用リスク・アセットの額の算出対象となっている証券化エクスポージャー」の項イ欄の

額は、当期に係る第二十四面及び第二十五面の開示を行う場合、それぞれの面の項番 10 から項番 13

までの項イ欄の合計額と一致する。 

x 項番 12「信用リスク・アセットの額の算出対象となっている証券化エクスポージャー」の項ハ欄の

額は、当期に係る第二十四面及び第二十五面の開示を行う場合、それぞれの面の項番 14 から項番 17

までの項イ欄の合計額と一致する。 

y 項番 13「信用リスク・アセットの額の算出対象となっている証券化エクスポージャー うち、内部

格付手法における外部格付準拠方式又は内部評価方式適用分」の項イ欄の額は、当期に係る第二十四面

及び第二十五面の開示を行う場合、それぞれの面の項番 10「内部格付手法における外部格付準拠方式

又は内部評価方式により算出した信用リスク・アセット」の項イ欄の合計額と一致する。 

z 項番 13「信用リスク・アセットの額の算出対象となっている証券化エクスポージャー うち、内部

格付手法における外部格付準拠方式又は内部評価方式適用分」の項ハ欄の額は、当期に係る第二十四面

及び第二十五面の開示を行う場合、それぞれの面の項番 14「内部格付手法における外部格付準拠方式

又は内部評価方式が適用される証券化エクスポージャーに係る所要自己資本」の項イ欄の合計額と一致

する。 

aa 項番 14「信用リスク・アセットの額の算出対象となっている証券化エクスポージャー うち、内部

格付手法における指定関数方式適用分」の項イ欄の額は、当期に係る第二十四面及び第二十五面の開示

を行う場合、それぞれの面の項番 11「内部格付手法における指定関数方式により算出した信用リスク・

アセット」の項イ欄の合計額と一致する。 

bb 項番 14「信用リスク・アセットの額の算出対象となっている証券化エクスポージャー うち、内部

格付手法における指定関数方式適用分」の項ハ欄の額は、当期に係る第二十四面及び第二十五面の開示

を行う場合、それぞれの面の項番 15「内部格付手法における指定関数方式が適用される証券化エクス

ポージャーに係る所要自己資本」の項イ欄の合計額と一致する。 



cc 項番 15「信用リスク・アセットの額の算出対象となっている証券化エクスポージャー うち、標準

的手法適用分」の項イ欄の額は、当期に係る第二十四面及び第二十五面の開示を行う場合、それぞれの

面の項番 12「標準的手法により算出した信用リスク・アセット」の項イ欄の合計額と一致する。 

dd 項番 15「信用リスク・アセットの額の算出対象となっている証券化エクスポージャー うち、標準

的手法適用分」の項ハ欄の額は、当期に係る第二十四面及び第二十五面の開示を行う場合、それぞれの

面の項番 16「標準的手法が適用される証券化エクスポージャーに係る所要自己資本」の項イ欄の合計

額と一致する。 

ee 「信用リスク・アセットの額の算出対象となっている証券化エクスポージャー うち、1250％のリ

スク・ウェイト適用分」の項イ欄の額は、当期に係る第二十四面及び第二十五面の開示を行う場合、そ

れぞれの面の項番13「自己資本比率告示第二百四十七条第一項の規定又は持株自己資本比率告示第二百

二十五条第一項の規定により1250％のリスク・ウェイトが適用される証券化エクスポージャーに係る信

用リスク・アセット」の項イ欄の合計額と一致する。 

ff 「信用リスク・アセットの額の算出対象となっている証券化エクスポージャー うち、1250％のリ

スク・ウェイト適用分」の項ハ欄の額は、当期に係る第二十四面及び第二十五面の開示を行う場合、そ

れぞれの面の項番17「自己資本比率告示第二百四十七条第一項の規定又は持株自己資本比率告示第二百

二十五条第一項の規定により1250％のリスク・ウェイトが適用される証券化エクスポージャーに係る所

要自己資本」の項イ欄の合計額と一致する。 

gg 項番 16「マーケット・リスク」の項には、自己資本比率告示第九章の規定又は持株自己資本比率告

示第七章の規定により算出したマーケット・リスク相当額の合計額を８パーセントで除して得た額（イ

欄及びロ欄）及びこれに係る所要自己資本の額（ハ欄及びニ欄）をそれぞれ記載すること。なお、特定

取引勘定における証券化エクスポージャーを含み、項番４「カウンターパーティ信用リスク」の項に含

まれるものは含まない。 

hh 項番 17「マーケット・リスク うち、標準的方式適用分」の項イ欄の額は、当期に係る第二十六面

の開示を行う場合、同面の項番９「合計」の項の額と一致する。 

ii 項番 18「マーケット・リスク うち、内部モデル方式適用分」の項イ欄の額は、当期に係る第二十

七面の開示を行う場合、同面の項番８c「当期末におけるリスク・アセット」の項ヘ欄の額と一致する。 

jj 項番 19「オペレーショナル・リスク」の項には、自己資本比率告示第十章の規定又は持株自己資本

比率告示第八章の規定により算出したオペレーショナル・リスク相当額の合計額（イ欄及びロ欄）及び

これに係る所要自己資本の額（ハ欄及びニ欄）をそれぞれ記載すること。 

kk 項番 23「特定項目のうち、調整項目に算入されない部分に係るエクスポージャー」の項には、標準

的手法採用行にあっては自己資本比率告示第七十六条の三の規定又は持株自己資本比率告示第五十四

条の三の規定により、内部格付手法採用行にあっては自己資本比率告示第百七十八条の三の規定又は持

株自己資本比率告示第百五十六条の三の規定により、250 パーセントのリスク・ウェイトが適用される

エクスポージャーに係るリスク・アセットの額（イ欄及びロ欄）及びこれに係る所要自己資本額（ハ欄

及びニ欄）をそれぞれ記載すること。 

ll 「経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるものの額」の項には、銀行法第十四条の二の



規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断

するための基準等の一部を改正する件（平成二十四年金融庁告示第二十八号）附則第七条第二項又は第

四項のいずれかに規定する調整項目に係る経過措置により調整項目の額に算入されなかったものにつ

いて、同告示による改正前の自己資本比率告示の規定又は持株自己資本比率告示の規定によるリスク・

アセットの額（イ欄及びロ欄）及びこれに係る所要自己資本額（ハ欄及びニ欄）をそれぞれ記載するこ

と。 

mm 項番 24「フロア調整」の項には、自己資本比率告示第十三条又は第二十四条の規定又は持株自己資

本比率告示第十三条の規定により自己資本比率告示第二条各号及び第二条の二第一項又は第十四条各

号及び第十四条の二第一項又は持株自己資本比率告示第二条各号及び第二条の二第一項の算式の分母

に加えるべき額（イ欄及びロ欄）及びこれらに係る所要自己資本の額（ハ欄及びニ欄）をそれぞれ記載

すること。 

nn この面に定める各項目につき、自金融機関で該当する額がない場合には項を削除せず、「－」を記載

すること。 

oo この面に記載する額は、この面で指定された単位で記載し、当該単位未満の端数は切り捨てること。 

pp この面におけるロ欄及びニ欄の「前期末」が平成三十年三月三十一日前となる場合には、当該欄は

記載することを要しない。 



（第二面）

（単位：百万円）

LI１:会計上の連結範囲と自己資本比率規制上の連結範囲との間の差異及び連結貸借対照表の区分と自己資本比率規制上のリスク・カテゴリーとの対応関係

イ ロ ハ ニ ホ ヘ ト 

連結貸借対照表

計上額 

自己資本比率規

制上の連結範囲

に基づく連結貸

借対照表計上額 

各項目に対応する帳簿価額 

信用リスク（ニ

欄及びホ欄に該

当する額を除

く。） 

カウンターパー

ティ信用リスク 

証券化エクスポ

ージャー（ヘ欄

に該当する額を

除く。） 

マーケット・リ

スク 

所要自己資本

算定対象外の

項目又は規制

資本からの調

整項目 

資産 

現金預け金        

コールローン及び買入手形        

買現先勘定        

債券貸借取引支払保証金        

買入金銭債権        

特定取引資産        

商品有価証券        

金銭の信託        

有価証券        

貸出金        

外国為替        

その他資産        

有形固定資産        

無形固定資産        



繰延税金資産        

再評価に係る繰延税金資産        

支払承諾見返        

貸倒引当金        

……        

資産合計        

負債 

預金        

譲渡性預金        

コールマネー及び売渡手形        

売現先勘定        

債券貸借取引受入担保金        

コマーシャル・ペーパー        

特定取引負債        

借用金        

外国為替        

短期社債        

社債        

新株予約権付社債        

信託勘定借        

その他負債        

賞与引当金        

役員賞与引当金        

退職給付引当金        



役員退職慰労引当金        

その他の引当金        

特別法上の引当金        

繰延税金負債        

再評価に係る繰延税金負債        

支払承諾        

……        

負債合計        

（注） 

この面において使用する用語は、特段の定めがない限り、自己資本比率告示及び持株自己資本比率告示において使用する用語の例によるものとする。 

a 資産及び負債の内訳は、連結貸借対照表（単体自己資本比率のみを算出する銀行にあっては、貸借対照表）で使用されている勘定科目名に従うこと。 

b 自金融機関における会計上の連結範囲と自己資本比率規制上の連結範囲が同一である場合、イ欄及びロ欄を統合すること。ただし、単体自己資本比率のみを

算出する銀行にあっては、ロ欄を記載することを要しない。 

c 一つの項目がハ欄からト欄までの複数のリスク・カテゴリーにおいて資本賦課の対象となる場合、当該項目は対象となる全ての欄において計上すること。こ

の場合において、ロ欄の額とハ欄からト欄までの額の合計額は一致しない。 

d この面に記載する額は、この面で指定された単位で記載し、当該単位未満の端数は切り捨てること。 

e 単体自己資本比率のみを算出する銀行にあっては、「会計上の連結範囲と自己資本比率規制上の連結範囲との間の差異及び連結貸借対照表の区分と自己資本比

率規制上のリスク・カテゴリーとの対応関係」とあるのは「貸借対照表の区分と自己資本比率規制上のリスク・カテゴリーとの対応関係」と、「連結貸借対照表

計上額」とあるのは「貸借対照表計上額」と読み替えるものとする。 



（第三面）

（単位：百万円） 

LI２:自己資本比率規制上のエクスポージャーの額と連結貸借対照表計上額との差異の主な要因 

項番 

イ ロ ハ ニ ホ 

合計 

対応する項目 

信用リスク（ハ欄及

びニ欄に該当する

額を除く。） 

カウンターパーテ

ィ信用リスク 

証券化エクスポー

ジャー（ホ欄に該当

する額を除く。） 

マーケット・リスク 

１ 自己資本比率規制上の連結範囲に基づく資産

の額 

２ 自己資本比率規制上の連結範囲に基づく負債

の額 

３ 自己資本比率規制上の連結範囲に基づく資産

及び負債の純額 

４ オフ・バランスシートの額      

５ 保守的な公正価値調整による差異      

６ ネッティングルールの相違による差異（項番２

に含まれる額を除く。） 

７ 引当て及び償却を勘案することによる差異      

８ 調整項目(プルデンシャル・フィルター)による

差異 

９ ……      

10 自己資本比率規制上のエクスポージャーの額      

（注） 



この面において使用する用語は、特段の定めがない限り、自己資本比率告示及び持株自己資本比率告示において使用する用語の例によるものとする。 

a 項番１「自己資本比率規制上の連結範囲に基づく資産の額」及び項番２「自己資本比率規制上の連結範囲に基づく負債の額」の項ロ欄からホ欄までには、そ

れぞれ第二面の「資産合計」及び「負債合計」の項ハ欄からヘ欄までの対応する項目の額を記載すること。また、項番１「自己資本比率規制上の連結範囲に基

づく資産の額」及び項番２「自己資本比率規制上の連結範囲に基づく負債の額」の項イ欄には、それぞれ第二面の「資産合計」及び「負債合計」の項ロ欄から

ト欄までの額を控除した額を記載すること。 

b 項番３「自己資本比率規制上の連結範囲に基づく資産及び負債の純額」の項には、項番１「自己資本比率規制上の連結範囲に基づく資産の額」の項の額から

項番２「自己資本比率規制上の連結範囲に基づく負債の額」の項の額を控除した額を記載すること。 

c 項番４「オフ・バランスシートの額」の項には、オフ・バランスシートのエクスポージャー（標準的手法が適用される資産のオフ・バランス取引又は内部格

付手法が適用される資産のオフ・バランス資産項目をいう。以下この面において同じ。）に起因する差額（自己資本比率告示又は持株自己資本比率告示に基づき、

オフ・バランスシートのエクスポージャーに係る信用供与枠の未引出額又は想定元本額に対して所定の掛目を適用した後の額から、項番３の項に既に含まれて

いる未引出額又は想定元本額を差し引いた額とする。）を記載すること。 

d 項番５から項番８までは例示であり、各金融機関は必要に応じて項を追加・削除できる。 

e 項番 10「自己資本比率規制上のエクスポージャーの額」の項のうち、ロ欄については自己資本比率告示第六章及び第七章又は持株自己資本比率告示第四章及

び第五章に規定する信用リスクの標準的手法及び内部格付手法の計算対象となる資産の額（オフ・バランスシートのエクスポージャーも含む。ただし、ハ欄及

びニ欄の計算対象となるものは除く。）、ハ欄については派生商品取引及びレポ形式の取引等の信用リスク削減手法適用後のエクスポージャーの額、ニ欄につい

ては自己資本比率告示第八章又は持株自己資本比率告示第六章に規定する証券化エクスポージャーの信用リスク・アセットの額の計算対象となるエクスポージ

ャーの額、ホ欄については自己資本比率告示第九章又は持株自己資本比率告示第七章に規定するマーケット・リスクの計算対象となるネット・ポジションの額

を記載すること。 

f この面に記載する額は、この面で指定された単位で記載し、当該単位未満の端数は切り捨てること。 

g 単体自己資本比率のみを算出する銀行にあっては、「連結貸借対照表」とあるのは「貸借対照表」と、「自己資本比率規制上の連結範囲に基づく」とあるのは

「自己資本比率規制上の」と読み替えるものとする。 



（第四面）

（単位：百万円）

（注） 

 この面において使用する用語は、特段の定めがない限り、自己資本比率告示及び持株自己資本比率告示において使用する用語の例によるものとする。 

 この面においては、カウンターパーティ信用リスク、証券化取引に係る信用リスク、複数の資産及び取引を裏付けとするエクスポージャー（リスク・ウェイトを

直接に判定することができないものをいう。）並びに信用リスク・アセットのみなし計算（自己資本比率告示第百六十七条の規定又は持株自己資本比率告示第百四十

五条の規定により信用リスク・アセットの額を計算することをいう。）に係る信用リスクは対象外とする。 

a 項番１「貸出金」の項には、貸借対照表又は連結貸借対照表における貸出金に含まれる資産を対象として計数を記載すること。 

CR１:資産の信用の質 

項番 

イ ロ ハ ニ 

帳簿価額の総額 

引当金 
ネット金額 

(イ＋ロ－ハ) 
デフォルトした 

エクスポージャー 

非デフォルト 

エクスポージャー 

 オン・バランスシートの資産   

１ 貸出金     

２ 有価証券（うち負債性のもの）     

３ その他オン・バランスシートの資産（うち負債性のもの）     

４ オン・バランスシートの資産の合計 （１＋２＋３）     

 オフ・バランスシートの資産     

５ 支払承諾等     

６ コミットメント等     

７ オフ・バランスシートの資産の合計（５＋６）     

 合計     

８ 合計 （４＋７）     



b 項番２「有価証券（うち負債性のもの）」の項には、貸借対照表又は連結貸借対照表における有価証券に含まれる資産のうち、負債性の商品に係る資産を対象

に計数を記載すること。 

c 項番３「その他オン・バランスシートの資産（うち負債性のもの）」の項には、貸借対照表又は連結貸借対照表における貸出金及び有価証券以外の資産のうち、

負債性の商品に係る資産を対象に計数を記載すること（ただし、貸借対照表又は連結貸借対照表における支払承諾見返に含まれる資産、派生商品取引に係る資

産及び特定取引勘定に属する資産を除く。）。 

d 項番４「オン・バランスシートの資産の合計（１＋２＋３）」の項には、項番１、項番２及び項番３の項に計上される額の合計額を記載すること。 

e 項番５「支払承諾等」の項には、金融機関が提供する保証及びクレジット・デリバティブによるプロテクションに係るエクスポージャーの額を記載すること。 

f 項番６「コミットメント等」の項には、コミットメントのうち、取消し不能なコミットメント（条件の有無にかかわらず取消し可能なコミットメントを除く。）

に係る信用供与枠の未引出額に係るエクスポージャーの額（ただし、CCF（自己資本比率告示又は持株自己資本比率告示に基づき信用供与枠の未引出額に対して

適用される掛目をいう。以下この面において同じ。）の適用前の額とする。）を対象として、計数を記載すること。 

g 項番７「オフ・バランスシートの資産の合計（５＋６）」の項には、項番５及び項番６の項に計上される額の合計額を記載すること。 

h 項番８「合計（４＋７）」の項には、項番４及び項番７の項に計上される額の合計額を記載すること。 

i それぞれの項に含まれる対象資産が明確でない場合には、説明を付すこと。 

j イ欄及びロ欄には、引当金の控除前かつ自己資本比率告示又は持株自己資本比率告示に基づき信用リスク・アセットの額の算出に用いられている償却額の償

却後のエクスポージャー額を記載すること。また、当該額は、自己資本比率告示第八十条第一項又は持株自己資本比率告示第五十八条第一項に規定する信用リ

スク削減手法及び CCF の適用前の額とすること。 

k イ欄には、標準的手法が適用される資産においては自己資本比率告示第七十一条第一項又は持株自己資本比率告示第四十九条第一項に規定する三月以上延滞

エクスポージャー（自己資本比率告示第七十二条第一項又は持株自己資本比率告示第五十条第一項に規定するエクスポージャーを含む。また、自己資本比率告

示第七十一条第三項及び第七十二条第三項の規定又は持株自己資本比率告示第四十九条第三項及び第五十条第三項の規定により延滞に係る基準として三月以上

に代えて九十日超を用いている場合にあっては、元金又は利息の支払が、約定支払日の翌日を起算日として九十日超延滞している者に係るエクスポージャーを

いう。）に該当するエクスポージャーの額を、内部格付手法が適用される資産においてはデフォルト事由（自己資本比率告示第二百五条第一項又は持株自己資本

比率告示第百八十三条第一項に規定するデフォルト事由をいう。以下この面において同じ。）が生じ、その後当該デフォルト事由が解消されていないエクスポー

ジャーの額をそれぞれ記載するとともに、自金融機関が採用するデフォルト事由の判定基準につき、説明を付すこと（資産区分等により判定基準が異なる場合



には、その全てを記載すること。）。 

l ハ欄には、項番１から項番８までのそれぞれに対応するものとして計上される引当金の合計額を記載すること。 

m ニ欄には、イ欄及びロ欄の合計額から、ハ欄の額を控除した額を記載すること。 

n 「オン・バランスシートの資産」の項番１から項番４までの項ニ欄の額は、それぞれ第六面の項番１から項番４までの項イ欄及びロ欄の合計額と一致する。 

o この面に定める各項目につき、自金融機関で該当する額がない場合には項を削除せず、「－」を記載すること。 

p この面に記載する額は、この面で指定された単位で記載し、当該単位未満の端数は切り捨てること。 



（第五面）

（単位：百万円） 

（注） 

この面において使用する用語は、特段の定めがない限り、自己資本比率告示及び持株自己資本比率告示

において使用する用語の例によるものとする。 

この面においては、カウンターパーティ信用リスク、証券化取引に係る信用リスク、複数の資産及び取

引を裏付けとするエクスポージャー（リスク・ウェイトを直接に判定することができないものをいう。）並

びに信用リスク・アセットのみなし計算（自己資本比率告示第百六十七条の規定又は持株自己資本比率告

示第百四十五条の規定により信用リスク・アセットの額を計算することをいう。）に係る信用リスクは対象

外とする。 

a この面において「デフォルト状態」とは、標準的手法が適用される資産においては自己資本比率告示

第七十一条第一項又は持株自己資本比率告示第四十九条第一項に規定する三月以上延滞エクスポージ

ャー（自己資本比率告示第七十二条第一項又は持株自己資本比率告示第五十条第一項に規定するエクス

ポージャーを含む。また、自己資本比率告示第七十一条第三項及び第七十二条第三項の規定又は持株自

己資本比率告示第四十九条第三項及び第五十条第三項の規定により延滞に係る基準として三月以上に

代えて九十日超を用いている場合にあっては、元金又は利息の支払が、約定支払日の翌日を起算日とし

て九十日超延滞している者に係るエクスポージャーをいう。）に該当する状態を、内部格付手法が適用

される資産においてはデフォルト事由（自己資本比率告示第二百五条第一項又は持株自己資本比率告示

第百八十三条第一項に規定するデフォルト事由をいう。以下この面において同じ。）が生じ、その後当

該デフォルト事由が解消されていない状態を指すものとする。 

b 項番１「前期末時点においてデフォルト状態にある貸出金・有価証券等（うち負債性のもの）の残高」

の項には、前期末時点においてデフォルト状態にある貸出金及び有価証券等（うち負債性のもの）のエ

クスポージャー額（自己資本比率告示又は持株自己資本比率告示に基づき信用リスク・アセットの額の

算出に用いられている償却額の償却後かつ引当金控除前の額）を記載すること。（「貸出金」は第四面の

項番１「貸出金」の項に計上される資産を、「有価証券等（うち負債性のもの）」は同面の項番２「有価

証券（うち負債性のもの）」及び項番３「その他オン・バランスシートの資産（うち負債性のもの）」の

項に計上される資産を指すものとする。以下この面において同じ。） 

CR２:デフォルトした貸出金・有価証券等（うち負債性のもの）の残高の変動 

項番  額 

１ 前期末時点においてデフォルト状態にある貸出金・有価証券等（うち負債性のもの）

の残高 

２ 貸出金・有価証券等

（うち負債性のもの）

の当期中の要因別の

変動額 

デフォルトした額  

３ 非デフォルト状態へ復帰した額  

４ 償却された額  

５ その他の変動額  

６ 当期末時点においてデフォルト状態にある貸出金・有価証券等（うち負債性のもの）

の残高 （１＋２－３－４＋５） 



c 項番２「デフォルトした額」の項には、当期中に新たにデフォルト事由が生じた貸出金及び有価証券

等（うち負債性のもの）につき、当該デフォルト事由が生じた時点のエクスポージャー額（自己資本比

率告示又は持株自己資本比率告示に基づき信用リスク・アセットの額の算出に用いられている償却額の

償却後かつ引当金控除前の額）を記載すること。ただし、一の債務者又はエクスポージャーにつき、当

期中に複数回デフォルト事由が発生している場合にあっては、最後のデフォルト事由のみを対象に集計

すること。 

d 項番３「非デフォルト状態へ復帰した額」の項には、項番１及び項番２の項に計上されている貸出金

及び有価証券等（うち負債性のもの）のうち、当期中にデフォルト事由が全て解消されたものにつき、

最初にデフォルト事由が全て解消された時点のエクスポージャー額（自己資本比率告示又は持株自己資

本比率告示に基づき信用リスク・アセットの額の算出に用いられている償却額の償却後かつ引当金控除

前の額）を記載すること。 

e 項番４「償却された額」の項には、項番１及び項番２の項に計上されている貸出金及び有価証券等（う

ち負債性のもの）のうち、当期中に（当期中にデフォルト事由が全て解消された場合にあっては、最初

にデフォルト事由が全て解消された時点までの間に）償却された額（部分直接償却を含む。）を記載す

ること。 

f 項番５「その他の変動額」の項には、合計額が一致するために必要な調整額（負の場合には負数）を

記載すること。なお、当該変動額の発生要因のうちの主なものについて説明を付すこと（「デフォルト

状態にあるエクスポージャーの回収による残高減少」「デフォルト状態にあるエクスポージャーの売却

による残高減少」「デフォルト期間中の追加与信」等）。 

g 項番６「当期末時点においてデフォルト状態にある貸出金・有価証券等（うち負債性のもの）の残高

（１＋２－３－４＋５）」の項には、当期末時点においてデフォルト状態にある貸出金及び有価証券等

（うち負債性のもの）のエクスポージャー額（自己資本比率告示又は持株自己資本比率告示に基づき信

用リスク・アセットの額の算出に用いられている償却額の償却後かつ引当金控除前の額）を記載するこ

と。 

h この面に定める各項目につき、自金融機関で該当する額がない場合には項を削除せず、「－」を記載

すること。 

i この面に記載する額は、この面で指定された単位で記載し、当該単位未満の端数は切り捨てること。 



（第六面）

（単位：百万円）

（注） 

この面において使用する用語は、特段の定めがない限り、自己資本比率告示及び持株自己資本比率告示において使用する用語の例によるものとする。 

この面においては、カウンターパーティ信用リスク、証券化取引に係る信用リスク、複数の資産及び取引を裏付けとするエクスポージャー（リスク・ウェイトを

直接に判定することができないものをいう。）並びに信用リスク・アセットのみなし計算（自己資本比率告示第百六十七条の規定又は持株自己資本比率告示第百四十

五条の規定により信用リスク・アセットの額を計算することをいう。）に係る信用リスクは対象外とする。 

a 項番１「貸出金」の項には、貸借対照表又は連結貸借対照表における貸出金に含まれる資産を対象として計数を記載すること。 

b 項番２「有価証券（負債性のもの）」の項には、貸借対照表又は連結貸借対照表における有価証券に含まれる資産のうち、負債性の商品に係る資産を対象に計

数を記載すること。 

c 項番３「その他オン・バランスシートの資産（負債性のもの）」の項には、貸借対照表又は連結貸借対照表における貸出金及び有価証券以外の資産のうち、

負債性の商品に係る資産を対象に計数を記載すること（ただし、貸借対照表又は連結貸借対照表における支払承諾見返に含まれる資産、派生商品取引に係る資

産及び特定取引勘定に属する資産を除く。）。 

CR３:信用リスク削減手法 

項番 

イ ロ ハ ニ ホ 

非保全エクスポージ

ャー 

保全されたエクスポ

ージャー 

担保で保全されたエ

クスポージャー 

保証で保全されたエ

クスポージャー 

クレジット・デリバテ

ィブで保全されたエ

クスポージャー 

１ 貸出金      

２ 有価証券（負債性のもの）      

３ その他オン・バランスシート

の資産（負債性のもの） 

４ 合計 （１＋２＋３）      

５ うちデフォルトしたもの      



d 項番４「合計（１＋２＋３）」の項には、項番１から項番３までの項に計上される額の合計額を記載すること。 

e 項番５「うちデフォルトしたもの」の項には、項番４「合計（１＋２＋３）」の項に記載されたエクスポージャーのうち、報告基準日時点においてデフォルト

状態にある資産を対象として計数を記載すること。なお、デフォルト状態にある資産とは、標準的手法が適用される資産においては自己資本比率告示第七十一

条第一項又は持株自己資本比率告示第四十九条第一項に規定する三月以上延滞エクスポージャー（自己資本比率告示第七十二条第一項又は持株自己資本比率告

示第五十条第一項に規定するエクスポージャーを含む。また、自己資本比率告示第七十一条第三項及び第七十二条第三項の規定又は持株自己資本比率告示第四

十九条第三項及び第五十条第三項の規定により延滞に係る基準として三月以上に代えて九十日超を用いている場合にあっては、元金又は利息の支払が、約定支

払日の翌日を起算日として九十日超延滞している者に係るエクスポージャーをいう。）を、内部格付手法が適用される資産においてはデフォルト事由（自己資本

比率告示第二百五条第一項又は持株自己資本比率告示第百八十三条第一項に規定するデフォルト事由をいう。以下この面において同じ。）が生じ、その後当該デ

フォルト事由が解消されていないエクスポージャーを指すものとする。 

f それぞれの項に含まれる対象資産が明確でない場合には、説明を付すこと。 

g イ欄からホ欄までには、引当金の控除後のエクスポージャー額を記載すること。 

h イ欄には、エクスポージャーの全部が、自金融機関の採用する手法（標準的手法又は内部格付手法）において有効とされる担保、保証又はクレジット・デリ

バティブ（信用リスク・アセットの額を算出するに当たり、信用リスク削減手法（自己資本比率告示第八十条第一項又は持株自己資本比率告示第五十八条第一

項に規定する信用リスク削減手法をいう。以下この面において同じ。）として利用しない又は利用できないものを含む。）によって保全されていない場合には、

当該エクスポージャーの額の合計額を記載すること。 

i ロ欄には、エクスポージャーの全額から、イ欄の額を控除した額を記載すること。 

j ハ欄からホ欄までには、エクスポージャーの一部又は全部が自金融機関の採用する手法（標準的手法又は内部格付手法）において有効とされる担保、保証又

はクレジット・デリバティブ（信用リスク・アセットの額を算出するに当たり、信用リスク削減手法として利用しない又は利用できないものを除く。）によって

保全されている額（エクスポージャーの額を超過する部分を除いたヘアカット考慮後の保全実行により回収が見込まれる額）を記載すること。 

k 項番１から項番４までの項のイ欄及びロ欄の額は、それぞれ第四面の「オン・バランスシートの資産」の項番１から項番４までの項ニ欄の額と一致する。 

l この面に定める各項目につき、自金融機関で該当する額がない場合には項を削除せず、「－」を記載すること。 

m この面に記載する額は、この面で指定された単位で記載し、当該単位未満の端数は切り捨てること。 



（第七面）

（単位：百万円、％）

CR４:標準的手法-信用リスク・エクスポージャーと信用リスク削減手法の効果 

項番 

イ ロ ハ ニ ホ ヘ 

CCF・信用リスク削減手法 

適用前のエクスポージャー 

CCF・信用リスク削減手法 

適用後のエクスポージャー 

信用リスク・ア

セットの額 

リスク・ウェイ

トの加重平均値

（RWA density） 資産クラス オン・バランス

シートの額 

オフ・バランス

シートの額 

オン・バランス

シートの額 

オフ・バランス

シートの額 

１ 現金       

２ 日本国政府及び日本銀行向け       

３ 外国の中央政府及び中央銀行向け       

４ 国際決済銀行等向け       

５ 我が国の地方公共団体向け       

６ 外国の中央政府等以外の公共部門向け       

７ 国際開発銀行向け       

８ 地方公共団体金融機構向け       

９ 我が国の政府関係機関向け       

10 地方三公社向け       

11 金融機関及び第一種金融商品取引業者向け       

12 法人等向け       

13 中小企業等向け及び個人向け       

14 抵当権付住宅ローン       

15 不動産取得等事業向け       



（注） 

この面において使用する用語は、特段の定めがない限り、自己資本比率告示及び持株自己資本比率告示において使用する用語の例によるものとする。 

この面においては、カウンターパーティ信用リスク、証券化取引に係る信用リスク及び複数の資産及び取引を裏付けとするエクスポージャー（リスク・ウェイト

を直接に判定することができないものをいう。）に係る信用リスクは対象外とする。 

a イ欄からニ欄までには、標準的手法において認識されるエクスポージャーの額（自己資本比率告示又は持株自己資本比率告示に基づき信用リスク・アセット

の額の算出に用いられている引当金（一般貸倒引当金を除く。）の控除後かつ部分直接償却後の額）を記載すること。 

b イ欄には、信用リスク削減手法（自己資本比率告示第八十条第一項又は持株自己資本比率告示第五十八条第一項に規定する信用リスク削減手法をいう。以下

この面において同じ。）の効果を勘案する前の、オン・バランスシートのエクスポージャー（オフ・バランス取引を除く自己資本比率告示第六章又は持株自己資

本比率告示第四章に規定する信用リスクの標準的手法の計算対象となる資産のエクスポージャーをいう。以下この面において同じ。）の額を記載すること。 

c ロ欄には、CCF（自己資本比率告示又は持株自己資本比率告示に基づき信用供与枠の未引出額又はオフ・バランス取引に係る想定元本額に対して適用される掛

目をいう。以下この面において同じ。）を適用する前の、オフ・バランス取引のエクスポージャーの額（CCF を適用する対象となる信用供与枠の未引出額又はそ

の他のオフ・バランス取引に係る想定元本額）を記載すること。また、当該額は信用リスク削減手法の効果を勘案する前の額とすること。 

d ハ欄には、信用リスク削減手法の効果を勘案した後のオン・バランスシートのエクスポージャーの額を記載すること。 

e ニ欄には、CCFを適用し、かつ信用リスク削減手法の効果を勘案した後の、オフ・バランス取引のエクスポージャーの額を記載すること。 

f ヘ欄には、ホ欄の額をハ欄及びニ欄の合計額で除して得た比率を記載すること。 

g 内部格付手法採用行は、自己資本比率告示第百四十六条若しくは第百四十八条の規定又は持株自己資本比率告示第百二十四条若しくは百二十六条の規定によ

16 三月以上延滞等（抵当権付住宅ローンを除く。）       

17 抵当権付住宅ローンに係る三月以上延滞       

18 取立未済手形       

19 信用保証協会等による保証付       

20 株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付       

21 出資等（重要な出資を除く。）       

22 合計       



り標準的手法を適用する事業単位又は資産区分がある場合には、当該事業単位又は資産区分に係る計数を記載すること（項については統合して開示することが

できるが、異なる資産区分は各別に記載すること。）。ただし、当該事業単位又は資産区分に係る開示情報が利用者にとって重要でないと考えられる場合には、

記載を省略することができる。この場合において、当該事業単位又は資産区分に係る開示情報が利用者にとって重要でないと考えられる理由を、当該事業単位

又は資産区分に係るエクスポージャーの内容の説明及び当該エクスポージャーの信用リスク・アセットの額の合計額と併せて記載すること。 

h 項番１「現金」の項には、現金（外国通貨及び金を含む。）に係る額を記載すること。 

i 項番２「日本国政府及び日本銀行向け」の項には、日本国政府及び日本銀行向けエクスポージャーに係る額を記載すること。 

j 項番３「外国の中央政府及び中央銀行向け」の項には、外国の中央政府及び中央銀行向けエクスポージャーに係る額を記載すること。 

k 項番４「国際決済銀行等向け」の項には、国際決済銀行、国際通貨基金、欧州中央銀行、欧州共同体、欧州安定メカニズム及び欧州金融安定ファシリティ向

けエクスポージャーに係る額を記載すること。 

l 項番５「我が国の地方公共団体向け」の項には、我が国の地方公共団体向けエクスポージャー（特定の事業からの収入のみをもって返済されることとなって

いるものを除く。）に係る額を記載すること。 

m 項番６「外国の中央政府等以外の公共部門向け」の項には、外国の中央政府及び中央銀行以外の公共部門（当該国による公共部門の定義によるものとする。）

向けエクスポージャー（特定の事業からの収入のみをもって返済されることとなっているものを除く。）に係る額を記載すること。 

n 項番７「国際開発銀行向け」の項には、国際開発銀行（国際復興開発銀行、国際金融公社、多数国間投資保証機関、アジア開発銀行、アフリカ開発銀行、欧

州復興開発銀行、米州開発銀行、欧州投資銀行、欧州投資基金、北欧投資銀行、カリブ開発銀行、イスラム開発銀行、予防接種のための国際金融ファシリティ

及び欧州評議会開発銀行を含む。）向けエクスポージャーに係る額を記載すること。 

o 項番８「地方公共団体金融機構向け」の項には、地方公共団体金融機構向けエクスポージャーに係る額を記載すること。 

p 項番９「我が国の政府関係機関向け」の項には、自己資本比率告示第六十一条第一項各号又は持株自己資本比率告示第三十九条第一項各号に掲げる法人向け

のエクスポージャーに係る額を記載すること。 

q 項番 10「地方三公社向け」の項には、土地開発公社、地方住宅供給公社及び地方道路公社向けのエクスポージャーに係る額を記載すること。 

r 項番 11「金融機関及び第一種金融商品取引業者向け」の項には、金融機関（自己資本比率告示第一条第七号ロ又は持株自己資本比率告示第一条第七号ロに掲

げる者を除く。）、外国銀行、銀行持株会社及び銀行持株会社に準ずる外国の会社並びに第一種金融商品取引業者向けのエクスポージャーに係る額を記載するこ

と。 



s 項番 12「法人等向け」の項には、自己資本比率告示第六十五条第一項又は持株自己資本比率告示第四十三条第一項に規定する法人等向けエクスポージャーに

係る額を記載すること。ただし、項番 13に該当するものは含めないものとする。 

t 項番 13「中小企業等向け及び個人向け」の項には、信用リスク削減手法の効果を勘案する前において、75パーセントのリスク・ウェイトが適用される中小企

業等（自己資本比率告示第六十八条第三項各号又は持株自己資本比率告示第四十六条第三項各号に掲げるものをいう。）向けエクスポージャー及び個人向けエク

スポージャーに係る額を記載すること。 

u 項番 14「抵当権付住宅ローン」の項には、抵当権付住宅ローン（自己資本比率告示第六十九条又は持株自己資本比率告示第四十七条に規定する抵当権付住宅

ローンをいう。以下この面において同じ。）に係る額を記載すること。 

v 項番 15「不動産取得等事業向け」の項には、不動産の取得又は運用を目的とした事業に対する法人等向けエクスポージャー、中小企業等向けエクスポージャ

ー又は個人向けエクスポージャーであって、返済が専ら当該不動産からの賃料その他の収入に依存しているものに係る額を記載すること。また、項番 15に計上

するものは、他の項に重複して計上しないこと。 

w 項番16「三月以上延滞等（抵当権付住宅ローンを除く。）」の項には、三月以上延滞エクスポージャー（自己資本比率告示第七十一条第一項又は持株自己資本

比率告示第四十九条第一項に規定する三月以上延滞エクスポージャーをいう。ただし、自己資本比率告示第七十一条第三項の規定又は持株自己資本比率告示第

四十九条第三項の規定により延滞に係る基準として三月以上に代えて九十日超を用いている場合にあっては、元金又は利息の支払が、約定支払日の翌日を起算

日として九十日超延滞している者に係るエクスポージャーをいう。以下この面において同じ。）に係る額を記載すること。また、項番16に計上しているものは、

他の項に重複して計上しないこと。 

x 項番 17「抵当権付住宅ローンに係る三月以上延滞」の項には、抵当権付住宅ローンに該当するエクスポージャーのうち三月以上延滞エクスポージャーである

ものに係る額を記載すること。また、項番 17に計上しているものは、他の項に重複して計上しないこと。 

y 項番 18「取立未済手形」の項には、取立未済手形に係る額を記載すること。また、項番 18に計上しているものは、他の項に重複して計上しないこと。 

z 項番 19「信用保証協会等による保証付」の項には、信用保証協会等により保証されたエクスポージャーに係る額を記載すること。また、項番 19に計上してい

るものは、他の項に重複して計上しないこと。 

aa 項番 20「株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付」の項には、株式会社地域経済活性化支援機構及び株式会社東日本大震災事業者再生支援機構によ

り保証されたエクスポージャーに係る額を記載すること。また、項番 20に計上しているものは、他の項に重複して計上しないこと。 

bb 項番 21「出資等（重要な出資を除く。）」の項には、自己資本比率告示第七十六条の規定又は持株自己資本比率告示第五十四条の規定により 100 パーセントの



リスク・ウェイトが適用される出資等のエクスポージャーに係る額を記載すること。 

cc 項番 22「合計」の項ハ欄及びニ欄の合計額は、第八面の項番 22「合計」の項ル欄の額と一致する。 

dd 項番 22「合計」の項ホ欄の額は、第一面の項番２「信用リスク うち、標準的手法適用分」の項イ欄の額と一致する。 

ee この面に定める各項目につき、自金融機関で該当する額等がない場合には項を削除せず、「－」を記載すること。 

ff この面に記載する額は、この面で指定された単位で記載し、当該単位未満の端数は切り捨てること。 

gg この面に記載する比率は、小数点以下二位未満の端数があるときは、これを切り捨てること。 



（第八面）

 （単位：百万円） 

CR５:標準的手法-資産クラス及びリスク・ウェイト別の信用リスク・エクスポージャー 

項番 

イ ロ ハ ニ ホ ヘ ト チ リ ヌ ル 

信用リスク・エクスポージャーの額（CCF・信用リスク削減手法適用後） 

リスク・ウェイト 

資産クラス 

0% 10% 20% 35% 50% 75% 100% 150% 250% 1250% 合計 

１ 現金            

２ 日本国政府及び日本銀行向け            

３ 外国の中央政府及び中央銀行向け            

４ 国際決済銀行等向け            

５ 我が国の地方公共団体向け            

６ 外国の中央政府等以外の公共部門向け 

７ 国際開発銀行向け            

８ 地方公共団体金融機構向け            

９ 我が国の政府関係機関向け            

10 地方三公社向け            

11 金融機関及び第一種金融商品取引業者向け            

12 法人等向け            

13 中小企業等向け及び個人向け            

14 抵当権付住宅ローン            



（注） 

この面において使用する用語は、特段の定めがない限り、自己資本比率告示及び持株自己資本比率告示において使用する用語の例によるものとする。 

この面においては、カウンターパーティ信用リスク、証券化取引に係る信用リスク及び複数の資産及び取引を裏付けとするエクスポージャー（リスク・ウェイト

を直接に判定することができないものをいう。）に係る信用リスクは対象外とする。 

a イ欄からル欄までには、自己資本比率告示第六章又は持株自己資本比率告示第四章に定める信用リスクの標準的手法の計算対象となる資産（オフ・バランス

取引も含む。）であって、CCF（自己資本比率告示又は持株自己資本比率告示に基づき信用供与枠の未引出額又はオフ・バランス取引に係る想定元本額に対して

適用される掛目をいう。）の適用後かつ信用リスク削減手法（自己資本比率告示第八十条第一項又は持株自己資本比率告示第五十八条第一項に規定する信用リス

ク削減手法をいう。以下この面において同じ。）の効果の勘案後のエクスポージャーの額とすること。 

b 内部格付手法採用行は、自己資本比率告示第百四十六条若しくは第百四十八条の規定又は持株自己資本比率告示第百二十四条若しくは第百二十六条の規定に

より標準的手法を適用する事業単位又は資産区分がある場合には、当該事業単位又は資産区分に係る計数を記載すること（項については統合して開示すること

ができるが、異なる資産区分は各別に記載すること。）。ただし、当該事業単位又は資産区分に係る開示情報が利用者にとって重要でないと考えられる場合には、

記載を省略することができる。この場合において、当該事業単位又は資産区分に係る開示情報が利用者にとって重要でないと考えられる理由を、当該事業単位

又は資産区分に係るエクスポージャーの内容の説明及び当該エクスポージャーの信用リスク・アセットの額の合計額と併せて記載すること。 

c 項番１「現金」の項には、現金（外国通貨及び金を含む。）に係る額を記載すること。 

d 項番２「日本国政府及び日本銀行向け」の項には、日本国政府及び日本銀行向けエクスポージャーに係る額を記載すること。 

15 不動産取得等事業向け            

16 三月以上延滞等（抵当権付住宅ローンを除く。）            

17 抵当権付住宅ローンに係る三月以上延滞            

18 取立未済手形            

19 信用保証協会等による保証付            

20 株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付            

21 出資等 (重要な出資を除く。)            

22 合計            



e 項番３「外国の中央政府及び中央銀行向け」の項には、外国の中央政府及び中央銀行向けエクスポージャーに係る額を記載すること。 

f 項番４「国際決済銀行等向け」の項には、国際決済銀行、国際通貨基金、欧州中央銀行、欧州共同体、欧州安定メカニズム及び欧州金融安定ファシリティ向

けエクスポージャーに係る額を記載すること。 

g 項番５「我が国の地方公共団体向け」の項には、我が国の地方公共団体向けエクスポージャー（特定の事業からの収入のみをもって返済されることとなって

いるものを除く。）に係る額を記載すること。 

h 項番６「外国の中央政府等以外の公共部門向け」の項には、外国の中央政府及び中央銀行以外の公共部門（当該国による公共部門の定義によるものとする。）

向けエクスポージャー（特定の事業からの収入のみをもって返済されることとなっているものを除く。）に係る額を記載すること。 

i 項番７「国際開発銀行向け」の項には、国際開発銀行（国際復興開発銀行、国際金融公社、多数国間投資保証機関、アジア開発銀行、アフリカ開発銀行、欧

州復興開発銀行、米州開発銀行、欧州投資銀行、欧州投資基金、北欧投資銀行、カリブ開発銀行、イスラム開発銀行、予防接種のための国際金融ファシリティ

及び欧州評議会開発銀行を含む。）向けエクスポージャーに係る額を記載すること。 

j 項番８「地方公共団体金融機構向け」の項には、地方公共団体金融機構向けエクスポージャーに係る額を記載すること。 

k 項番９「我が国の政府関係機関向け」の項には、自己資本比率告示第六十一条第一項各号又は持株自己資本比率告示第三十九条第一項各号に掲げる法人向け

のエクスポージャーに係る額を記載すること。 

l 項番 10「地方三公社向け」の項には、土地開発公社、地方住宅供給公社及び地方道路公社向けのエクスポージャーに係る額を記載すること。 

m 項番 11「金融機関及び第一種金融商品取引業者向け」の項には、金融機関（自己資本比率告示第一条第七号ロ又は持株自己資本比率告示第一条第七号ロに掲

げる者を除く。）、外国銀行、銀行持株会社及び銀行持株会社に準ずる外国の会社並びに第一種金融商品取引業者向けのエクスポージャーに係る額を記載するこ

と。 

n 項番 12「法人等向け」の項には、自己資本比率告示第六十五条第一項又は持株自己資本比率告示第四十三条第一項に規定する法人等向けエクスポージャーに

係る額を記載すること。ただし、項番 13に該当するものは含めないものとする。 

o 項番 13「中小企業等向け及び個人向け」の項には、信用リスク削減手法の効果を勘案する前において、75パーセントのリスク・ウェイトが適用される中小企

業等（自己資本比率告示第六十八条第三項各号又は持株自己資本比率告示第四十六条第三項各号に掲げるものをいう。）向けエクスポージャー及び個人向けエク

スポージャーに係る額を記載すること。 

p 項番 14「抵当権付住宅ローン」の項には、抵当権付住宅ローンに係る額を記載すること。 



q 項番 15「不動産取得等事業向け」の項には、不動産の取得又は運用を目的とした事業に対する法人等向けエクスポージャー、中小企業等向けエクスポージャ

ー又は個人向けエクスポージャーであって、返済が専ら当該不動産からの賃料その他の収入に依存しているものに係る額を記載すること。また、項番 15に計上

するものは、他の項に重複して計上しないこと。 

r 項番16「三月以上延滞等（抵当権付住宅ローンを除く。）」の項には、三月以上延滞エクスポージャーに係る額を記載すること。また、項番16に計上している

ものは、他の項に重複して計上しないこと。 

s 項番 17「抵当権付住宅ローンに係る三月以上延滞」の項には、抵当権付住宅ローンに該当するエクスポージャーのうち三月以上延滞エクスポージャーである

ものに係る額を記載すること。また、項番 17に計上しているものは、他の項に重複して計上しないこと。 

t 項番 18「取立未済手形」の項には、取立未済手形に係る額を記載すること。また、項番 18に計上しているものは、他の項に重複して計上しないこと。 

u 項番 19「信用保証協会等による保証付」の項には、信用保証協会等により保証されたエクスポージャーに係る額を記載すること。また、項番 19に計上してい

るものは、他の項に重複して計上しないこと。 

v 項番 20「株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付」の項には、株式会社地域経済活性化支援機構及び株式会社東日本大震災事業者再生支援機構によ

り保証されたエクスポージャーに係る額を記載すること。また、項番 20に計上しているものは、他の項に重複して計上しないこと。 

w 項番 21「出資等（重要な出資を除く。）」の項には、自己資本比率告示第七十六条の規定又は持株自己資本比率告示第五十四条の規定により百パーセントのリ

スク・ウェイトが適用される出資等のエクスポージャーに係る額を記載すること。 

x 項番 22「合計」の項ル欄の額は、第七面の項番 22「合計」の項ハ欄及びニ欄の合計額と一致する。 

y この面に定める各項目につき、自金融機関で該当する額がない場合には項を削除せず、「－」を記載すること。 

z この面に記載する額は、この面で指定された単位で記載し、当該単位未満の端数は切り捨てること。 



（第九面）

（単位：百万円、％、千件、年） 

CR６:内部格付手法-ポートフォリオ及びデフォルト率（PD）区分別の信用リスク・エクスポージャー 

 イ ロ ハ ニ ホ へ ト チ リ ヌ ル ヲ 

項番 

PD区分 オン・バ

ランス

シー

ト・グロ

スエク

スポー

ジャー

の額 

CCF・信

用 リ ス

ク 削 減

手 法 適

用 前 の

オフ・バ

ラ ン ス

シ ー ト

・エクス

ポ ー ジ

ャ ー の

額 

平均CCF CCF・信

用リス

ク削減

手法適

用後EAD 

平均 PD 債務者

の数 

平均LGD 平均残

存期間 

信用リ

スク・ア

セット

の額 

リス

ク・ウェ

イトの

加重平

均値

（RWA 

density

） 

EL 適格引

当金 

 ソブリン向けエクスポージャー 

１ 0.00 以上 0.15 未満             

２ 0.15 以上 0.25 未満            

３ 0.25 以上 0.50 未満            

４ 0.50 以上 0.75 未満            

５ 0.75 以上 2.50 未満            

６ 2.50 以上 10.00 未満            



（注） 

この面において使用する用語は、特段の定めがない限り、自己資本比率告示及び持株自己資本比率告示において使用する用語の例によるものとする。 

この面においては、カウンターパーティ信用リスク、証券化取引に係る信用リスク及び信用リスク・アセットのみなし計算（自己資本比率告示第百六十七条の規

定又は持株自己資本比率告示第百四十五条の規定により信用リスク・アセットの額を計算することをいう。）に係る信用リスクは対象外とする。 

a この面においては、自己資本比率規制上の連結の範囲に含まれ、かつ内部格付手法において認識される計数を記載すること（標準的手法を適用するポートフ

ォリオについては、この面における開示の対象外とする。）。 

b 内部格付手法が適用されるポートフォリオごとに区分して計数を記載すること（どのポートフォリオに係る計数を記載しているかが明らかになるよう、適宜

項を追加し、ポートフォリオの名称を記載すること。）。ポートフォリオ区分には、少なくとも、 ソブリン向けエクスポージャー、 金融機関等向けエクスポ

ージャー、 事業法人向けエクスポージャー（中堅中小企業向けエクスポージャー及び特定貸付債権を除く。）、 中堅中小企業向けエクスポージャー、 特定

貸付債権、 株式等エクスポージャー（PD/LGD 方式が適用されるエクスポージャーに限る。）、 購入債権（事業法人等向け）、 購入債権（リテール向け）、 

適格リボルビング型リテール向けエクスポージャー、 居住用不動産向けエクスポージャー及び その他リテール向けエクスポージャーを含むものとする。 

から までのポートフォリオ区分及び から までのうち全体に占める割合が小さいポートフォリオ区分又は債務者が特定されることが想定されるポートフォ

リオ区分については、これらのポートフォリオ区分のうち任意の二以上のポートフォリオ区分を統合して開示することができる（二以上のポートフォリオ区分

を統合した場合にはその旨及び理由を明記すること。）。 

c 購入債権に係るポートフォリオにおいて、希薄化リスク相当部分の信用リスク・アセットの額を算出している場合には、ポートフォリオの区分を「購入債権

７ 10.00 以上 100.00 未満             

８ 100.00（デフォルト）            

９ 小計             

 金融機関等向けエクスポージャー 

 （略）             

…  

 （略）             

合計（全てのポートフォリオ）             



（デフォルト・リスク相当部分）」と「購入債権（希薄化リスク相当部分）」に分け、「購入債権（希薄化リスク相当部分）」に係る区分においては項の名称を適

切な名称に置き換えること（ローン・パーティシペーションのポートフォリオを保有し、セラーのデフォルト・リスクに係る信用リスク・アセットの額を算出

している場合も同様とする。）。 

d 先進的内部格付手法採用行にあっては、基礎的内部格付手法と先進的内部格付手法の双方を利用している場合には、内部格付手法ごとに面を分けて作成する

こと。 

e 自金融機関における債務者格付又はプールの区分にかかわらず、エクスポージャーに適用した PD推計値に基づき、当該エクスポージャーをこの面の対応する

「PD区分」に割り当てること（「PD区分」のレンジの設定は変更しないこと。）。 

f イ欄には、引当金（一般貸倒引当金を除く。）の控除前かつ自己資本比率告示又は持株自己資本比率告示に基づき信用リスク・アセットの額の算出に用いられ

ている償却額の償却後のオン・バランス資産項目のエクスポージャーの額を記載すること。また当該額は信用リスク削減手法（自己資本比率告示第八十条第一

項又は持株自己資本比率告示第五十八条第一項に規定する信用リスク削減手法をいう。以下この面において同じ。）の効果を勘案する前のエクスポージャーの額

とすること。 

g ロ欄には、引当金（一般貸倒引当金を除く。）の控除前かつ CCF（自己資本比率告示又は持株自己資本比率告示に基づき信用供与枠の未引出額又はオフ・バラ

ンス資産項目に係る想定元本額に対して適用される掛目をいう。以下この面において同じ。）を適用する前の、オフ・バランス資産項目のエクスポージャーの額

（CCFを適用する対象となる信用供与枠の未引出額又はその他のオフ・バランス資産項目に係る想定元本額）を記載すること。また、当該額は信用リスク削減手

法の効果を勘案する前の額とすること。 

h ハ欄には、オフ・バランス資産項目のエクスポージャーの額に係る加重平均 CCF（CCF 適用前かつ信用リスク削減手法の効果を勘案する前のオフ・バランス資

産項目のエクスポージャーの額の合計額に対する、CCF適用後かつ信用リスク削減手法の効果を勘案する前のエクスポージャーの合計額の割合）を記載すること。 

i ニ欄には、CCF適用後かつ信用リスク削減手法の効果を勘案した後の EAD を記載すること。 

j ホ欄には、PDの値を CCF 適用後かつ信用リスク削減手法の効果を勘案した後の EADにより加重平均した値を記載すること。 

k ヘ欄には、RWA 計算基準日時点における債務者の数を記載すること。概数を記載する場合には、その記載方針についても併せて説明すること。リテール向けエ

クスポージャーのポートフォリオについては、PD 推計にデフォルトした債権の数を用いている場合、債務者の数に代えて債権の数で開示することができる（債

権の数で開示する場合には説明を付すこと。）。 

l ト欄には、LGD の値を CCF 適用後かつ信用リスク削減手法の効果を勘案した後の EAD により加重平均した値を記載すること。LGD は、信用リスク削減手法の効



果を勘案した後の LGD とする。 

m チ欄には、自己資本比率告示又は持株自己資本比率告示に基づき信用リスク・アセットの額の算出に用いられている取引のマチュリティを CCF 適用後かつ信

用リスク削減手法の効果を勘案した後の EAD により加重平均した値を記載すること。当該欄は、RWA 計算においてマチュリティ情報が使用される場合にのみ記載

すること。 

n ｂ のポートフォリオ区分を記載する場合において、リ欄には、自己資本比率告示第百六十六条第九項の規定又は持株自己資本比率告示第百四十四条第九項

の規定により算出した信用リスク・アセットの額に、ル欄の額に 1250 パーセントを乗じた額を加算した額を記載すること。 

o ヌ欄には、リ欄の額をニ欄の額で除して得た値を記載すること。 

p ル欄には、自己資本比率告示第百五十条の規定又は持株自己資本比率告示第百二十八条の規定により算出された期待損失額を記載すること。 

q ヲ欄には、適格引当金の額を記載すること（PD/LGD 方式が適用される株式等エクスポージャーについては、斜線を付すこと。）。 

r 「合計（全てのポートフォリオ）」の項リ欄の額並びに第十三面の「ボラティリティの高い事業用不動産向け貸付け（HVCRE）以外」の「合計」の項ル欄の額

及び「ボラティリティの高い事業用不動産向け貸付け（HVCRE）」の「合計」の項ル欄の額の合計額は、第一面の項番３「信用リスク うち、内部格付手法適用

分」の項イ欄の額と一致する。 

s この面に定める各項目につき、自金融機関で該当する額等がない場合には項を削除せず、「－」を記載すること。 

t この面に記載する額は、この面で指定された単位で記載し、当該単位未満の端数は切り捨てること。 

u この面に記載する比率は、小数点以下二位未満の端数があるときは、これを切り捨てること。 

v この面に記載する件数及び期間は、この面で指定された単位で記載し、小数点以下一位未満の端数があるときは、これを切り捨てること。 

w  この面は、自金融機関が標準的手法採用行である場合には、作成することを要しない。 



（第十面）

（単位：百万円） 

（注） 

この面において使用する用語は、特段の定めがない限り、自己資本比率告示及び持株自己資本比率告示にお

いて使用する用語の例によるものとする。 

この面においては、カウンターパーティ信用リスク、証券化取引に係る信用リスク及び信用リスク・アセッ

トのみなし計算（自己資本比率告示第百六十七条の規定又は持株自己資本比率告示第百四十五条の規定により

信用リスク・アセットの額を計算することをいう。）に係る信用リスクは対象外とする。 

a この面においては、自己資本比率規制上の連結の範囲に含まれ、かつ内部格付手法において認識される

計数を記載すること（標準的手法を適用するポートフォリオについては、この面における開示の対象外と

CR７:内部格付手法-信用リスク削減手法として用いられるクレジット・デリバティブが信用リスク・アセッ

トの額に与える影響 

項番 ポートフォリオ 

イ ロ 

クレジット・デリバ

ティブ勘案前の信

用リスク・アセット

の額 

実際の信用リス

ク・アセットの額 

１ ソブリン向けエクスポージャー-FIRB   

２ ソブリン向けエクスポージャー-AIRB   

３ 金融機関等向けエクスポージャー-FIRB   

４ 金融機関等向けエクスポージャー-AIRB   

５ 事業法人向けエクスポージャー（特定貸付債権を除

く。）-FIRB 

６ 事業法人向けエクスポージャー（特定貸付債権を除

く。）-AIRB 

７ 特定貸付債権-FIRB   

８ 特定貸付債権-AIRB   

９ リテール-適格リボルビング型リテール向けエクスポ

ージャー 

10 リテール-居住用不動産向けエクスポージャー   

11 リテール-その他リテール向けエクスポージャー   

12 株式-FIRB   

13 株式-AIRB   

14 購入債権-FIRB   

15 購入債権-AIRB   

16 合計   



する。）。 

b ポートフォリオごとに計数を記載すること。項番１から項番８まで及び項番 12 から項番 15 までについ

ては、適用手法（基礎的内部格付手法（FIRB）及び先進的内部格付手法（AIRB））別に計数を記載すること。 

c イ欄には、信用リスク削減手法（自己資本比率告示第八十条第一項又は持株自己資本比率告示第五十八

条第一項に規定する信用リスク削減手法をいう。以下この面において同じ。）としてクレジット・デリバテ

ィブを利用しないと仮定した場合（信用リスク削減手法としてクレジット・デリバティブを現に利用して

いない場合を含む。）の信用リスク・アセットの額の合計額を記載すること。 

d ロ欄には、信用リスク削減手法の効果を勘案した後の信用リスク・アセットの額の合計額を記載するこ

と。 

e 必要に応じて、クレジット・デリバティブに係る信用リスク削減手法の効果について説明を付すこと。 

f この面に定める各項目につき、自金融機関で該当する額がない場合には項を削除せず、「－」を記載する

こと。 

g この面に記載する額は、この面で指定された単位で記載し、当該単位未満の端数は切り捨てること。 

h この面は、自金融機関が標準的手法採用行である場合には、作成することを要しない。 



（第十一面）

（注） 

この面において使用する用語は、特段の定めがない限り、自己資本比率告示及び持株自己資本比率告示

において使用する用語の例によるものとする。 

この面においては、カウンターパーティ信用リスク、証券化取引に係る信用リスク及び信用リスク・ア

セットのみなし計算（自己資本比率告示第百六十七条の規定又は持株自己資本比率告示第百四十五条の規

定により信用リスク・アセットの額を計算することをいう。）に係る信用リスクは対象外とする。 

a この面においては、自己資本比率規制上の連結の範囲に含まれ、かつ内部格付手法において認識され

る信用リスク・アセットの額に係る計数を記載すること（標準的手法を適用するエクスポージャーにつ

いては、この面における開示の対象外とする。）。 

b 項番２「資産の規模」の項には、会計上の総資産の本質的な変動（新規事業の取組による資産の増加

及び債権の満期到来による資産の減少を含み、事業体の取得又は売却に伴う資産の変動は含まない。）

に起因する信用リスク・アセットの額の変動額を記載すること。 

c 項番３「ポートフォリオの質」の項には、債務者及び案件の信用リスクの変化（格付区分の遷移又は

これに類似した影響等）により、保有するポートフォリオの質に対する自金融機関の評価が変動するこ

とに起因する信用リスク・アセットの額の変動額を記載すること。 

d 項番４「モデルの更新」の項には、モデルの導入、モデルの利用範囲の変更又はモデルの欠陥に対処

するための変更に起因する信用リスク・アセットの額の変動額を記載すること。 

e 項番５「手法及び方針」の項には、当局による規制の変更又は新たな規制の導入等による計算手法の

変更に起因する信用リスク・アセットの額の変動額を記載すること。 

f 項番６「買収又は売却」の項には、事業体の取得又は売却による会計上の資産規模の変動に起因する

信用リスク・アセットの額の変動額を記載すること。 

g 項番７「為替の変動」の項には、為替変動に起因する信用リスク・アセットの額の変動額を記載する

こと。 

CR８:内部格付手法を適用した信用リスク・エクスポージャーのリスク・アセット変動表 

項番 信用リスク・アセットの額 

１ 前期末時点における信用リスク・アセットの額  

２ 

当期中の

要因別の

変動額 

資産の規模  

３ ポートフォリオの質  

４ モデルの更新  

５ 手法及び方針  

６ 買収又は売却  

７ 為替の変動  

８ その他  

９ 当期末時点における信用リスク・アセットの額  



h 項番８「その他」の項には、項番２から項番７までに掲げる項目以外の要因に起因する信用リスク・

アセットの額の変動額を記載すること。この場合において、重要な変動要因については、必要に応じて

項番７と項番８との間に項を追加した上、当該要因及び当該要因に起因する信用リスク・アセットの額

の変動額を要因ごとに記載すること（追加した項については項番号を付さないこと。）。 

i 「当期中の要因別の変動額」の項番２から項番８までの項については、変動額が負の場合には負数を

記載すること。 

j 「当期中の要因別の変動額」の項番２から項番８までの項については、自金融機関による合理的な見

積りに基づいて変動額を記載することができる。ただし、当該見積りに当たって用いた手法や前提等に

ついて、説明を付すこと。 

k この面に定める各項目につき、自金融機関で該当する額がない場合には項を削除せず、「－」を記載

すること。 

l 開示に使用する額の単位については、当期末におけるリスク・アセットの額を 100 で除した額（最大

でも 1000 億円以下とする。）を上回ってはならない。この場合において、当該単位未満の端数は切り捨

てること。 

m この面は、自金融機関が標準的手法採用行である場合には、作成することを要しない。 



（第十二面）

（単位：％、件） 

（注） 

この面において使用する用語は、特段の定めがない限り、自己資本比率告示及び持株自己資本比率告示において使用する用語の例によるものとする。 

この面においては、カウンターパーティ信用リスク、証券化取引に係る信用リスク及び信用リスク・アセットのみなし計算（自己資本比率告示第百六十七条の規

定又は持株自己資本比率告示第百四十五条の規定により信用リスク・アセットの額を計算することをいう。）に係る信用リスクは対象外とする。 

a この面において自己資本比率告示第二百三十四条又は持株自己資本比率告示第二百十二条の比較及び検証（以下「バック・テスティング」という。）の結果を

記載する内部モデル（内部格付制度及びプール区分制度）の範囲は、自己資本比率規制上の連結の範囲全体で使用される主要なモデルとする。 

CR９:内部格付手法-ポートフォリオ別のデフォルト率（PD）のバック・テスティング 

イ ロ ハ ニ ホ ヘ ト チ リ 

ポートフォリオ PD 区分 

相当する外部格付 

加重平均

PD 

（EAD 加

重） 

相加平均

PD 

債務者の数 

期中にデ

フォルト

した債務

者の数 

うち、期

中にデフ

ォルトし

た新たな

債務者の

数 

過去の年

平均デフ

ォルト率

（５年

間） 

S&P Moody

’s 

Fitch R&I JCR 

前期末 当期末 

ソブリン              

金融機関等              

事業法人              

特定貸付債権              

…              



b 先進的内部格付手法採用行にあっては、基礎的内部格付手法と先進的内部格付手法の双方を利用している場合、それぞれ面を分けて作成すること。 

c イ欄については、どのポートフォリオに係るバック・テスティングの結果を記載しているかが明らかになるよう、適宜項を追加し、ポートフォリオの名称を

記載すること。ポートフォリオ区分には、少なくとも、 ソブリン向けエクスポージャー、 金融機関等向けエクスポージャー、 事業法人向けエクスポージ

ャー（特定貸付債権を除く。）、 特定貸付債権、 株式等エクスポージャー（PD/LGD 方式が適用されるエクスポージャーに限る。）、 購入債権（事業法人等向

け）、 購入債権（リテール向け）、 適格リボルビング型リテール向けエクスポージャー、 居住用不動産向けエクスポージャー及び その他リテール向けエ

クスポージャーを含むものとする。上記 から まで（同一の内部格付制度を用いている場合に限る。）のポートフォリオ区分並びに 、 及び から までの

うち全体に占める割合が小さいポートフォリオ区分又は債務者が特定されることが想定されるポートフォリオ区分については、これらのポートフォリオ区分（ 

のうちトップ・ダウン・アプローチを採用しているものを除く。）のうち任意の二以上のポートフォリオを統合して開示することができる（二以上のポートフォ

リオ区分を統合した場合にはその旨及び理由を明記すること。）。 

d ロ欄には、各金融機関において適切な PD推計値に係る区分を設定すること。なお、当該区分を設定するに当たり、以下の追加的な取扱いを設けるが、設定し

たそれぞれの PD区分について、どのような取扱いとしているかにつき説明及び理由を明記すること。 

 c 及び のそれぞれのポートフォリオにおいては、自金融機関が付与した複数の内部格付（異なる格付帯）を一の項に集約することができる。 

 c から までのそれぞれのポートフォリオにおいては（これらのポートフォリオ区分のうち二以上のポートフォリオを統合する場合を含む。）、自金融機関

が付与した複数の内部格付（異なる格付帯）を集約することができるが、各ポートフォリオ（又は統合後のポートフォリオ）において五以上の PD区分を設定

すること。ただし、全体に占める割合が小さいポートフォリオ区分又は債務者が特定されることが想定されるポートフォリオ区分は、c から までについて、

五以上の PD区分を設定することを要しない。 

e ハ欄には、リテール向けエクスポージャー以外のポートフォリオの場合には、適格格付機関による外部格付のうち、当該 PD区分に相当する当該適格格付機関

の外部格付（又は外部格付の区分）を記載すること（リテール向けエクスポージャーに係るポートフォリオの項には、斜線を付すこと。）。「S&P」の欄には S&P

グローバル・レーティング、「Moody’s」の欄にはムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク、「Fitch」の欄にはフィッチレーティングスリミテッド、

「R&I」の欄には株式会社格付投資情報センター、「JCR」の欄には株式会社日本格付研究所による外部格付（又は外部格付の区分）をそれぞれ記載すること。 

f ニ欄には、PD の値を CCF（自己資本比率告示又は持株自己資本比率告示に基づき信用供与枠の未引出額又はオフ・バランス資産項目に係る想定元本額に対し

て適用される掛目をいう。）適用後かつ信用リスク削減手法（自己資本比率告示第八十条第一項又は持株自己資本比率告示第五十八条第一項に規定する信用リス

ク削減手法をいう。）の効果を勘案した後の EAD により加重平均した値を記載すること。 



g ホ欄には、債務者別の PDにおける推計 PDの単純平均値を記載すること。 

h ヘ欄のうち、「前期末」の欄には前期末の債務者の数を、「当期末」の欄には当期末の債務者の数を記載すること。 

i ト欄には、当期中にデフォルトした債務者の数を記載すること。 

j チ欄には、当期中にデフォルトした債務者であって、前期末時点で信用供与されていない債務者の数を記載すること。 

k c から までのポートフォリオ区分を記載する場合において、ヘ欄からチ欄までには、PD推計にデフォルトした債権の数を用いているときは、債務者の数に

代えて債権の数で開示することができる（債権の数で開示する場合にあっては、その旨を明記すること。）。 

l リ欄には、年間の実績デフォルト率の直近５年間の平均値を記載すること。ただし、自金融機関の実際のリスク管理実務と整合している直近５年間より長期

間の実績デフォルト率の平均値を記載することができる。その場合にあっては、その旨を明記すること。 

m a に規定する主要なモデルのそれぞれについて、その適用範囲がどのように決定されたかを説明すること。当該説明には、ポートフォリオ別に、各内部モデル

が対象とする信用リスク・アセットの額の割合を含めること。この場合において、主要なモデルは、格付付与モデル及び PD推計モデルを含むものとする。 

n 報告期間においてバック・テスティングの結果に問題が生じる等、PD推計上の課題が検出された場合には、その主な要因につき説明を付すこと。 

o この面に定める各項目につき、自金融機関で該当する比率等がない場合には項を削除せず、「－」を記載すること。 

p この面に記載する比率は、小数点以下二位未満の端数があるときは、これを切り捨てること。 

q この面に記載する件数は、この面で指定された単位で記載し、当該単位未満の端数は切り捨てること。 

r この面は、自金融機関が標準的手法採用行である場合には、作成することを要しない。 

s この面におけるヘ欄の「前期末」が平成三十年三月三十一日前となる場合には、当該欄は記載することを要しない。 



（第十三面）

（単位：百万円、％） 

CR10:内部格付手法-特定貸付債権（スロッティング・クライテリア方式）と株式等エクスポージャー（マーケット・ベース方式等） 

イ ロ ハ ニ ホ ヘ ト チ リ ヌ ル ヲ 

特定貸付債権（スロッティング・クライテリア方式） 

ボラティリティの高い事業用不動産向け貸付け（HVCRE）以外 

規制上の区分 残存期間 

オン・バ

ランスシ

ートの額 

オフ・バ

ランスシ

ートの額 

リスク・

ウェイト 

エクスポージャーの額（EAD） 
信用リス

ク・アセ 

ットの額 

期待損失 

PF OF CF IPRE 合計 

優（Strong） 2.5 年未満   50%        

2.5 年以上   70%        

良（Good） 2.5 年未満   70%        

2.5 年以上   90%        

可（Satisfactory）    115%        

弱い（Weak）    250%        

デフォルト（Default）    -        

合計    -        

ボラティリティの高い事業用不動産向け貸付け（HVCRE） 

規制上の区分 残存期間 

オン・バ

ランスシ

ートの額 

オフ・バ

ランスシ

ートの額 

リスク・

ウェイト 

エクスポ

ージャー

の額

（EAD） 

信用リス

ク・アセ

ットの額 

期待損失 

優（Strong） 2.5 年未満   70%  



2.5 年以上   95%    

良（Good） 2.5 年未満   95%    

2.5 年以上   120%    

可（Satisfactory）    140%    

弱い（Weak）    250%    

デフォルト（Default）    -    

合計    -    

株式等エクスポージャー（マーケット・ベース方式等） 

マーケット・ベース方式が適用される株式等エクスポージャー 

カテゴリー 

オン・バ

ランスシ

ートの額 

オフ・バ

ランスシ

ートの額 

リスク・

ウェイト 

エクスポ

ージャー

の額

（EAD） 

信用リス

ク・アセ

ットの額 

簡易手法-上場株式   300%  

簡易手法-非上場株式   400%   

内部モデル手法      

合計   -   

100％のリスク・ウェイトが適用される株式等エクスポージャー 

自己資本比率告示第百六十六条第一項

ただし書又は持株自己資本比率告示第

百四十四条第一項ただし書の定めると

ころにより 100％のリスク・ウェイトが

適用される株式等エクスポージャー 

  100%     



（注） 

この面において使用する用語は、特段の定めがない限り、自己資本比率告示及び持株自己資本比率告示において使用する用語の例によるものとする。 

この面においては、カウンターパーティ信用リスク、証券化取引に係る信用リスク及び信用リスク・アセットのみなし計算（自己資本比率告示第百六十七条の規

定又は持株自己資本比率告示第百四十五条の規定により信用リスク・アセットの額を計算することをいう。）に係る信用リスクは対象外とする。 

a この面においては、自己資本比率規制上の連結の範囲に含まれ、かつ内部格付手法において認識される 特定貸付債権（スロッティング・クライテリア方式

を使用する資産に限る。）及び 株式等エクスポージャー（マーケット・ベース方式を使用する株式等エクスポージャー及び自己資本比率告示第百六十六条第一

項ただし書の規定又は持株自己資本比率告示第百四十四条第一項ただし書の規定により 100 パーセントのリスク・ウェイトが適用される株式等エクスポージャ

ーに限る。）に係る計数を記載すること。 

b ハ欄には、引当金（一般貸倒引当金を除く。）の控除後かつ自己資本比率告示又は持株自己資本比率告示に基づき信用リスク・アセットの額の算出に用いられ

ている償却額の償却後のオン・バランス資産項目のエクスポージャーの額を記載すること。 

c ニ欄には、CCF（自己資本比率告示又は持株自己資本比率告示に基づき信用供与枠の未引出額又はオフ・バランス資産項目に係る想定元本額に対して適用され

る掛目をいう。以下この面において同じ。）を適用する前のオフ・バランス資産項目のエクスポージャーの額（CCF を適用する対象となる信用供与枠の未引出額

又はその他のオフ・バランス資産項目に係る想定元本額）を記載すること。また、当該額は信用リスク削減手法（自己資本比率告示第八十条第一項又は持株自

己資本比率告示第五十八条第一項に規定する信用リスク削減手法をいう。以下この面において同じ。）の効果を勘案する前の額とすること。 

d ホ欄のうち、「マーケット・ベース方式が適用される株式等エクスポージャー」の「内部モデル手法」の項においては、リスク・ウェイトを CCF 適用後かつ信

用リスク削減手法の効果を勘案した後の EAD により加重平均した値を記載すること。 

e ヘ欄からヌ欄までには、CCF 適用後かつ信用リスク削減手法の効果の勘案後のエクスポージャーの額（EAD）を記載すること。ヘ欄にはプロジェクト・ファイ

ナンス、ト欄にはオブジェクト・ファイナンス、チ欄にはコモディティ・ファイナンス、リ欄には事業用不動産向け貸付けに係る額をそれぞれ記載すること。 

f 「ボラティリティの高い事業用不動産向け貸付け（HVCRE）以外」の「合計」の項ル欄の額及び「ボラティリティの高い事業用不動産向け貸付け（HVCRE）」の

「合計」の項ル欄の額並びに第九面の「合計（全てのポートフォリオ）」の項リ欄の額の合計額は、第一面の項番３「信用リスク うち、内部格付手法適用分」

の項イ欄の額と一致する。 

g 「マーケット・ベース方式が適用される株式等エクスポージャー」の「合計」の項ル欄の額及び「100％のリスク・ウェイトが適用される株式等エクスポージ

ャー」の項ル欄の額の合計額は、第一面の項番７「マーケット・ベース方式に基づく株式等エクスポージャー」の項イ欄の額と一致する。 



h この面に定める各項目につき、自金融機関で該当する額等がない場合には項を削除せず、「－」を記載すること。 

i この面に記載する額は、この面で指定された単位で記載し、当該単位未満の端数は切り捨てること。 

j この面に記載する比率は、小数点以下二位未満の端数があるときは、これを切り捨てること。 

k この面は、自金融機関が標準的手法採用行である場合には、作成することを要しない。 



（第十四面）

 （単位：百万円） 

CCR１:手法別のカウンターパーティ信用リスク・エクスポージャー額 

項番  

イ  ロ ハ ニ ホ へ 

再構築コス

ト 
アドオン 実効 EPE 

規制上のエ

クスポージ

ャーの算定

に使用され

るα 

信用リスク

削減手法適

用後のエク

スポージャ

ー 

リスク・アセ

ットの額 

１-１ 
カレント・エクスポ

ージャー方式 

１-２ 標準方式    1.4   

２ 
期待エクスポージ

ャー方式 

３ 

信用リスク削減手

法における簡便手

法 

４ 

信用リスク削減手

法における包括的

手法 

５ 
エクスポージャー

変動推計モデル 

６ 合計 

（注） 

この面において使用する用語は、特段の定めがない限り、自己資本比率告示及び持株自己資本比率告示において使用す

る用語の例によるものとする。 

a 項番１-１「カレント・エクスポージャー方式」の項には、自己資本比率告示第七十九条の二の規定又は持株自己

資本比率告示第五十七条の二の規定によりカレント・エクスポージャー方式を用いて算出した額を記載すること。た

だし、イ欄については自己資本比率告示第七十九条の二第二項各号又は持株自己資本比率告示第五十七条の二第二項

各号に掲げる額を、ロ欄については自己資本比率告示第七十九条の二第三項各号又は持株自己資本比率告示第五十七

条の二第三項各号に掲げる額を、それぞれ記載すること。 

b 項番１-２「標準方式」の項には、自己資本比率告示第七十九条の三の規定又は持株自己資本比率告示第五十七条

の三の規定により標準方式を用いて算出した額を記載すること。ただし、ハ欄については自己資本比率告示第七十九

条の三第一項第一号又は持株自己資本比率告示第五十七条の三第一項第一号の算式において 1.4 を乗ずる前の額を、

ニ欄については「1.4」を、それぞれ記載すること。 

c 項番２「期待エクスポージャー方式」の項には、自己資本比率告示第七十九条の四の規定又は持株自己資本比率告

示第五十七条の四の規定により期待エクスポージャー方式を用いて算出した額を記載すること。ただし、ハ欄につい



ては自己資本比率告示第七十九条の四第二項第二号の規定又は持株自己資本比率告示第五十七条の四第二項第二号

の規定により算出した額を、ニ欄については自己資本比率告示第七十九条の四第二項第一号若しくは持株自己資本比

率告示第五十七条の四第二項第一号の算式において用いるα又は自己資本比率告示第七十九条の四第四項の規定若

しくは持株自己資本比率告示第五十七条の四第四項の規定により独自に推計したαを、それぞれ記載すること。 

d 項番３「信用リスク削減手法における簡便手法」の項には、自己資本比率告示第六章第五節第四款又は持株自己資

本比率告示第四章第五節第四款に定める簡便手法により算出した額を記載すること。 

e 項番４「信用リスク削減手法における包括的手法」の項には、自己資本比率告示第六章第五節第三款又は持株自己

資本比率告示第四章第五節第三款に定める包括的手法（ただし、同款第七目の規定により算出する額を除く。）によ

り算出した額を記載すること。 

f 項番５「エクスポージャー変動推計モデル」の項には、自己資本比率告示第百九条の規定又は持株自己資本比率告

示第八十七条の規定により算出した額を記載すること。 

g 項番６「合計」の項ヘ欄には、項番１-１から項番５までの項ヘ欄の合計額を記載すること。 

h ホ欄には、自己資本比率告示第八十条第一項又は持株自己資本比率告示第五十八条第一項に規定する信用リスク削

減手法の効果を勘案した後のエクスポージャーの額を記載すること。ただし、内部格付手法採用行にあっては、自己

資本比率告示第百五十七条第二項第一号又は持株自己資本比率告示第百三十五条第二項第一号に規定する法的に有

効な相対ネッティング契約（レポ形式の取引に限る。）に限り、信用リスク削減手法の効果を勘案した後の EAD を記

入すること。また、自己資本比率告示第七十九条第六項（自己資本比率告示第百五十七条第五項及び第百六十五条第

五項において準用する場合を含む。）の規定又は持株自己資本比率告示第五十七条第六項（持株自己資本比率告示第

百三十五条第五項及び第百四十三条第五項において準用する場合を含む。）の規定により CVA の影響を勘案している

場合には、勘案後の金額を記載すること。 

i 項番６「合計」の項ヘ欄の額、第十五面の項番５「ＣＶＡリスク相当額の対象となるポートフォリオの合計」の項

ロ欄の額並びに第二十一面の項番１「適格中央清算機関へのエクスポージャー（合計）」の項ロ欄の額及び項番 11「非

適格中央清算機関へのエクスポージャー（合計）」の項ロ欄の額の合計額は、第一面の項番４「カウンターパーティ

信用リスク」の項イ欄の額と一致する。 

j この面に定める各項目につき、自金融機関で該当する額がない場合には項を削除せず、「－」を記載すること。 

k この面に記載する額は、この面で指定された単位で記載し、当該単位未満の端数は切り捨てること。 



（第十五面）

（単位：百万円） 

CCR２:CVA リスクに対する資本賦課 

項番 

イ ロ 

信用リスク削減手法適用後のエ

クスポージャー 

リスク・アセットの額 

（ＣＶＡリスク相当額を８％で

除して得た額） 

１ 
先進的リスク測定方式の対象となる

ポートフォリオの合計 

２ 
 (ⅰ) ＣＶＡバリュー・アット・リ

スクの額（乗数適用後） 

３ 
(ⅱ) ＣＶＡストレス・バリュー・

アット・リスクの額（乗数適用後） 

４ 
標準的リスク測定方式の対象となる

ポートフォリオの合計 

５ 
ＣＶＡリスク相当額の対象となるポ

ートフォリオの合計 

（注） 

この面において使用する用語は、特段の定めがない限り、自己資本比率告示及び持株自己資本比率告示において使用す

る用語の例によるものとする。 

a 項番１「先進的リスク測定方式の対象となるポートフォリオの合計」の項には、自己資本比率告示第二百七十条の

四第一項又は持株自己資本比率告示第二百四十八条の四第一項のＣＶＡリスク相当額を算出するに当たり先進的リ

スク測定方式を用いるポートフォリオの合計額に係る計数を記載すること。ただし、イ欄には、自己資本比率告示第

七十九条の四又は持株自己資本比率告示第五十七条の四に規定する期待エクスポージャー方式を用いて算出した与

信相当額の合計額を記載すること。 

b 項番２「(ⅰ) ＣＶＡバリュー・アット・リスクの額（乗数適用後）」の項には、自己資本比率告示第二百七十条

の四第一項第一号又は持株自己資本比率告示第二百四十八条の四第一項第一号に規定するＣＶＡバリュー・アット・

リスクに３を乗じ８パーセントで除して得た額を記載すること。 

c 項番３「(ⅱ) ＣＶＡストレス・バリュー・アット・リスクの額（乗数適用後）」の項には、自己資本比率告示第

二百七十条の四第一項第二号又は持株自己資本比率告示第二百四十八条の四第一項第二号に規定するＣＶＡストレ

ス・バリュー・アット・リスクに３を乗じ８パーセントで除して得た額を記載すること。 

d 項番４「標準的リスク測定方式の対象となるポートフォリオの合計」の項には、自己資本比率告示第二百七十条の

三又は持株自己資本比率告示第二百四十八条の三のＣＶＡリスク相当額を算出するに当たり標準的リスク測定方式

を用いるポートフォリオの合計額に係る計数を記載すること。ただし、イ欄には、自己資本比率告示第二百七十条の

三第一項又は持株自己資本比率告示第二百四十八条の三第一項の算式中の与信相当額（EAD）の合計額を記載するこ

と。 

e 項番５「ＣＶＡリスク相当額の対象となるポートフォリオの合計」の項には、項番１の項に記載された額及び項番

４の項に記載された額の合計額を記載すること。 

f ロ欄には、各計測手法に基づき算出されたＣＶＡリスク相当額を８パーセントで除して得た額を記載すること。 



g 項番５「ＣＶＡリスク相当額の対象となるポートフォリオの合計」の項ロ欄の額、第十四面の項番６「合計」の項

ヘ欄の額並びに第二十一面の項番１「適格中央清算機関へのエクスポージャー（合計）」の項ロ欄の額及び項番 11「非

適格中央清算機関へのエクスポージャー（合計）」の項ロ欄の額の合計額は、第一面の項番４「カウンターパーティ

信用リスク」の項イ欄の額と一致する。 

h この面に定める各項目につき、自金融機関で該当する額がない場合には項を削除せず、「－」を記載すること。 

i この面に記載する額は、この面で指定された単位で記載し、当該単位未満の端数は切り捨てること。 



（第十六面）

（単位：百万円） 

CCR３:業種別及びリスク・ウェイト別のカウンターパーティ信用リスク・エクスポージャー 

項番 

イ ロ ハ ニ ホ へ ト チ リ 

与信相当額（信用リスク削減効果勘案後） 

リスク・ウェイト 

業種 

0% 10% 20% 50% 75% 100% 150% その他 合計 

１ 日本国政府及び日本銀行向け 

２ 
外国の中央政府及び中央銀行向

け 

３ 国際決済銀行等向け 

４ 我が国の地方公共団体向け 

５ 
外国の中央政府等以外の公共部

門向け          

６ 国際開発銀行向け          

７ 地方公共団体金融機構向け          

８ 我が国の政府関係機関向け 

９ 地方三公社向け 

10 
金融機関及び第一種金融商品取

引業者向け          

11 法人等向け 

12 中小企業等向け及び個人向け          

13 上記以外          

14 合計 

（注） 

この面において使用する用語は、特段の定めがない限り、自己資本比率告示及び持株自己資本比率告示において使用す

る用語の例によるものとする。 

a イ欄からリ欄までには、自己資本比率告示第六章第五節又は持株自己資本比率告示第四章第五節に定める信用リス

ク削減手法の効果を勘案した後の与信相当額を記入すること。 

b 内部格付手法採用行は、自己資本比率告示第百四十六条若しくは第百四十八条の規定又は持株自己資本比率告示第

百二十四条若しくは第百二十六条の規定により標準的手法を適用する事業単位又は資産区分がある場合には、当該事

業単位又は資産区分に係る計数を記載すること。ただし、当該事業単位又は資産区分に係る開示情報が利用者にとっ

て重要でないと考えられる場合には、記載を省略することができる（当該記載を省略した場合においては、当該事業

単位又は資産区分に係る開示情報が利用者にとって重要でないと考えられる理由を、当該事業単位又は資産区分に係

るエクスポージャーの内容の説明及び当該エクスポージャーの信用リスク・アセットの額の合計額と併せて記載する

ものとする。）。 



c 項番１「日本国政府及び日本銀行向け」の項には、日本国政府及び日本銀行向けエクスポージャーに係る額を記載

すること。 

d 項番２「外国の中央政府及び中央銀行向け」の項には、外国の中央政府及び中央銀行向けエクスポージャーに係る

額を記載すること。 

e 項番３「国際決済銀行等向け」の項には、国際決済銀行、国際通貨基金、欧州中央銀行、欧州共同体、欧州安定メ

カニズム及び欧州金融安定ファシリティ向けエクスポージャーに係る額を記載すること。 

f 項番４「我が国の地方公共団体向け」の項には、我が国の地方公共団体向けエクスポージャー（特定の事業からの

収入のみをもって返済されることとなっているものを除く。）に係る額を記載すること。 

g 項番５「外国の中央政府等以外の公共部門向け」の項には、外国の中央政府及び中央銀行以外の公共部門（当該国

による公共部門の定義によるものとする。）向けエクスポージャー（特定の事業からの収入のみをもって返済される

こととなっているものを除く。）に係る額を記載すること。 

h 項番６「国際開発銀行向け」の項には、国際開発銀行(国際復興開発銀行、国際金融公社、多数国間投資保証機関、

アジア開発銀行、アフリカ開発銀行、欧州復興開発銀行、米州開発銀行、欧州投資銀行、欧州投資基金、北欧投資銀

行、カリブ開発銀行、イスラム開発銀行、予防接種のための国際金融ファシリティ及び欧州評議会開発銀行を含む。）

向けエクスポージャーに係る額を記載すること。 

i 項番７「地方公共団体金融機構向け」の項には、地方公共団体金融機構向けエクスポージャーに係る額を記載する

こと。 

j 項番８「我が国の政府関係機関向け」の項には、自己資本比率告示第六十一条第一項各号又は持株自己資本比率告

示第三十九条第一項各号に掲げる法人向けのエクスポージャーに係る額を記載すること。 

k 項番９「地方三公社向け」の項には、土地開発公社、地方住宅供給公社及び地方道路公社向けのエクスポージャー

に係る額を記載すること。 

l 項番 10「金融機関及び第一種金融商品取引業者向け」の項には、金融機関（自己資本比率告示第一条第七号ロ又は

持株自己資本比率告示第一条第七号ロに掲げる者を除く。）、外国銀行、銀行持株会社及び銀行持株会社に準ずる外国

の会社並びに第一種金融商品取引業者向けのエクスポージャーに係る額を記載すること。 

m 項番 11「法人等向け」の項には、自己資本比率告示第六十五条第一項又は持株自己資本比率告示第四十三条第一項

に規定する法人等向けエクスポージャーに係る額を記載すること。ただし、項番 12 に該当するものは含まないもの

とする。 

n 項番 12「中小企業等向け及び個人向け」の項には、75パーセントのリスク・ウェイトが適用される中小企業等（自

己資本比率告示第六十八条第三項各号又は持株自己資本比率告示第四十六条第三項各号に掲げるものをいう。）向け

エクスポージャー及び個人向けエクスポージャーに係る額を記載すること。 

o この面に定める各項目につき、自金融機関で該当する額がない場合には項を削除せず、「－」を記載すること。 

p この面に記載する額は、この面で指定された単位で記載し、当該単位未満の端数は切り捨てること。 



（第十七面）

（単位：百万円、％、千件、年） 

CCR４:内部格付手法-ポートフォリオ別及び PD区分別のカウンターパーティ信用リスク・エクスポージャー 

項番 

イ ロ ハ ニ ホ ヘ ト 

PD 区分 

EAD（信用

リスク削

減効果勘

案後） 

平均 PD 
取引相手

方の数 
平均 LGD 

平均残存

期間 

信用リス

ク・アセッ

ト 

リスク・ウェ

イトの加重

平均値（RWA 

density） 

ソブリン向けエクスポージャー 

１ 0.00 以上 0.15 未満               

２ 0.15 以上 0.25 未満               

３ 0.25 以上 0.50 未満               

４ 0.50 以上 0.75 未満               

５ 0.75 以上 2.50 未満               

６ 2.50 以上 10.00 未満               

７ 10.00 以上 100.00 未満               

８ 100.00（デフォルト） 

９ 小計               

 金融機関等向けエクスポージャー 

 （略）        

… 

 （略）        

合計（全てのポートフォリオ）               

（注） 

この面において使用する用語は、特段の定めがない限り、自己資本比率告示及び持株自己資本比率告示において使用す

る用語の例によるものとする。 

a 項番１から項番８までの PDの範囲に応じて、リスク・アセットの計算に使用する PDを基に、取引相手方のエクス

ポージャーごとに、それぞれの計数を集計すること。 

b 内部格付手法が適用されるポートフォリオごとに区分して計数を記載すること（どのポートフォリオに係る計数を

記載しているかが明らかになるよう、適宜項を追加し、ポートフォリオの名称を記載すること。）。ただし、ポートフ

ォリオ区分には、少なくとも ソブリン向けエクスポージャー、 金融機関等向けエクスポージャー及び 事業法人

向けエクスポージャーを含むものとする。 

c 先進的内部格付手法採用行にあっては、基礎的内部格付手法と先進的内部格付手法の双方を利用している場合、そ

れぞれ面を分けて作成すること。 

d イ欄には、自己資本比率告示第六章第五節又は持株自己資本比率告示第四章第五節に定める信用リスク削減手法の

効果を勘案した後の EAD の額を記載すること。 

e ロ欄には、PDの値をイ欄の額により加重平均した値を記載すること。 



f ハ欄には、該当する PD の範囲にある取引相手の数を記載すること。概数を記載する場合には、その記載方針につ

いても併せて説明すること。 

g ニ欄には、LGDの値をイ欄の額により加重平均した値を記載すること。 

h ホ欄には、自己資本比率告示又は持株自己資本比率告示の規定により信用リスク・アセットの額の算出に用いられ

ている取引のマチュリティをイ欄の額により加重平均した値を記載すること。 

i へ欄には、内部格付手法により算出した信用リスク・アセットの額を記載すること。 

j ト欄には、へ欄の額をイ欄の額で除して得た値を記載すること。 

k この面に定める各項目につき、自金融機関で該当する額等がない場合には項を削除せず、「－」を記載すること。 

l この面に記載する額は、この面で指定された単位で記載し、当該単位未満の端数は切り捨てること。 

m この面に記載する比率は、小数点以下二位未満の端数があるときは、これを切り捨てること。 

n この面に記載する件数及び期間は、この面で指定された単位で記載し、小数点以下一位未満の端数があるときは、

これを切り捨てること。 

o この面は、自金融機関が標準的手法採用行である場合には、作成することを要しない。 



（第十八面）

（単位：百万円） 

CCR５:担保の内訳 

項番 

イ ロ ハ ニ ホ ヘ 

派生商品取引で使用される担保 
レポ形式の取引で使用される

担保 

受入担保の公正価値 差入担保の公正価値 
受入担保の公

正価値 

差入担保の公

正価値 分別管理さ

れている 

分別管理さ

れていない 

分別管理さ

れている 

分別管理さ

れていない 

１ 現金（国内通貨）             

２ 現金（外国通貨）             

３ 国内ソブリン債             

４ その他ソブリン債             

５ 政府関係機関債             

６ 社債             

７ 株式             

８ その他担保             

９ 合計             

（注） 

この面において使用する用語は、特段の定めがない限り、自己資本比率告示及び持株自己資本比率告示において使用す

る用語の例によるものとする。 

a この面においては、自金融機関が行う派生商品取引又はレポ形式の取引において使用される担保の額につき、自己

資本比率告示第六章第五節第三款第二目又は持株自己資本比率告示第四章第五節第三款第二目に定める標準的ボラ

ティリティ調整率(エクスポージャーと担保の通貨が異なる場合に適用するボラティリティ調整率を除く。)を勘案し

た後の額を記載すること（イ欄、ロ欄及びホ欄にはボラティリティ調整率を控除した後の額を、ハ欄、ニ欄及びへ欄

にはボラティリティ調整率を加算した後の額をそれぞれ記載すること。）。 

b イ欄及びハ欄には、取引相手方以外の第三者において分別管理されており、かつ、取引相手方に係る倒産手続又は

外国における倒産手続と同種類の手続に伴う当該担保に対する損失の発生を防ぐために必要な方策が講ぜられてい

る担保に係る額を記載すること。 

c ロ欄及びニ欄には、イ欄及びハ欄に該当するもの以外の担保に係る額を記載すること。 

d ホ欄及びヘ欄には、レポ形式の取引で使用する担保について現金及び有価証券の双方の額（超過担保を差し入れて

いる場合又は受け入れている場合には、超過額を含めた額）をそれぞれ記載すること。 

e この面に定める各項目につき、自金融機関で該当する額がない場合には項を削除せず、「－」を記載すること。 

f この面に記載する額は、この面で指定された単位で記載し、当該単位未満の端数は切り捨てること。



（第十九面）

（単位：百万円）

CCR６:クレジット・デリバティブ取引のエクスポージャー 

項番 

イ ロ 

購入したプロテクション 提供したプロテクション 

 想定元本 

１ シングルネーム・クレジット・デフォルト・スワップ     

２ インデックス・クレジット・デフォルト・スワップ     

３ トータル・リターン・スワップ     

４ クレジットオプション     

５ その他のクレジット・デリバティブ     

６ 想定元本合計       

 公正価値 

７ プラスの公正価値（資産）     

８ マイナスの公正価値（負債）     

（注） 

この面において使用する用語は、特段の定めがない限り、自己資本比率告示及び持株自己資本比率告示において使用す

る用語の例によるものとする。 

a 項番１から項番５までの項には、商品ごとの想定元本の額を記載すること。 

b 項番６「想定元本合計」の項には、項番１から項番５までの項に計上される額の合計額を記載すること。 

c 項番７「プラスの公正価値（資産）」及び項番８「マイナスの公正価値（負債）」の項には、それぞれ正の時価の合

計額及び負の時価の合計額を記載すること。 

d この面に定める各項目につき、自金融機関で該当する額がない場合には項を削除せず、「－」を記載すること。 

e この面に記載する額は、この面で指定された単位で記載し、当該単位未満の端数は切り捨てること。



（第二十面）

CCR７:期待エクスポージャー方式を用いたカウンターパーティ信用リスク・エクスポージャーのリスク・ア

セット変動表 

項番  信用リスク・アセットの額 

１ 前期末時点における信用リスク・アセットの額   

２ 

当 期 中

の 要 因

別 の 変

動額 

資産の規模   

３ 取引相手方の信用力   

４ 
モデルの更新（期待エクスポージャー方式に係

る変動のみ） 

５ 
手法及び方針（期待エクスポージャー方式に係

る変動のみ） 

６ 買収又は売却   

７ 為替の変動   

８ その他   

９ 当期末時点における信用リスク・アセットの額   

（注） 

この面において使用する用語は、特段の定めがない限り、自己資本比率告示及び持株自己資本比率告示において使用す

る用語の例によるものとする。 

a 項番２「資産の規模」の項には、会計上の総資産の本質的な変動（新規事業の取組による資産の増加及び債権の満

期到来による資産の減少を含み、事業体の取得又は売却に伴う資産の変動を除く。）に起因する信用リスク・アセッ

トの額の変動額を記載すること。 

b 項番３「取引相手方の信用力」の項には、自金融機関における信用リスク管理の枠組みにおいて、自金融機関が採

用する手法に基づき計測された取引相手方の信用力の変化に起因する信用リスク・アセットの額の変動額を記載する

こと。 

c 項番４「モデルの更新（期待エクスポージャー方式に係る変動のみ）」の項には、期待エクスポージャー方式の導

入、当該方式の適用する範囲の変更又は当該方式の欠陥に対処するための変更に起因する信用リスク・アセットの額

の変動額を記載すること。ただし、期待エクスポージャー方式に係る変動に限るものとする。 

d 項番５「手法及び方針（期待エクスポージャー方式に係る変動のみ）」の項には、当局による規制の変更又は新た

な規制の導入等による計算手法の変更に起因する信用リスク・アセットの額の変動額を記載すること。ただし、期待

エクスポージャー方式に係る変動に限るものとする。 

e 項番６「買収又は売却」の項には、事業体の取得又は売却による会計上の資産規模の変動に起因する信用リスク・

アセットの額の変動額を記載すること。 

f 項番７「為替の変動」の項には、為替変動に起因する信用リスク・アセットの額の変動額を記載すること。 

g 項番８「その他」の項には、項番２から項番７までに掲げる項目以外の要因（内部格付手法の見直しに係る変動を

含む。）に起因する信用リスク・アセットの額の変動額を記載すること。この場合において、重要な変動要因につい

ては必要に応じて、項番７と項番８との間に項を追加した上、当該要因及び当該要因に起因する信用リスク・アセッ

トの額の変動額を要因ごとに記載すること（追加した項については項番号を付さないこと。）。 



h 項番９「当期末における信用リスク・アセットの額」の額は、第一面の項番６「カウンターパーティ信用リスク う

ち、期待エクスポージャー方式適用分」の項イ欄の額と一致する。 

i この面に定める各項目につき、自金融機関で該当する額がない場合には項を削除せず、「－」を記載すること。 

j 開示に使用する額の単位については、当期末におけるリスク・アセットの額を 100 で除した額（最大でも 1000 億

円以下とする。）を上回ってはならない。この場合において、当該単位未満の端数は切り捨てること。 

k この面は、与信相当額の算出に当たり期待エクスポージャー方式を用いていない場合には作成することを要しない。 



（第二十一面）

（単位：百万円）

CCR８:中央清算機関向けエクスポージャー 

項番 

イ ロ 

中央清算機関向けエクスポー

ジャー（信用リスク削減手法

適用後） 

リスク・アセットの額 

１ 適格中央清算機関へのエクスポージャー（合計） 

２ 
適格中央清算機関に対するトレード・エクスポージ

ャー（当初証拠金を除く。） 

３ （ⅰ）派生商品取引（上場以外）     

４ （ⅱ）派生商品取引（上場）     

５ （ⅲ）レポ形式の取引     

６ 
（ⅳ）クロスプロダクト・ネッティングが承認

された場合のネッティング・セット 

７ 分別管理されている当初証拠金   

８ 分別管理されていない当初証拠金     

９ 事前拠出された清算基金     

10 未拠出の清算基金     

11 非適格中央清算機関へのエクスポージャー（合計） 

12 
非適格中央清算機関に対するトレード・エクスポー

ジャー（当初証拠金を除く。） 

13 （ⅰ）派生商品取引（上場以外）     

14 （ⅱ）派生商品取引（上場）     

15 （ⅲ）レポ形式の取引     

16 
（ⅳ）クロスプロダクト・ネッティングが承認

された場合のネッティング・セット 

17 分別管理されている当初証拠金   

18 分別管理されていない当初証拠金     

19 事前拠出された清算基金     

20 未拠出の清算基金     

（注）

この面において使用する用語は、特段の定めがない限り、自己資本比率告示及び持株自己資本比率告示において使用す

る用語の例によるものとする。

a 項番１「適格中央清算機関へのエクスポージャー（合計）」の項には、項番２、項番８、項番９及び項番 10に計上



される額の合計額を記載すること。 

b 項番２から項番６までの「適格中央清算機関に対するトレード・エクスポージャー（当初証拠金を除く。）」の項

には、自己資本比率告示第二百七十条の七第二項第一号又は持株自己資本比率告示第二百四十八条の七第二項第一号

に規定する適格中央清算機関に対するトレード・エクスポージャー並びに自己資本比率告示第二百七十条の七第二項

第二号及び第三項又は持株自己資本比率告示第二百四十八条の七第二項第二号及び第三項に規定する直接清算参加

者向けトレード・エクスポージャーに係る計数を、該当する項目ごとにそれぞれ記載すること。 

c 項番７及び項番 17「分別管理されている当初証拠金」の項には、中央清算機関以外の第三者において分別管理され

ており、かつ、中央清算機関に係る倒産手続又は外国における倒産手続と同種類の手続に伴う当該担保に対する損失

の発生を防ぐために必要な方策が講ぜられている差入当初証拠金の額を記載すること。 

d 項番８及び項番 18「分別管理されていない当初証拠金」の項には、項番７及び項番 17 に該当するもの以外の差入

当初証拠金に係る額を記載すること。 

e 項番９及び項番 19「事前拠出された清算基金」の項には、清算基金のうち、報告基準日時点までに拠出している額

に係る額を記載すること。 

f 項番 10 及び項番 20「未拠出の清算基金」の項には、清算基金のうち、報告基準日時点において未拠出の額を記載

すること。ただし、額が定まっていない場合には、各項を空欄とするとともに、額が定まっていない理由の説明を付

すこと。 

g 項番 11「非適格中央清算機関へのエクスポージャー（合計）」の項には、項番 12、項番 18、項番 19及び項番 20に

計上される額の合計額を記載すること。 

h 項番 12 から項番 16 までの「非適格中央清算機関に対するトレード・エクスポージャー（当初証拠金を除く。）」

の項には、自己資本比率告示第二百七十条の七第一項又は持株自己資本比率告示第二百四十八条の七第一項に規定す

る中央清算機関に対するトレード・エクスポージャー（ただし、適格中央清算機関に対するトレード・エクスポージ

ャーを除き、自金融機関が中央清算機関（適格中央清算機関を除く。）の間接清算参加者である場合には、直接清算

参加者向けトレード・エクスポージャーを含む。）に係る計数を、該当する項目ごとに記載すること。 

i 項番１「適格中央清算機関へのエクスポージャー（合計）」の項ロ欄の額及び項番 11「非適格中央清算機関へのエ

クスポージャー（合計）」の項ロ欄の額、第十四面の項番６「合計」の項ヘ欄の額並びに第十五面の項番５「ＣＶＡ

リスク相当額の対象となるポートフォリオの合計」の項ロ欄の額の合計額は、第一面の項番４「カウンターパーティ

信用リスク」の項イ欄の額と一致する。 

j この面に定める各項目につき、自金融機関で該当する額がない場合には項を削除せず、「－」を記載すること。 

k この面に記載する額は、この面で指定された単位で記載し、当該単位未満の端数は切り捨てること。



（第二十二面）

（単位：百万円） 

（注） 

この面において使用する用語は、特段の定めがない限り、自己資本比率告示及び持株自己資本比率告示において使用する用語の例によるものとする。 

a この面においては、信用リスク・アセットの額の算出対象となっている証券化エクスポージャーの額のみを記載すること。 

b イ欄には、自金融機関がオリジネーター（自己資本比率告示第一条第六十八号イ又は持株自己資本比率告示第一条第六十八号イに掲げる場合をいう。以下こ

の面において同じ。）として関与している資産譲渡型証券化取引に係る証券化エクスポージャーの合計額を記載すること。ただし、自己資本比率告示第二百四十

SEC１:原資産の種類別の証券化エクスポージャー（信用リスク・アセットの額の算出対象となっている証券化エクスポージャーに限る。） 

項番 原資産の種類 

イ ロ ハ ニ ホ ヘ ト チ リ 

自金融機関がオリジネーター 自金融機関がスポンサー 自金融機関が投資家 

資産譲渡

型証券化

取引 

合成型証

券化取引 
小計 

資産譲渡

型証券化

取引 

合成型証

券化取引 
小計 

資産譲渡

型証券化

取引 

合成型証

券化取引 
小計 

１ リテール（合計）

２  担保付住宅ローン 

３  クレジットカード債権 

４  
その他リテールに係るエクスポ

ージャー 

５  再証券化 

６ ホールセール（合計） 

７ 事業法人向けローン

８ 商業用モーゲージ担保証券

９ リース債権及び売掛債権

10  その他のホールセール 

11 再証券化



八条第一項各号又は持株自己資本比率告示第二百二十六条第一項各号に掲げる条件のいずれかを満たさない場合、当該取引については原資産に係るエクスポー

ジャーの額を計上すること。 

c ロ欄には、自金融機関がオリジネーターとして関与している、合成型証券化取引に係る証券化エクスポージャー（信用リスク削減手法（自己資本比率告示第

八十条第一項又は持株自己資本比率告示第五十八条第一項に規定する信用リスク削減手法をいう。以下この面において同じ。）の効果を勘案した後のものとする

。）の合計額を記載すること。ただし、自己資本比率告示第二百四十八条第一項第六号、第七号若しくは第二項各号又は持株自己資本比率告示第二百二十六条第

一項第六号、第七号若しくは第二項各号に掲げる条件のいずれかを満たさない場合、当該取引については原資産に係るエクスポージャーの額を計上すること。 

d ニ欄からヘ欄までには、自金融機関がスポンサー（自己資本比率告示第一条第六十八号ロ又は持株自己資本比率告示第一条第六十八号ロに掲げる場合をいう。

以下この面において同じ。）として関与している資産譲渡型証券化取引に係る証券化エクスポージャー（自金融機関が当該証券化取引について提供している信用

補完、流動性補完その他の信用供与に係るエクスポージャーを含む。）の額を記載すること。 

e ホ欄には、合成型証券化取引に係る証券化エクスポージャー（信用リスク削減手法の効果を勘案した後のものとする。）の合計額を記載すること。ただし、自

己資本比率告示第二百四十八条第一項第六号、第七号若しくは第二項各号又は持株自己資本比率告示第二百二十六条第一項第六号、第七号若しくは第二項各号

に掲げる条件のいずれかを満たさない場合、当該取引については原資産に係るエクスポージャーの額を計上すること。 

f 自金融機関がオリジネーターかつスポンサーとして関与している証券化取引に係るエクスポージャーについては、ト欄からリ欄までとして「自金融機関がオ

リジネーター／スポンサー」の欄を新たに設けた上、ト欄を「資産譲渡型証券化取引」、チ欄を「合成型証券化取引」、リ欄を「小計」とし、原資産の種類ごと

にエクスポージャーの額を記載すること。この場合において、「自金融機関が投資家」の欄はヌ欄からヲ欄までとするものとする。 

g ト欄からリ欄まで（fの場合においてはヌ欄からヲ欄まで）には、自金融機関が保有する証券化エクスポージャーのうち、自金融機関がオリジネーター又はス

ポンサーのいずれにも該当しない証券化取引に係る証券化エクスポージャーの額を記載すること。 

h 合成型証券化取引において、自金融機関が信用リスク削減手法としてクレジット・デリバティブによるプロテクションを取得している場合、当該プロテクシ

ョンの効果を勘案した後のエクスポージャーの額をロ欄又はホ欄に計上すること。また、自金融機関が当該プロテクションを売却した場合、当該売却分のプロ

テクションの額はチ欄に計上すること。 

i 再証券化に関連する全ての証券化エクスポージャーは、項番 11「再証券化」の項に記載し、それ以外の項に記載しないこと。 

j 項番２から項番４まで及び項番７から項番 10までの項の各項目は、自金融機関が保有する証券化エクスポージャーの取引内容をより適切に表すことができる

場合には、修正することができる。 



k この面に定める各項目につき、自金融機関で該当する額がない場合には項を削除せず、「－」を記載すること。 

l この面に記載する額は、この面で指定された単位で記載し、当該単位未満の端数は切り捨てること。



（単位：百万円） 

（注） 

この面において使用する用語は、特段の定めがない限り、自己資本比率告示及び持株自己資本比率告示において使用する用語の例によるものとする。 

a この面においては、マーケット・リスク相当額の算出対象となっている証券化エクスポージャーの額のみを記載すること。 

b イ欄には、自金融機関がオリジネーター（自己資本比率告示第一条第六十八号イ又は持株自己資本比率告示第一条第六十八号イに掲げる場合をいう。以下こ

の面において同じ。）として関与している資産譲渡型証券化取引に係る証券化エクスポージャーの合計額を記載すること。ただし、自己資本比率告示第二百四十

SEC２:原資産の種類別の証券化エクスポージャー（マーケット・リスク相当額の算出対象となっている証券化エクスポージャーに限る。） 

項番 原資産の種類 

イ ロ ハ ニ ホ ヘ ト チ リ 

自金融機関がオリジネーター 自金融機関がスポンサー 自金融機関が投資家 

資産譲渡

型証券化

取引 

合成型証

券化取引 
小計 

資産譲渡

型証券化

取引 

合成型証

券化取引 
小計 

資産譲渡

型証券化

取引 

合成型証

券化取引 
小計 

１ リテール（合計）

２  担保付住宅ローン 

３  クレジットカード債権 

４  
その他リテールに係るエクス

ポージャー 

５  再証券化 

６ ホールセール（合計） 

７ 事業法人向けローン

８ 商業用モーゲージ担保証券

９ リース債権及び売掛債権

10  その他のホールセール 

11 再証券化

（第二十三面）



八条第一項各号又は持株自己資本比率告示第二百二十六条第一項各号に掲げる条件のいずれかを満たさない場合、当該取引については原資産に係るエクスポー

ジャーの額を計上すること。 

c ロ欄には、自金融機関がオリジネーターとして関与している、合成型証券化取引に係る証券化エクスポージャー（信用リスク削減手法（自己資本比率告示第

八十条第一項又は持株自己資本比率告示第五十八条第一項に規定する信用リスク削減手法をいう。以下この面において同じ。）の効果を勘案した後のものとする

。）の合計額を記載すること。ただし、自己資本比率告示第二百四十八条第一項第六号、第七号若しくは第二項各号又は持株自己資本比率告示第二百二十六条第

一項第六号、第七号若しくは第二項各号に掲げる条件のいずれかを満たさない場合、当該取引については原資産に係るエクスポージャーの額を計上すること。 

d ニ欄からヘ欄までには、自金融機関がスポンサー（自己資本比率告示第一条第六十八号ロ又は持株自己資本比率告示第一条第六十八号ロに掲げる場合をいう。

以下この面において同じ。）として関与している資産譲渡型証券化取引に係る証券化エクスポージャー（自金融機関が当該証券化取引について提供している信用

補完、流動性補完その他の信用供与に係るエクスポージャーを含む。）の額を記載すること。 

e ホ欄には、合成型証券化取引に係る証券化エクスポージャー（信用リスク削減手法の効果を勘案した後のものとする。）の合計額を記載すること。ただし、自

己資本比率告示第二百四十八条第一項第六号、第七号若しくは第二項各号又は持株自己資本比率告示第二百二十六条第一項第六号、第七号若しくは第二項各号

に掲げる条件のいずれかを満たさない場合、当該取引については原資産に係るエクスポージャーの額を計上すること。 

f 自金融機関がオリジネーターかつスポンサーとして関与している証券化取引に係るエクスポージャーについては、ト欄からリ欄までとして「自金融機関がオ

リジネーター／スポンサー」の欄を新たに設けた上、ト欄を「資産譲渡型証券化取引」、チ欄を「合成型証券化取引」、リ欄を「小計」とし、原資産の種類ごと

にエクスポージャーの額を記載すること。この場合において、「自金融機関が投資家」の欄はヌ欄からヲ欄までとするものとする。 

g ト欄からリ欄まで（fの場合においてはヌ欄からヲ欄まで）には、自金融機関が保有する証券化エクスポージャーのうち、自金融機関がオリジネーター又はス

ポンサーのいずれにも該当しない証券化取引に係る証券化エクスポージャーの額を記載すること。 

h 合成型証券化取引において、自金融機関が信用リスク削減手法としてクレジット・デリバティブによるプロテクションを取得している場合、当該プロテクシ

ョンの効果を勘案した後のエクスポージャーの額をロ欄又はホ欄に計上すること。また、自金融機関が当該プロテクションを売却した場合、当該売却分のプロ

テクションの額はチ欄に計上すること。 

i 再証券化に関連する全ての証券化エクスポージャーは、項番 11「再証券化」の項に記載し、それ以外の項に記載しないこと。 

j 項番２から項番４まで及び項番７から項番 10までの項の各項目は、自金融機関が保有する証券化エクスポージャーの取引内容をより適切に表すことができる

場合には、修正することができる。 



k この面に定める各項目につき、自金融機関で該当する額がない場合には項を削除せず、「－」を記載すること。 

l この面に記載する額は、この面で指定された単位で記載し、当該単位未満の端数は切り捨てること。



（第二十四面）

（単位：百万円） 

SEC３:信用リスク・アセットの額の算出対象となる証券化エクスポージャー及び関連する所要自己資本（自金融機関がオリジネーター又はスポンサーである場合） 

項番 

イ ロ ハ ニ ホ へ ト チ リ ヌ ル ヲ ワ カ ヨ 

合計 資産

譲渡

型証

券化

取引

（小

計） 

 合成

型証

券化

取引

（小

計） 

証券化 再証券化 証券化 再証券化 

 裏付

けと

なる

リテ

ール 

ホー

ルセ

ール 

 シニ

ア 

非シ

ニア 

 裏付

けと

なる

リテ

ール 

ホー

ルセ

ール 

 シニ

ア 

非シ

ニア

エクスポージャーの額（リスク・ウェイト区分別） 

１ 20％以下のリスク・ウェイトが適用される証券化

エクスポージャー 

２ 20％超50％以下のリスク・ウェイトが適用される

証券化エクスポージャー 

３ 50％超100％以下のリスク・ウェイトが適用される

証券化エクスポージャー 

４ 100％超1250％未満のリスク・ウェイトが適用され

る証券化エクスポージャー 

５ 1250％のリスク・ウェイトが適用される証券化エ



クスポージャー 

 エクスポージャーの額（算出方法別） 

６ 内部格付手法における外部格付準拠方式又は内部

評価方式が適用される証券化エクスポージャー 

７ 内部格付手法における指定関数方式が適用される

証券化エクスポージャー 

８ 標準的手法が適用される証券化エクスポージャー 

９ 自己資本比率告示第二百四十七条第一項の規定又

は持株自己資本比率告示第二百二十五条第一項の

規定により1250％のリスク・ウェイトが適用され

る証券化エクスポージャー 

信用リスク・アセットの額（算出方法別） 

10 内部格付手法における外部格付準拠方式又は内部

評価方式により算出した信用リスク・アセット 

11 内部格付手法における指定関数方式により算出し

た信用リスク・アセット 

12 標準的手法により算出した信用リスク・アセット 

13 自己資本比率告示第二百四十七条第一項の規定又

は持株自己資本比率告示第二百二十五条第一項の

規定により1250％のリスク・ウェイトが適用され

る証券化エクスポージャーに係る信用リスク・ア

セット 

 所要自己資本の額（算出方法別） 



（注） 

この面において使用する用語は、特段の定めがない限り、自己資本比率告示及び持株自己資本比率告示において使用する用語の例によるものとする。 

a この面においては、自金融機関が証券化取引にオリジネーター（自己資本比率告示第一条第六十八号又は持株自己資本比率告示第一条第六十八号に規定する

オリジネーターをいう。）として関与している場合の当該証券化取引に係る額のみを記載すること。 

b 「エクスポージャーの額（リスク・ウェイト区分別）」の項番１から項番５までの項には、証券化取引の種類に応じ、リスク・ウェイト区分別のエクスポージ

ャーの額を記載すること。 

c 「エクスポージャーの額（算出方法別）」の項番６から項番９までの項には、証券化取引の種類に応じ、算出方法別のエクスポージャーの額を記載すること。 

d 「信用リスク・アセットの額（算出方法別）」の項番 10から項番 13までの項には、証券化取引の種類に応じ、算出方法別の信用リスク・アセットの額（自己

資本比率告示第二百五十二条第一項（自己資本比率告示第二百七十条第一項において準用する場合を含む。）又は持株自己資本比率告示第二百三十条第一項（持

株自己資本比率告示第二百四十八条第一項において準用する場合を含む。）に規定する信用リスク・アセットの額に関する上限を適用する前の額）を記載するこ

と。 

e 「所要自己資本の額（算出方法別）」の項番 14から項番 17までの項には、証券化取引の種類に応じ、算出方法別の所要自己資本の額（自己資本比率告示第二

14 内部格付手法における外部格付準拠方式又は内部

評価方式が適用される証券化エクスポージャーに

係る所要自己資本 

15 内部格付手法における指定関数方式が適用される

証券化エクスポージャーに係る所要自己資本 

16 標準的手法が適用される証券化エクスポージャー

に係る所要自己資本 

17 自己資本比率告示第二百四十七条第一項の規定又

は持株自己資本比率告示第二百二十五条第一項の

規定により1250％のリスク・ウェイトが適用され

る証券化エクスポージャーに係る所要自己資本 



百五十二条第一項（自己資本比率告示第二百七十条第一項において準用する場合を含む。）又は持株自己資本比率告示第二百三十条第一項（持株自己資本比率告

示第二百四十八条第一項において準用する場合を含む。）に規定する信用リスク・アセットの額に関する上限及び自己資本比率告示第二百五十五条第一項又は持

株自己資本比率告示第二百三十三条第一項に規定する所要自己資本の額に関する上限を適用した後の額）を記載すること。 

f 項番 10「内部格付手法における外部格付準拠方式又は内部評価方式により算出した信用リスク・アセット」の項イ欄の額及び第二十五面の項番 10「内部格付

手法における外部格付準拠方式又は内部評価方式により算出した信用リスク・アセット」の項イ欄の額の合計額は、第一面の項番 13「信用リスク・アセットの

額の算出対象となっている証券化エクスポージャー うち、内部格付手法における外部格付準拠方式又は内部評価方式適用分」の項イ欄の額と一致する。 

g 項番 11「内部格付手法における指定関数方式により算出した信用リスク・アセット」の項イ欄の額及び第二十五面の項番 11「内部格付手法における指定関数

方式により算出した信用リスク・アセット」の項イ欄の額の合計額は、第一面の項番 14「信用リスク・アセットの額の算出対象となっている証券化エクスポー

ジャー うち、内部格付手法における指定関数方式適用分」の項イ欄の額と一致する。 

h 項番 12「標準的手法により算出した信用リスク・アセット」の項イ欄の額及び第二十五面の項番 12「標準的手法により算出した信用リスク・アセット」の項

イ欄の額の合計額は、第一面の項番 15「信用リスク・アセットの額の算出対象となっている証券化エクスポージャー うち、標準的手法適用分」の項イ欄の額

と一致する。 

i 項番13「自己資本比率告示第二百四十七条第一項の規定又は持株自己資本比率告示第二百二十五条第一項の規定により1250％のリスク・ウェイトが適用され

る証券化エクスポージャーに係る信用リスク・アセット」の項イ欄の額及び第二十五面の項番13「自己資本比率告示第二百四十七条第一項の規定又は持株自己

資本比率告示第二百二十五条第一項の規定により1250％のリスク・ウェイトが適用される証券化エクスポージャーに係る信用リスク・アセット」の項イ欄の額

の合計額は、第一面の「信用リスク・アセットの額の算出対象となっている証券化エクスポージャー うち、1250％のリスク・ウェイト適用分」の項イ欄の額

と一致する。 

j 項番 14「内部格付手法における外部格付準拠方式又は内部評価方式が適用される証券化エクスポージャーに係る所要自己資本」の項イ欄の額及び第二十五面

の項番 14「内部格付手法における外部格付準拠方式又は内部評価方式が適用される証券化エクスポージャーに係る所要自己資本」の項イ欄の額の合計額は、第

一面の項番 13「信用リスク・アセットの額の算出対象となっている証券化エクスポージャー うち、内部格付手法における外部格付準拠方式又は内部評価方式

適用分」の項ハ欄の額と一致する。 

k 項番 15「内部格付手法における指定関数方式が適用される証券化エクスポージャーに係る所要自己資本」の項イ欄の額及び第二十五面の項番 15「内部格付手

法における指定関数方式が適用される証券化エクスポージャーに係る所要自己資本」の項イ欄の額の合計額は、第一面の項番 14「信用リスク・アセットの額の



算出対象となっている証券化エクスポージャー うち、内部格付手法における指定関数方式適用分」の項ハ欄の額と一致する。 

l 項番 16「標準的手法が適用される証券化エクスポージャーに係る所要自己資本」の項イ欄の額及び第二十五面の項番 16「標準的手法が適用される証券化エク

スポージャーに係る所要自己資本」の項イ欄の額の合計額は、第一面の項番 15「信用リスク・アセットの額の算出対象となっている証券化エクスポージャー う

ち、標準的手法適用分」の項ハ欄の額と一致する。 

m 項番17「自己資本比率告示第二百四十七条第一項の規定又は持株自己資本比率告示第二百二十五条第一項の規定により1250％のリスク・ウェイトが適用され

る証券化エクスポージャーに係る所要自己資本」の項イ欄の額及び第二十五面の項番17「自己資本比率告示第二百四十七条第一項の規定又は持株自己資本比率

告示第二百二十五条第一項の規定により1250％のリスク・ウェイトが適用される証券化エクスポージャーに係る所要自己資本」の項イ欄の額の合計額は、第一

面の「信用リスク・アセットの額の算出対象となっている証券化エクスポージャー うち、1250％のリスク・ウェイト適用分」の項ハ欄の額と一致する。 

n この面に定める各項目につき、自金融機関で該当する額がない場合には項を削除せず、「－」を記載すること。 

o この面に記載する額は、この面で指定された単位で記載し、当該単位未満の端数は切り捨てること。



（第二十五面）

（単位：百万円） 

SEC４:信用リスク・アセットの額の算出対象となる証券化エクスポージャー及び関連する所要自己資本（自金融機関が投資家である場合） 

項

番 

イ ロ ハ ニ ホ へ ト チ リ ヌ ル ヲ ワ カ ヨ 

合

計 

資産

譲渡

型証

券化

取引

（小

計） 

 合成

型証

券化

取引

（小

計） 

証券化 再証券化 証券化 再証券化 

裏

付

け

と

な

る

リ

テ

ー

ル

ホ

ー

ル

セ

ー

ル

シ

ニ

ア

非

シ

ニ

ア

裏

付

け

と

な

る

リ

テ

ー

ル

ホ

ー

ル

セ

ー

ル

 シ

ニ

ア 

非

シ

ニ

ア

エクスポージャーの額（リスク・ウェイト区分別） 

１ 20％以下のリスク・ウェイトが適用される証券化エ

クスポージャー 

２ 20％超50％以下のリスク・ウェイトが適用される証

券化エクスポージャー 



３ 50％超100％以下のリスク・ウェイトが適用される証

券化エクスポージャー 

４ 100％超1250％未満のリスク・ウェイトが適用される

証券化エクスポージャー 

５ 1250％のリスク・ウェイトが適用される証券化エク

スポージャー 

 エクスポージャーの額（算出方法別） 

６ 内部格付手法における外部格付準拠方式又は内部評

価方式が適用される証券化エクスポージャー 

７ 内部格付手法における指定関数方式が適用される証

券化エクスポージャー 

８ 標準的手法が適用される証券化エクスポージャー 

９ 自己資本比率告示第二百四十七条第一項の規定又は

持株自己資本比率告示第二百二十五条第一項の規定

により1250％のリスク・ウェイトが適用される証券

化エクスポージャー 

 信用リスク・アセットの額（算出方法別） 

10 内部格付手法における外部格付準拠方式又は内部評

価方式により算出した信用リスク・アセット 

11 内部格付手法における指定関数方式により算出した

信用リスク・アセット 

12 標準的手法により算出した信用リスク・アセット 

13 自己資本比率告示第二百四十七条第一項の規定又は



（注） 

この面において使用する用語は、特段の定めがない限り、自己資本比率告示及び持株自己資本比率告示において使用する用語の例によるものとする。 

a この面においては、自金融機関が保有する証券化エクスポージャーのうち、自金融機関がオリジネーター又はスポンサーのいずれにも該当しない証券化取引に

係る額のみを記載すること。 

b 「エクスポージャーの額（リスク・ウェイト区分別）」の項番１から項番５までの項には、証券化取引の種類に応じ、リスク・ウェイト区分別のエクスポージ

ャーの額を記載すること。 

c 「エクスポージャーの額（算出方法別）」の項番６から項番９までの項には、証券化取引の種類に応じ、算出方法別のエクスポージャーの額を記載すること。 

d 「信用リスク・アセットの額（算出方法別）」の項番 10 から項番 13 までの項には、証券化取引の種類に応じ、算出方法別の信用リスク・アセットの額（自己

持株自己資本比率告示第二百二十五条第一項の規定

により1250％のリスク・ウェイトが適用される証券

化エクスポージャーに係る信用リスク・アセット 

所要自己資本の額（算出方法別） 

14 内部格付手法における外部格付準拠方式又は内部評

価方式が適用される証券化エクスポージャーに係る

所要自己資本 

15 内部格付手法における指定関数方式が適用される証

券化エクスポージャーに係る所要自己資本 

16 標準的手法が適用される証券化エクスポージャーに

係る所要自己資本 

17 自己資本比率告示第二百四十七条第一項の規定又は

持株自己資本比率告示第二百二十五条第一項の規定

により1250％のリスク・ウェイトが適用される証券

化エクスポージャーに係る所要自己資本 



資本比率告示第二百五十二条第一項（自己資本比率告示第二百七十条第一項において準用する場合を含む。）又は持株自己資本比率告示第二百三十条第一項（持

株自己資本比率告示第二百四十八条第一項において準用する場合を含む。）に規定する信用リスク・アセットの額に関する上限を適用する前の額）を記載するこ

と。 

e 「所要自己資本の額（算出方法別）」の項番 14 から項番 17 までの項には、証券化取引の種類に応じ、算出方法別の所要自己資本の額（自己資本比率告示第二

百五十二条第一項（自己資本比率告示第二百七十条第一項において準用する場合を含む。）又は持株自己資本比率告示第二百三十条第一項（持株自己資本比率告

示第二百四十八条第一項において準用する場合を含む。）に規定する信用リスク・アセットの額に関する上限及び自己資本比率告示第二百五十五条第一項又は持

株自己資本比率告示第二百三十三条第一項に規定する所要自己資本の額に関する上限を適用した後の額）を記載すること。 

f 項番 10「内部格付手法における外部格付準拠方式又は内部評価方式により算出した信用リスク・アセット」の項イ欄の額及び第二十四面の項番 10「内部格付

手法における外部格付準拠方式又は内部評価方式により算出した信用リスク・アセット」の項イ欄の額の合計額は、第一面の項番 13「信用リスク・アセットの

額の算出対象となっている証券化エクスポージャー うち、内部格付手法における外部格付準拠方式又は内部評価方式適用分」の項イ欄の額と一致する。 

g 項番 11「内部格付手法における指定関数方式により算出した信用リスク・アセット」の項イ欄の額及び第二十四面の項番 11「内部格付手法における指定関数

方式により算出した信用リスク・アセット」の項イ欄の額の合計額は、第一面の項番 14「信用リスク・アセットの額の算出対象となっている証券化エクスポー

ジャー うち、内部格付手法における指定関数方式適用分」の項イ欄の額と一致する。 

h 項番 12「標準的手法により算出した信用リスク・アセット」の項イ欄の額及び第二十四面の項番 12「標準的手法により算出した信用リスク・アセット」の項

イ欄の額の合計額は、第一面の項番 15「信用リスク・アセットの額の算出対象となっている証券化エクスポージャー うち、標準的手法適用分」の項イ欄の額

と一致する。 

i 項番13「自己資本比率告示第二百四十七条第一項の規定又は持株自己資本比率告示第二百二十五条第一項の規定により1250％のリスク・ウェイトが適用される

証券化エクスポージャーに係る信用リスク・アセット」の項イ欄の額及び第二十四面の項番13「自己資本比率告示第二百四十七条第一項の規定又は持株自己資本

比率告示第二百二十五条第一項の規定により1250％のリスク・ウェイトが適用される証券化エクスポージャーに係る信用リスク・アセット」の項イ欄の額の合計

額は、第一面の「信用リスク・アセットの額の算出対象となっている証券化エクスポージャー うち、1250％のリスク・ウェイト適用分」の項イ欄の額と一致す

る。 

j 項番 14「内部格付手法における外部格付準拠方式又は内部評価方式が適用される証券化エクスポージャーに係る所要自己資本」の項イ欄の額及び第二十四面

の項番 14「内部格付手法における外部格付準拠方式又は内部評価方式が適用される証券化エクスポージャーに係る所要自己資本」の項イ欄の額の合計額は、第



一面の項番 13「信用リスク・アセットの額の算出対象となっている証券化エクスポージャー うち、内部格付手法における外部格付準拠方式又は内部評価方式

適用分」の項ハ欄の額と一致する。 

k 項番 15「内部格付手法における指定関数方式が適用される証券化エクスポージャーに係る所要自己資本」の項イ欄の額及び第二十四面の項番 15「内部格付手

法における指定関数方式が適用される証券化エクスポージャーに係る所要自己資本」の項イ欄の額の合計額は、第一面の項番 14「信用リスク・アセットの額の

算出対象となっている証券化エクスポージャー うち、内部格付手法における指定関数方式適用分」の項ハ欄の額と一致する。 

l 項番 16「標準的手法が適用される証券化エクスポージャーに係る所要自己資本」の項イ欄の額及び第二十四面の項番 16「標準的手法が適用される証券化エク

スポージャーに係る所要自己資本」の項イ欄の額の合計額は、第一面の項番 15「信用リスク・アセットの額の算出対象となっている証券化エクスポージャー う

ち、標準的手法適用分」の項ハ欄の額と一致する。 

m 項番17「自己資本比率告示第二百四十七条第一項の規定又は持株自己資本比率告示第二百二十五条第一項の規定により1250％のリスク・ウェイトが適用される

証券化エクスポージャーに係る所要自己資本」の項イ欄の額及び第二十四面の項番17「自己資本比率告示第二百四十七条第一項の規定又は持株自己資本比率告示

第二百二十五条第一項の規定により1250％のリスク・ウェイトが適用される証券化エクスポージャーに係る所要自己資本」の項イ欄の額の合計額は、第一面の「信

用リスク・アセットの額の算出対象となっている証券化エクスポージャー うち、1250％のリスク・ウェイト適用分」の項ハ欄の額と一致する。 

n この面に定める各項目につき、自金融機関で該当する額がない場合には項を削除せず、「－」を記載すること。 

o この面に記載する額は、この面で指定された単位で記載し、当該単位未満の端数は切り捨てること。 



（第二十六面）

（単位：百万円）   

（注） 

この面において使用する用語は、特段の定めがない限り、自己資本比率告示及び持株自己資本比率告示において使用す

る用語の例によるものとする。 

a 項番１「金利リスク（一般市場リスク及び個別リスク）の額」の項には、自己資本比率告示第二百八十一条の規定

又は持株自己資本比率告示第二百五十九条の規定により算出した金利リスク・カテゴリーのマーケット・リスク相当

額（自己資本比率告示第二百八十一条又は持株自己資本比率告示第二百五十九条に規定する債券等に係る個別リスク

の額及び一般市場リスクの額の合計額）を８パーセントで除して得た額を記載すること。 

b 項番２「株式リスク（一般市場リスク及び個別リスク）の額」の項には、自己資本比率告示第二百八十八条の規定

又は持株自己資本比率告示第二百六十六条の規定により算出した株式リスク・カテゴリーのマーケット・リスク相当

額（自己資本比率告示第二百八十八条又は持株自己資本比率告示第二百六十六条に規定する株式等に係る個別リスク

の額及び一般市場リスクの額の合計額）を８パーセントで除して得た額を記載すること。 

c 項番３「外国為替リスクの額」の項には、自己資本比率告示第二百九十一条の規定又は持株自己資本比率告示第二

百六十九条の規定により算出した外国為替リスク・カテゴリーのマーケット・リスク相当額を８パーセントで除して

得た額を記載すること。 

d 項番４「コモディティ・リスクの額」の項には、自己資本比率告示第二百九十三条の規定又は持株自己資本比率告

示第二百七十一条の規定により算出したコモディティ・リスク・カテゴリーのマーケット・リスク相当額を８パーセ

ントで除して得た額を記載すること。 

e 項番５「オプション取引 簡便法により算出した額」の項には、自己資本比率告示第二百九十五条の規定又は持株

自己資本比率告示第二百七十三条の規定により算出した簡便法を用いる場合のオプション取引等に係るマーケッ

ト・リスク相当額を８パーセントで除して得た額を記載すること。 

f 項番６「オプション取引 デルタ・プラス法により算出した額」の項には、自己資本比率告示第二百九十六条の規

定又は持株自己資本比率告示第二百七十四条の規定により算出したオプション取引等に係るマーケット・リスク相当

額（自己資本比率告示第二百九十六条第二号又は持株自己資本比率告示第二百七十四条第二号に規定するガンマ・リ

MR１:標準的方式によるマーケット・リスク相当額 

項番 
リスク・アセット 

(リスク相当額を８％で除して得た額)

１ 金利リスク（一般市場リスク及び個別リスク）の額  

２ 株式リスク（一般市場リスク及び個別リスク）の額  

３ 外国為替リスクの額  

４ コモディティ・リスクの額  

 オプション取引  

５ 簡便法により算出した額  

６ デルタ・プラス法により算出した額  

７ シナリオ法により算出した額  

８ 証券化エクスポージャーに係る個別リスクの額 

９ 合計 



スク及び自己資本比率告示第二百九十六条第三号又は持株自己資本比率告示第二百七十四条第三号に規定するベ

ガ・リスクに係るマーケット・リスク相当額の合計額）を８パーセントで除して得た額を記載すること。 

g 項番７「オプション取引 シナリオ法により算出した額」の項には、自己資本比率告示第三百二条の規定又は持株

自己資本比率告示第二百八十条の規定により算出したシナリオ法を用いる場合のオプション取引等に係るマーケッ

ト・リスク相当額を８パーセントで除して得た額を記載すること。 

h 項番８「証券化エクスポージャーに係る個別リスクの額」の項には、自己資本比率告示第三百二条の二から第三百

二条の五までの規定又は持株自己資本比率告示第二百八十条の二から第二百八十条の五までの規定により算出した

証券化エクスポージャーの個別リスクの額、自己資本比率告示第三百二条の六の規定又は持株自己資本比率告示第二

百八十条の六の規定により算出した特定順位参照型クレジット・デリバティブに係る個別リスクの額及び自己資本比

率告示第三百二条の九又は持株自己資本比率告示第二百八十条の九に規定する修正標準方式を用いて算出したコリ

レーション・トレーディングに係る個別リスクの額の合計額を８パーセントで除して得た額を記載すること。 

i 項番９「合計」の項には、項番１から項番８までの合計額を記載すること。 

j 項番９「合計」の額は、第一面の項番 17「マーケット・リスク うち、標準的方式適用分」の項イ欄の額と一致す

る。 

k この面に定める各項目につき、自金融機関で該当する額がない場合には項を削除せず、「－」を記載すること。 

l この面に記載する額は、この面で指定された単位で記載し、当該単位未満の端数は切り捨てること。 



（第二十七面）

（注） 

この面において使用する用語は、特段の定めがない限り、自己資本比率告示及び持株自己資本比率告示

において使用する用語の例によるものとする。 

a 項番１ａ「前期末におけるリスク・アセット」及び項番８ｃ「当期末におけるリスク・アセット」の

項には、自己資本比率告示又は持株自己資本比率告示の規定に基づき算出されるリスク・アセットの額

を記載すること（例：バリュー・アット・リスクであれば、自己資本比率告示第二百七十六条第一項第

一号の規定又は持株自己資本比率告示第二百五十四条第一項第一号の規定に基づき、算出基準日のバリ

MR２:内部モデル方式を適用して算出されたリスク・アセットの額の変動要因 

項番  

イ ロ ハ ニ ホ へ 

バリュー・

アット・リ

スク 

ストレス・

バリュー・

アット・リ

スク 

追加的リ 

スク 

包括的リス

ク 
その他 合計 

１ａ 
前期末におけるリスク・アセ

ット 

１ｂ 

前期末における自己資本比

率規制上のリスク・アセット

額への調整 

１ｃ 
前期末の算出基準日におけ

る内部モデル方式の算出額 

２ 

当期中

の要因

別の変

動額 

リスク量の変動            

３ 
モデルの更新又は

変更 

４ 手法及び方針            

５ 買収及び売却            

６ 為替の変動            

７ その他            

８ａ 
当期末の算出基準日におけ

る内部モデル方式の算出額 

８ｂ 

当期末における自己資本比

率規制上のリスク・アセット

額への調整 

８ｃ 
当期末におけるリスク・アセ

ット 



ュー・アット・リスクと、算出基準日を含む直近 60 営業日のバリュー・アット・リスクの平均値に自

己資本比率告示第二百七十七条又は持株自己資本比率告示第二百五十五条に定める乗数を乗じて得た

額のうちいずれか大きい額を８パーセントで除して得た額を記載する。）。 

b 項番１ｂ「前期末における自己資本比率規制上のリスク・アセット額への調整」及び項番８ｂ「当期

末における自己資本比率規制上のリスク・アセット額への調整」の項には、項番１ａの項に計上される

額を項番１ｃの項に計上される額で除して得た値及び項番８ｃの項に計上される額を項番８ａの項に

計上される額で除して得た値をそれぞれ記入すること。 

c 項番１ｃ「前期末の算出基準日における内部モデル方式の算出額」及び項番８ａ「当期末の算出基準

日における内部モデル方式の算出額」の項には、算出基準日における内部モデル方式による計測値を８

パーセントで除して得た額を記載すること。項番２から項番７までに掲げる変動要因分析は、項番１ｃ

「前期末の算出基準日における内部モデル方式の算出額」及び項番８ａ「当期末の算出基準日における

内部モデル方式の算出額」の額に対して実施すること。 

d 項番２「リスク量の変動」の項には、ポジション変動に起因するリスク・アセットの額の変動額を記

載すること。 

e 項番３「モデルの更新又は変更」の項には、自己資本比率告示第二百七十三条第二項第三号若しくは

第三百二条の十第三項第三号又は持株自己資本比率告示第二百五十一条第二項第三号若しくは第二百

八十条の十第三項第三号に規定するリスク計測モデルの更新又は変更（計測対象の変更を含み、事業、

商品ライン又は事業体の取得又は売却に起因する変更を除く。）に起因して、自己資本比率告示第二百

七十八条第一項若しくは第三百二条の十二第一項又は持株自己資本比率告示第二百五十六条第一項若

しくは第二百八十条の十二第一項に規定する変更に係る届出を行った場合のリスク・アセットの額の変

動額を記載すること。期中においてリスク計測モデルの更新及び変更に係る届出を２回以上行った場合

には、項を追加した上、それぞれの更新及び変更につき額を計上すること。 

f 項番４「手法及び方針」の項には、当局による規制の変更（新たな規制の導入を含む。）による計算

手法の変更に起因するリスク・アセットの額の変動額を記載すること。 

g 項番５「買収及び売却」の項には、事業、商品ライン又は事業体の取得又は売却に起因するリスク・

アセットの額の変動額を記載すること。 

h 項番６「為替の変動」の項には、為替変動に起因するリスク・アセットの額の変動額を記載すること。 

i 項番７「その他」の項には、項番２から項番６までに掲げる項目以外の要因に起因するリスク・アセ

ットの額の変動額を記載すること。この場合において、重要な変動要因については必要に応じて、項番

６と項番７との間に項を追加の上、当該要因及び当該要因に起因するリスク・アセットの額の変動額を

要因ごとに記載すること（追加した項については項番号を付さないこと。）。 

j イ欄には、自己資本比率告示第二百七十六条第一項第一号の規定又は持株自己資本比率告示第二百五

十四条第一項第一号の規定により算出される額を８パーセントで除して得た額を記載すること。 

k ロ欄には、自己資本比率告示第二百七十六条第一項第二号の規定又は持株自己資本比率告示第二百五

十四条第一項第二号の規定により算出される額を８パーセントで除して得た額を記載すること。 

l ハ欄には、自己資本比率告示第二百七十六条第二項の規定又は持株自己資本比率告示第二百五十四条



第二項の規定により算出される追加的リスクの額を８パーセントで除して得た額を記載すること。 

m ニ欄には、自己資本比率告示第三百二条の十一の規定又は持株自己資本比率告示第二百八十条の十一

の規定により算出されるコリレーション・トレーディングの包括的リスクの額を８パーセントで除して

得た額を記載すること。 

n へ欄には、イ欄からホ欄までに計上される額の合計額を記載すること。項番１ａ「前期末におけるリ

スク・アセット」の項及び項番８ｃ「当期末におけるリスク・アセット」の項へ欄の額は、第一面の項

番 18「マーケット・リスク うち、内部モデル方式適用分」の項ロ欄の額及びイ欄の額と、それぞれ

一致する。 

o 項番８ｃ「当期末におけるリスク・アセット」の額は、第一面の項番 18「マーケット・リスク う

ち、内部モデル方式適用分」の項イ欄の額と一致する。 

p この面に定める各項目につき、自金融機関で該当する額がない場合には項を削除せず、「－」を記載

すること。 

q この面に記載する比率（項番１ｂ及び項番８ｂ）は、小数点以下二位未満の端数があるときは、これ

を切り捨てること。 

r 開示に使用する額の単位については、当期末におけるリスク・アセットの額を 100 で除した額（最大

でも 1000 億円以下とする。）を上回ってはならない。この場合において、当該単位未満の端数は切り捨

てること。 

s この面は、自金融機関が標準的方式を採用した場合にあっては、作成することを要しない。 



（第二十八面）

（単位：百万円） 

MR３:内部モデル方式の状況（マーケット・リスク） 

項番

 バリュー・アット・リスク（保有期間 10営業日、片側信頼区間 99％） 

１ 最大値  

２ 平均値  

３ 最小値  

４ 期末  

 ストレス・バリュー・アット・リスク（保有期間 10営業日、片側信頼区間 99％） 

５ 最大値  

６ 平均値  

７ 最小値  

８ 期末  

 追加的リスクの額（片側信頼区間 99.9％） 

９ 最大値  

10 平均値  

11 最小値  

12 期末  

 包括的リスクの額（片側信頼区間 99.9％） 

13 最大値  

14 平均値  

15 最小値  

16 期末  

17 フロア（修正標準的方式）  

（注） 

この面において使用する用語は、特段の定めがない限り、自己資本比率告示及び持株自己資本比率告示

において使用する用語の例によるものとする。 

a 「バリュー・アット・リスク（保有期間 10営業日、片側信頼区間 99％）」の項番１から項番４まで

の項には、自己資本比率告示第二百七十六条第一項第一号イ又は持株自己資本比率告示第二百五十四条

第一項第一号イに規定する期中における一般市場リスク及び個別リスクのバリュー・アット・リスクの

額に係る計数を記載すること。 

b 「ストレス・バリュー・アット・リスク（保有期間 10営業日、片側信頼区間 99％）」の項番５から

項番８までの項には、自己資本比率告示第二百七十六条第一項第二号イ又は持株自己資本比率告示第二

百五十四条第一項第二号イに規定する期中における一般市場リスク及び個別リスクのストレス・バリュ

ー・アット・リスクの額に係る計数を記載すること。 

c 「追加的リスクの額（片側信頼区間 99.9％）」の項番９から項番 12までの項には、自己資本比率告



示第二百七十六条第二項第一号又は持株自己資本比率告示第二百五十四条第二項第一号に規定する期

中における追加的リスクの額に係る計数を記載すること。 

d 「包括的リスクの額（片側信頼区間 99.9％）」の項番 13 から項番 17 までの項には、自己資本比率

告示第三百二条の十一第一号又は持株自己資本比率告示第二百八十条の十一第一号に規定する期中に

おけるコリレーション・トレーディングの包括的リスクの額に係る計数を記載すること。ただし、項番

17 の「フロア（修正標準的方式）」の項には、自己資本比率告示第三百二条の十一第三号又は持株自

己資本比率告示第二百八十条の十一第三号に掲げる額を記載すること。 

e この面に定める各項目につき、自金融機関で該当する額がない場合には項を削除せず、「－」を記載

すること。 

f この面に記載する額は、この面で指定された単位で記載し、当該単位未満の端数は切り捨てること。 

g この面は、自金融機関が標準的方式を採用した場合にあっては、作成することを要しない。 



（第二十九面）

（注） 

この面において使用する用語は、特段の定めがない限り、自己資本比率告示及び持株自己資本比率告示

において使用する用語の例によるものとする。 

a この面においては、自己資本比率告示第二百七十四条第二項第二号又は持株自己資本比率告示第二百

五十二条第二項第二号に定めるバック・テスティングの結果を図示すること（上記は凡例である。）。 

b 系列「日次 VaR」は、自己資本比率告示第二百七十七条第一項又は持株自己資本比率告示第二百五十

五条第一項に規定する保有期間を一日としてリスク計測モデル（追加的リスク計測モデル及び自己資本

比率告示第三百二条の十第三項第三号又は持株自己資本比率告示第二百八十条の十第三項第三号に規

定する包括的リスク計測モデルを除く。）を使用して算出した日ごとのバリュー・アット・リスクの額

をいう。 

c 系列「日次損益」は、自己資本比率告示第二百七十七条第一項又は持株自己資本比率告示第二百五十

五条第一項に規定する実際に発生した損益（以下「実損益」という。）又はポートフォリオを固定した

場合において発生したと想定される損益（以下「仮想損益」という。）のうち、自金融機関が採用して

いる損益の額をいう。ただし、実損益及び仮想損益のいずれも開示することもできるものとし、その場

合には二の損益の主要な差異項目について定性的な説明を併せて記載すること。 

d 報告基準日を含む直近 250 営業日分のバック・テスティングの結果を記載すること。バック・テステ

ィングの超過については、超過日、超過額及び超過の主要な要因について記載すること。 

e この面は、自金融機関が標準的方式を採用した場合にあっては、作成することを要しない。 
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MR４:内部モデル方式のバック・テスティングの結果 



（第三十面）

（単位：百万円） 

（注） 

この面において使用する用語は、特段の定めがない限り、自己資本比率告示及び持株自己資本比率告示

において使用する用語の例によるものとする。 

また、自金融機関がこの面の定めるところにより記載が必要とされている金利リスク以外の金利リスク

を計測している場合には、当該金利リスクを追加して記載することができる。 

a この面において「⊿EVE」とは、金利リスクのうち、金利ショックに対する経済的価値の減少額とし

て計測されるものをいう。 

b この面において「⊿NII」とは、金利リスクのうち、金利ショックに対する算出基準日から 12ヶ月を

経過する日までの間の金利収益の減少額として計測されるものをいう。 

c この面において「上方パラレルシフト」とは、通貨及び将来の期間ごとに、当該通貨及び当該将来の

期間に応じた算出基準日時点のリスクフリー・レートに、次の表に定める「パラレルシフトに関する金

利変動幅（ベーシス・ポイント）」を加える金利ショックをいう。 

通貨 パラレルシフトに関する金利変動幅（ベーシス・ポイント）

アルゼンチン通貨 400 

オーストラリア通貨 300 

ブラジル通貨 400 

カナダ通貨 200 

スイス通貨 100 

中華人民共和国通貨 250 

欧州経済通貨統合参加国通貨 200 

IRRBB１:金利リスク 

項番  

イ ロ ハ ニ 

⊿EVE ⊿NII 

当期末 前期末 当期末 前期末 

１ 上方パラレルシフト     

２ 下方パラレルシフト 

３ スティープ化 

４ フラット化 

５ 短期金利上昇 

６ 短期金利低下 

７ 最大値 

ホ ヘ 

当期末 前期末 

８ Tier1 資本の額   



英国通貨 250 

中華人民共和国（香港特別行政区）通貨 200 

インドネシア通貨 400 

インド通貨 400 

本邦通貨 100 

大韓民国通貨 300 

メキシコ通貨 400 

ロシア通貨 400 

サウジアラビア通貨 200 

スウェーデン通貨 200 

シンガポール通貨 150 

トルコ通貨 400 

アメリカ合衆国通貨 200 

南アフリカ共和国通貨 400 

その他の通貨 100 から 400 のうち、自金融機関が定める値

d この面において「下方パラレルシフト」とは、通貨及び将来の期間ごとに、当該通貨及び当該将来の

期間に応じた算出基準日時点のリスクフリー・レートに、cの表に定める「パラレルシフトに関する金

利変動幅（ベーシス・ポイント）」にマイナス１を乗じて得た数値を加える金利ショックをいう。 

e この面において「スティープ化」とは、通貨及び将来の期間ごとに、当該通貨及び当該将来の期間に

応じた算出基準日時点のリスクフリー・レートに、次の算式を用いて得た金利変動幅（以下この面にお

いて「スティープ化に関する金利変動幅」という。）を加える金利ショックをいう。 

R ,	 � � � 	 0.65 	 ,	 � 0.9 	 ,	 1 	

R ,	 � �は、スティープ化に関する金利変動幅 

cは、通貨（以下この面において同じ。） 

は、将来の期間を年数で表した値（以下この面において同じ。） 

,	  は、通貨に応じて、次の表に定める「短期金利に関する金利変動幅（ベーシス・ポイント）」

（以下この面において同じ。） 

,	  は、通貨に応じて、次の表に定める「長期金利に関する金利変動幅（ベーシス・ポイント）」

（以下この面において同じ。） 

xは、４（以下この面において同じ。） 

通貨
短期金利に関する金利変動幅

（ベーシス・ポイント）

長期金利に関する金利変動幅

（ベーシス・ポイント）

アルゼンチン通貨 500 300 

オーストラリア通貨 450 200 



ブラジル通貨 500 300 

カナダ通貨 300 150 

スイス通貨 150 100 

中華人民共和国通貨 300 150 

欧州経済通貨統合参加国通貨 250 100 

英国通貨 300 150 

中華人民共和国（香港特別行政区）通貨 250 100 

インドネシア通貨 500 300 

インド通貨 500 300 

本邦通貨 100 100 

大韓民国通貨 400 200 

メキシコ通貨 500 300 

ロシア通貨 500 300 

サウジアラビア通貨 300 150 

スウェーデン通貨 300 150 

シンガポール通貨 200 100 

トルコ通貨 500 300 

アメリカ合衆国通貨 300 150 

南アフリカ共和国通貨 500 300 

その他の通貨
100 から 500 のうち、自金融

機関が定める値

100 から 300 のうち、自金融

機関が定める値

f この面において「フラット化」とは、通貨及び将来の期間ごとに、当該通貨及び当該将来の期間に応

じた算出基準日時点のリスクフリー・レートに、次の算式を用いて得た金利変動幅（以下この面におい

て「フラット化に関する金利変動幅」という。）を加える金利ショックをいう。 

R ,	 � � � 0.8 	 ,	 0.6 	 ,	 1 	

R ,	 � �は、フラット化に関する金利変動幅 

g この面において「短期金利上昇」とは、通貨及び将来の期間ごとに、当該通貨及び当該将来の期間に

応じた算出基準日時点のリスクフリー・レートに、次の算式を用いて得た金利変動幅（以下この面にお

いて「短期金利上昇に関する金利変動幅」という。）を加える金利ショックをいう。 

,	 � � � 	 ,	

,	 � �は、短期金利上昇に関する金利変動幅 

h この面において「短期金利低下」とは、通貨及び将来の期間ごとに、当該通貨及び当該将来の期間に

応じた算出基準日時点のリスクフリー・レートに、短期金利上昇に関する金利変動幅にマイナス１を乗

じて得た数値を加える金利ショックをいう。 



i 項番１「上方パラレルシフト」の項には、上方パラレルシフトに基づく⊿EVE（イ欄及びロ欄）及び

⊿NII（ハ欄及びニ欄）を記載すること。 

j 項番２「下方パラレルシフト」の項には、下方パラレルシフトに基づく⊿EVE（イ欄及びロ欄）及び

⊿NII（ハ欄及びニ欄）を記載すること。 

k 項番３「スティープ化」の項には、スティープ化に基づく⊿EVE（イ欄及びロ欄）を記載すること。 

l 項番４「フラット化」の項には、フラット化に基づく⊿EVE（イ欄及びロ欄）を記載すること。 

m 項番５「短期金利上昇」の項には、短期金利上昇に基づく⊿EVE（イ欄及びロ欄）を記載すること。 

n 項番６「短期金利低下」の項には、短期金利低下に基づく⊿EVE（イ欄及びロ欄）を記載すること。 

o 項番７「最大値」の項イ欄及びロ欄には、それぞれの欄の項番１から項番６までの値のうち最大のも

のを記載すること。 

p 項番７「最大値」の項ハ欄及びニ欄には、それぞれの欄の項番１又は項番２の値のうちいずれか大き

いものを記載すること。 

q この面に記載する額は、この面で指定された単位で記載し、当該単位未満の端数は切り捨てること。 

r この面におけるロ欄、ニ欄及びヘ欄の「前期末」が平成三十年三月三十一日前となる場合には、当該

欄は記載することを要しない。 



［（別紙様式第四号） 別紙１－２］

（第一面）

（単位：百万円）

OV１:リスク・アセットの概要 

国際様式

の該当番

号 

イ ロ ハ ニ 

リスク・アセット 所要自己資本 

当中間 

期末 

前中間

期末 

当中間

期末 

前中間 

期末 

１ 信用リスク     

２  うち、標準的手法適用分     

３  うち、内部格付手法適用分     

  うち、重要な出資のエクスポージャー     

  うち、リース取引における見積残存価額の

エクスポージャー 

  その他     

４ カウンターパーティ信用リスク     

５-１  うち、カレント・エクスポージャー方式適

用分 

５-２  うち、標準方式適用分     

６  うち、期待エクスポージャー方式適用分     

 うち、ＣＶＡリスク     

 うち、中央清算機関関連エクスポージャー     

 その他     

７ マーケット・ベース方式に基づく株式等エク

スポージャー 

 複数の資産及び取引を裏付けとするエクスポ

ージャー 

 信用リスク・アセットのみなし計算が適用さ

れるエクスポージャー 

11 未決済取引     

12 信用リスク・アセットの額の算出対象となっ

ている証券化エクスポージャー 

13  うち、内部格付手法における外部格付準拠

方式又は内部評価方式適用分 

14  うち、内部格付手法における指定関数方式

適用分 

15  うち、標準的手法適用分     



（注） 

この面において使用する用語は、特段の定めがない限り、自己資本比率告示及び持株自己資本比率告示

において使用する用語の例によるものとする。 

a 内部格付手法適用分に係る記載について、リスク・アセットの額（イ欄及びロ欄）は１．０６を乗じ

る前の額を記載し、所要自己資本の額（ハ欄及びニ欄）は１．０６を乗じて得たリスク・アセットの額

に８パーセントを乗じて得た額をそれぞれ記載すること。 

b この面の c 以下の記載にかかわらず、国際様式の該当番号（以下この面において「項番」という。）

１の「信用リスク」の項から「信用リスク その他」の項までには、項番４から「信用リスク・アセッ

トの額の算出対象となっている証券化エクスポージャー うち、1250％のリスク・ウェイト適用分」の

項まで、項番 23 及び「経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるものの額」の項に該当する

ものの額は含まれない。また、項番２「信用リスク うち、標準的手法適用分」の項及び項番３「信用

リスク うち、内部格付手法適用分」の項には、「信用リスク うち、重要な出資のエクスポージャー」

の項から「信用リスク その他」の項までに該当するものの額は含まれない。 

c 項番２「信用リスク うち、標準的手法適用分」の項には、自己資本比率告示第四十八条第一項又は

持株自己資本比率告示第二十六条第一項に規定する信用リスク・アセットの額の合計額（イ欄及びロ欄）

及びこれに係る所要自己資本の額（リスクの種類に応じ、リスク・アセットの額の合計額に８パーセン

トを乗じて得た額又はリスク相当額の合計額をいう。以下この面において同じ。）（ハ欄及びニ欄）をそ

れぞれ記載すること。 

d 項番２「信用リスク うち、標準的手法適用分」の項イ欄の額は、当中間期に係る第五面の開示を行

う場合、同面の項番 22「合計」の項ホ欄の額と一致する。  

e 項番３「信用リスク うち、内部格付手法適用分」の項には、自己資本比率告示第百五十二条第一号

イ又は持株自己資本比率告示第百三十条第一号イに規定する信用リスク・アセットの額の合計額（イ欄

  うち、1250％のリスク・ウェイト適用分     

16 マーケット・リスク     

17  うち、標準的方式適用分     

18  うち、内部モデル方式適用分     

19 オペレーショナル・リスク     

20  うち、基礎的手法適用分     

21  うち、粗利益配分手法適用分     

22  うち、先進的計測手法適用分     

23 特定項目のうち、調整項目に算入されない部

分に係るエクスポージャー 

 経過措置によりリスク・アセットの額に算入

されるものの額 

24 フロア調整     

25 合計     



及びロ欄）及びこれに係る所要自己資本の額（ハ欄及びニ欄）をそれぞれ記載すること。 

f 項番３「信用リスク うち、内部格付手法適用分」の項イ欄の額は、当中間期に係る第七面及び第九

面の開示を行う場合、第七面の「合計（全てのポートフォリオ）」の項リ欄の額並びに第九面の「ボラ

ティリティの高い事業用不動産向け貸付け（HVCRE）以外」の「合計」の項ル欄の額及び「ボラティリ

ティの高い事業用不動産向け貸付け（HVCRE）」の「合計」の項ル欄の額の合計額と一致する。 

g 「信用リスク うち、重要な出資のエクスポージャー」の項には、標準的手法採用行にあっては自己

資本比率告示第七十六条の二の規定又は持株自己資本比率告示第五十四条の二の規定により、内部格付

手法採用行にあっては自己資本比率告示第百七十八条の二の規定又は持株自己資本比率告示第百五十

六条の二の規定により、1250 パーセントのリスク・ウェイトが適用されるエクスポージャーに係る信

用リスク・アセットの額（イ欄及びロ欄）及びこれに係る所要自己資本額（ハ欄及びニ欄）をそれぞれ

記載すること。 

h 「信用リスク うち、リース取引における見積残存価額のエクスポージャー」の項には、自己資本比

率告示第百七十七条又は持株自己資本比率告示第百五十五条に規定するリース取引における見積残存

価額に係る信用リスク・アセットの額（イ欄及びロ欄）及びこれに係る所要自己資本額（ハ欄及びニ欄）

をそれぞれ記載すること。 

i 「信用リスク その他」の項には、標準的手法採用行にあっては自己資本比率告示第七十七条の規定

又は持株自己資本比率告示第五十五条の規定により、内部格付手法採用行にあっては自己資本比率告示

第百七十八条第二項の規定又は持株自己資本比率告示第百五十六条第二項の規定により、100 パーセン

トのリスク・ウェイトが適用されるエクスポージャーに係る信用リスク・アセットの額（イ欄及びロ欄）

及びこれに係る所要自己資本額（ハ欄及びニ欄）をそれぞれ記載すること。 

j 項番４「カウンターパーティ信用リスク」の項イ欄の額は、当中間期に係る第十面、第十一面及び第

十六面の開示を行う場合、第十面の項番６「合計」の項ヘ欄の額、第十一面の項番５「ＣＶＡリスク相

当額の対象となるポートフォリオの合計」の項ロ欄の額並びに第十六面の項番１「適格中央清算機関へ

のエクスポージャー（合計）」の項ロ欄の額及び項番 11「非適格中央清算機関へのエクスポージャー（合

計）」の項ロ欄の額の合計額と一致する。 

k 項番５-１「カウンターパーティ信用リスク うち、カレント・エクスポージャー方式適用分」の項

には、自己資本比率告示第七十九条の二（自己資本比率告示第百五十七条第五項及び第百六十五条第五

項において準用する場合を含む。）の規定又は持株自己資本比率告示第五十七条の二（持株自己資本比

率告示第百三十五条第五項及び第百四十三条第五項において準用する場合を含む。）の規定により算出

した額に派生商品取引及び長期決済期間取引の相手方に適用されるリスク・ウェイトを乗じた額の合計

額（イ欄及びロ欄）並びにこれに係る所要自己資本の額（ハ欄及びニ欄）をそれぞれ記載すること。 

l 項番５-２「カウンターパーティ信用リスク うち、標準方式適用分」の項には、自己資本比率告示

第七十九条の三（自己資本比率告示第百五十七条第五項及び第百六十五条第五項において準用する場合

を含む。）の規定又は持株自己資本比率告示第五十七条の三（持株自己資本比率告示第百三十五条第五

項及び第百四十三条第五項において準用する場合を含む。）の規定により算出した額に派生商品取引及

び長期決済期間取引の相手方に適用されるリスク・ウェイトを乗じた額の合計額（イ欄及びロ欄）及び



これに係る所要自己資本の額（ハ欄及びニ欄）をそれぞれ記載すること。 

m 項番６「カウンターパーティ信用リスク うち、期待エクスポージャー方式適用分」の項には、自己

資本比率告示第七十九条の四（自己資本比率告示第百五十七条第五項及び第百六十五条第五項において

準用する場合を含む。）の規定又は持株自己資本比率告示第五十七条の四（持株自己資本比率告示第百

三十五条第五項及び第百四十三条第五項において準用する場合を含む。）の規定により算出した額に派

生商品取引及びレポ形式の取引等の相手方に適用されるリスク・ウェイトを乗じた額の合計額（イ欄及

びロ欄）及びこれに係る所要自己資本の額（ハ欄及びニ欄）をそれぞれ記載すること。 

n 項番６「カウンターパーティ信用リスク うち、期待エクスポージャー方式適用分」の項イ欄の額は、

当中間期末を四半期末とする四半期に係る別紙様式第八号第三面の開示を行う場合、同面の項番９「当

四半期末時点における信用リスク・アセットの額」の項の額と一致する。 

o 「カウンターパーティ信用リスク うち、ＣＶＡリスク」の項には、自己資本比率告示第八章の二の

規定又は持株自己資本比率告示第六章の二の規定により算出したＣＶＡリスク相当額の合計額を８パ

ーセントで除して得た額（イ欄及びロ欄）及びこれに係る所要自己資本の額（ハ欄及びニ欄）をそれぞ

れ記載すること。 

p 「カウンターパーティ信用リスク うち、中央清算機関関連エクスポージャー」の項には、自己資本

比率告示第八章の三の規定又は持株自己資本比率告示第六章の三の規定により算出した中央清算機関

関連エクスポージャーに係るリスク・アセットの合計額（イ欄及びロ欄）及びこれに係る所要自己資本

の額（ハ欄及びニ欄）をそれぞれ記載すること。 

q 項番７「マーケット・ベース方式に基づく株式等エクスポージャー」の項には、自己資本比率告示第

百六十六条第一項第一号又は持株自己資本比率告示第百四十四条第一項第一号に掲げるマーケット・ベ

ース方式により算出した信用リスク・アセットの額及び自己資本比率告示第百六十六条第一項ただし書

の規定又は持株自己資本比率告示第百四十四条第一項ただし書の規定により 100 パーセントのリス

ク・ウェイトを適用して算出した信用リスク・アセットの額の合計額（イ欄及びロ欄）並びにこれらに

係る所要自己資本の額（ハ欄及びニ欄）をそれぞれ記載すること。なお、自己資本比率告示第百六十六

条第一項第二号又は持株自己資本比率告示第百四十四条第一項第二号に掲げる PD/LGD 方式により算出

した信用リスク・アセットの額及びこれに係る所要自己資本の額については、項番３「信用リスク う

ち、内部格付手法適用分」の項に含めることとする。さらに、株式等エクスポージャーに標準的手法を

適用して算出した信用リスク・アセットの額及びこれに係る所要自己資本の額については、項番２「信

用リスク うち、標準的手法適用分」の項に含めることとする。 

r 項番７「マーケット・ベース方式に基づく株式等エクスポージャー」の項イ欄の額は、当中間期に係

る第九面の開示を行う場合、同面の「マーケット・ベース方式が適用される株式等エクスポージャー」

の「合計」の項ル欄の額及び「100％のリスク・ウェイトが適用される株式等エクスポージャー」の項

ル欄の額の合計額と一致する。 

s 「複数の資産及び取引を裏付けとするエクスポージャー」の項には、標準的手法採用行にあっては、

リスク・ウェイトを直接に判定することができないものの信用リスク・アセットの額の合計額（イ欄及

びロ欄）及びこれに係る所要自己資本の額（ハ欄及びニ欄）をそれぞれ記載すること。 



t 「信用リスク・アセットのみなし計算が適用されるエクスポージャー」の項には、自己資本比率告示

第百六十七条又は持株自己資本比率告示第百四十五条に規定する信用リスク・アセットの額の合計額

（イ欄及びロ欄）及びこれに係る所要自己資本の額（ハ欄及びニ欄）をそれぞれ記載すること。 

u 項番 11「未決済取引」の項には、標準的手法採用行にあっては自己資本比率告示第七十九条の五又

は持株自己資本比率告示第五十七条の五に規定する信用リスク・アセットの額、内部格付手法採用行に

あっては自己資本比率告示第百七十七条の二又は持株自己資本比率告示第百五十五条の二に規定する

信用リスク・アセットの額の合計額（イ欄及びロ欄）及びこれに係る所要自己資本の額（ハ欄及びニ欄）

をそれぞれ記載すること。 

v 「信用リスク・アセットの額の算出対象となっている証券化エクスポージャー」の欄には、自己資本

比率告示第八章の規定又は持株自己資本比率告示第六章の規定により算出した証券化エクスポージャ

ーの信用リスク・アセットの合計額（イ欄及びロ欄）及びこれに係る所要自己資本の額（ハ欄及びニ欄）

をそれぞれ記載すること。 

w 項番 12「信用リスク・アセットの額の算出対象となっている証券化エクスポージャー」の項イ欄の

額は、当中間期に係る第十九面及び第二十面の開示を行う場合、それぞれの面の項番 10 から項番 13

までの項イ欄の合計額と一致する。 

x 項番 12「信用リスク・アセットの額の算出対象となっている証券化エクスポージャー」の項ハ欄の

額は、当中間期に係る第十九面及び第二十面の開示を行う場合、それぞれの面の項番 14 から項番 17

までの項イ欄の合計額と一致する。 

y 項番 13「信用リスク・アセットの額の算出対象となっている証券化エクスポージャー うち、内部

格付手法における外部格付準拠方式又は内部評価方式適用分」の項イ欄の額は、当中間期に係る第十九

面及び第二十面の開示を行う場合、それぞれの面の項番 10「内部格付手法における外部格付準拠方式

又は内部評価方式により算出した信用リスク・アセット」の項イ欄の合計額と一致する。 

z 項番 13「信用リスク・アセットの額の算出対象となっている証券化エクスポージャー うち、内部

格付手法における外部格付準拠方式又は内部評価方式適用分」の項ハ欄の額は、当中間期に係る第十九

面及び第二十面の開示を行う場合、それぞれの面の項番 14「内部格付手法における外部格付準拠方式

又は内部評価方式が適用される証券化エクスポージャーに係る所要自己資本」の項イ欄の合計額と一致

する。 

aa 項番 14「信用リスク・アセットの額の算出対象となっている証券化エクスポージャー うち、内部

格付手法における指定関数方式適用分」の項イ欄の額は、当中間期に係る第十九面及び第二十面の開示

を行う場合、それぞれの面の項番 11「内部格付手法における指定関数方式により算出した信用リスク・

アセット」の項イ欄の合計額と一致する。 

bb 項番 14「信用リスク・アセットの額の算出対象となっている証券化エクスポージャー うち、内部

格付手法における指定関数方式適用分」の項ハ欄の額は、当中間期に係る第十九面及び第二十面の開示

を行う場合、それぞれの面の項番 15「内部格付手法における指定関数方式が適用される証券化エクス

ポージャーに係る所要自己資本」の項イ欄の合計額と一致する。 

cc 項番 15「信用リスク・アセットの額の算出対象となっている証券化エクスポージャー うち、標準



的手法適用分」の項イ欄の額は、当中間期に係る第十九面及び第二十面の開示を行う場合、それぞれの

面の項番 12「標準的手法により算出した信用リスク・アセット」の項イ欄の合計額と一致する。 

dd 項番 15「信用リスク・アセットの額の算出対象となっている証券化エクスポージャー うち、標準

的手法適用分」の項ハ欄の額は、当中間期に係る第十九面及び第二十面の開示を行う場合、それぞれの

面の項番 16「標準的手法が適用される証券化エクスポージャーに係る所要自己資本」の項イ欄の合計

額と一致する。 

ee 「信用リスク・アセットの額の算出対象となっている証券化エクスポージャー うち、1250％のリ

スク・ウェイト適用分」の項イ欄の額は、当中間期に係る第十九面及び第二十面の開示を行う場合、そ

れぞれの面の項番13「自己資本比率告示第二百四十七条第一項の規定又は持株自己資本比率告示第二百

二十五条第一項の規定により1250％のリスク・ウェイトが適用される証券化エクスポージャーに係る信

用リスク・アセット」の項イ欄の合計額と一致する。 

ff 「信用リスク・アセットの額の算出対象となっている証券化エクスポージャー うち、1250％のリ

スク・ウェイト適用分」の項ハ欄の額は、当中間期に係る第十九面及び第二十面の開示を行う場合、そ

れぞれの面の項番17「自己資本比率告示第二百四十七条第一項の規定又は持株自己資本比率告示第二百

二十五条第一項の規定により1250％のリスク・ウェイトが適用される証券化エクスポージャーに係る所

要自己資本」の項イ欄の合計額と一致する。 

gg 項番 16「マーケット・リスク」の項には、自己資本比率告示第九章の規定又は持株自己資本比率告

示第七章の規定により算出したマーケット・リスク相当額の合計額を８パーセントで除して得た額（イ

欄及びロ欄）及びこれに係る所要自己資本の額（ハ欄及びニ欄）をそれぞれ記載すること。なお、特定

取引勘定における証券化エクスポージャーを含み、項番４「カウンターパーティ信用リスク」の項に含

まれるものは含まない。 

hh 項番 17「マーケット・リスク うち、標準的方式適用分」の項イ欄の額は、当中間期に係る第二十

一面の開示を行う場合、同面の項番９「合計」の項の額と一致する。 

ii 項番 18「マーケット・リスク うち、内部モデル方式適用分」の項イ欄の額は、当中間期末を四半

期末とする四半期に係る別紙様式第八号第四面の開示を行う場合、同面の項番８c「当四半期末におけ

るリスク・アセット」の項ヘ欄の額と一致する。 

jj 項番 19「オペレーショナル・リスク」の項には、自己資本比率告示第十章の規定又は持株自己資本

比率告示第八章の規定により算出したオペレーショナル・リスク相当額の合計額（イ欄及びロ欄）及び

これに係る所要自己資本の額（ハ欄及びニ欄）をそれぞれ記載すること。 

kk 項番 23「特定項目のうち、調整項目に算入されない部分に係るエクスポージャー」の項には、標準

的手法採用行にあっては自己資本比率告示第七十六条の三の規定又は持株自己資本比率告示第五十四

条の三の規定により、内部格付手法採用行にあっては自己資本比率告示第百七十八条の三の規定又は持

株自己資本比率告示第百五十六条の三の規定により、250 パーセントのリスク・ウェイトが適用される

エクスポージャーに係るリスク・アセットの額（イ欄及びロ欄）及びこれに係る所要自己資本額（ハ欄

及びニ欄）をそれぞれ記載すること。 

ll 「経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるものの額」の項には、銀行法第十四条の二の



規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断

するための基準等の一部を改正する件（平成二十四年金融庁告示第二十八号）附則第七条第二項又は第

四項のいずれかに規定する調整項目に係る経過措置により調整項目の額に算入されなかったものにつ

いて、同告示による改正前の自己資本比率告示の規定又は持株自己資本比率告示の規定によるリスク・

アセットの額（イ欄及びロ欄）及びこれに係る所要自己資本額（ハ欄及びニ欄）をそれぞれ記載するこ

と。 

mm 項番 24「フロア調整」の項には、自己資本比率告示第十三条又は第二十四条の規定又は持株自己資

本比率告示第十三条の規定により自己資本比率告示第二条各号及び第二条の二第一項又は第十四条各

号及び第十四条の二第一項又は持株自己資本比率告示第二条各号及び第二条の二第一項の算式の分母

に加えるべき額（イ欄及びロ欄）及びこれらに係る所要自己資本の額（ハ欄及びニ欄）をそれぞれ記載

すること。 

nn この面に定める各項目につき、自金融機関で該当する額がない場合には項を削除せず、「－」を記

載すること。 

oo この面に記載する額は、この面で指定された単位で記載し、当該単位未満の端数は切り捨てること。 

pp この面におけるロ欄及びニ欄の「前中間期末」が平成三十年三月三十一日前となる場合には、当該

欄は記載することを要しない。 



（第二面）

（単位：百万円）

（注） 

 この面において使用する用語は、特段の定めがない限り、自己資本比率告示及び持株自己資本比率告示において使用する用語の例によるものとする。 

 この面においては、カウンターパーティ信用リスク、証券化取引に係る信用リスク、複数の資産及び取引を裏付けとするエクスポージャー（リスク・ウェイトを

直接に判定することができないものをいう。）並びに信用リスク・アセットのみなし計算（自己資本比率告示第百六十七条の規定又は持株自己資本比率告示第百四十

五条の規定により信用リスク・アセットの額を計算することをいう。）に係る信用リスクは対象外とする。 

a 項番１「貸出金」の項には、貸借対照表又は連結貸借対照表における貸出金に含まれる資産を対象として計数を記載すること。 

CR１:資産の信用の質 

項番 

イ ロ ハ ニ 

帳簿価額の総額 

引当金 
ネット金額 

(イ＋ロ－ハ) 
デフォルトした 

エクスポージャー 

非デフォルト 

エクスポージャー 

 オン・バランスシートの資産   

１ 貸出金     

２ 有価証券（うち負債性のもの）     

３ その他オン・バランスシートの資産（うち負債性のもの）     

４ オン・バランスシートの資産の合計 （１＋２＋３）     

 オフ・バランスシートの資産     

５ 支払承諾等     

６ コミットメント等     

７ オフ・バランスシートの資産の合計（５＋６）     

 合計     

８ 合計 （４＋７）     



b 項番２「有価証券（うち負債性のもの）」の項には、貸借対照表又は連結貸借対照表における有価証券に含まれる資産のうち、負債性の商品に係る資産を対象

に計数を記載すること。 

c 項番３「その他オン・バランスシートの資産（うち負債性のもの）」の項には、貸借対照表又は連結貸借対照表における貸出金及び有価証券以外の資産のうち、

負債性の商品に係る資産を対象に計数を記載すること（ただし、貸借対照表又は連結貸借対照表における支払承諾見返に含まれる資産、派生商品取引に係る資

産及び特定取引勘定に属する資産を除く。）。 

d 項番４「オン・バランスシートの資産の合計（１＋２＋３）」の項には、項番１、項番２及び項番３の項に計上される額の合計額を記載すること。 

e 項番５「支払承諾等」の項には、金融機関が提供する保証及びクレジット・デリバティブによるプロテクションに係るエクスポージャーの額を記載すること。 

f 項番６「コミットメント等」の項には、コミットメントのうち、取消し不能なコミットメント（条件の有無にかかわらず取消し可能なコミットメントを除く。）

に係る信用供与枠の未引出額に係るエクスポージャーの額（ただし、CCF（自己資本比率告示又は持株自己資本比率告示に基づき信用供与枠の未引出額に対して

適用される掛目をいう。以下この面において同じ。）の適用前の額とする。）を対象として、計数を記載すること。 

g 項番７「オフ・バランスシートの資産の合計（５＋６）」の項には、項番５及び項番６の項に計上される額の合計額を記載すること。 

h 項番８「合計（４＋７）」の項には、項番４及び項番７の項に計上される額の合計額を記載すること。 

i それぞれの項に含まれる対象資産が明確でない場合には、説明を付すこと。 

j イ欄及びロ欄には、引当金の控除前かつ自己資本比率告示又は持株自己資本比率告示に基づき信用リスク・アセットの額の算出に用いられている償却額の償

却後のエクスポージャー額を記載すること。また、当該額は、自己資本比率告示第八十条第一項又は持株自己資本比率告示第五十八条第一項に規定する信用リ

スク削減手法及び CCF の適用前の額とすること。 

k イ欄には、標準的手法が適用される資産においては自己資本比率告示第七十一条第一項又は持株自己資本比率告示第四十九条第一項に規定する三月以上延滞

エクスポージャー（自己資本比率告示第七十二条第一項又は持株自己資本比率告示第五十条第一項に規定するエクスポージャーを含む。また、自己資本比率告

示第七十一条第三項及び第七十二条第三項の規定又は持株自己資本比率告示第四十九条第三項及び第五十条第三項の規定により延滞に係る基準として三月以上

に代えて九十日超を用いている場合にあっては、元金又は利息の支払が、約定支払日の翌日を起算日として九十日超延滞している者に係るエクスポージャーを

いう。）に該当するエクスポージャーの額を、内部格付手法が適用される資産においてはデフォルト事由（自己資本比率告示第二百五条第一項又は持株自己資本

比率告示第百八十三条第一項に規定するデフォルト事由をいう。以下この面において同じ。）が生じ、その後当該デフォルト事由が解消されていないエクスポー

ジャーの額をそれぞれ記載するとともに、自金融機関が採用するデフォルト事由の判定基準につき、説明を付すこと（資産区分等により判定基準が異なる場合



には、その全てを記載すること。）。 

l ハ欄には、項番１から項番８までのそれぞれに対応するものとして計上される引当金の合計額を記載すること。 

m ニ欄には、イ欄及びロ欄の合計額から、ハ欄の額を控除した額を記載すること。 

n 「オン・バランスシートの資産」の項番１から項番４までの項ニ欄の額は、それぞれ第四面の項番１から項番４までの項イ欄及びロ欄の合計額と一致する。 

o この面に定める各項目につき、自金融機関で該当する額がない場合には項を削除せず、「－」を記載すること。 

p この面に記載する額は、この面で指定された単位で記載し、当該単位未満の端数は切り捨てること。 



（第三面）

（単位：百万円） 

（注） 

この面において使用する用語は、特段の定めがない限り、自己資本比率告示及び持株自己資本比率告示

において使用する用語の例によるものとする。 

この面においては、カウンターパーティ信用リスク、証券化取引に係る信用リスク、複数の資産及び取

引を裏付けとするエクスポージャー（リスク・ウェイトを直接に判定することができないものをいう。）並

びに信用リスク・アセットのみなし計算（自己資本比率告示第百六十七条の規定又は持株自己資本比率告

示第百四十五条の規定により信用リスク・アセットの額を計算することをいう。）に係る信用リスクは対象

外とする。 

a この面において「デフォルト状態」とは、標準的手法が適用される資産においては自己資本比率告示

第七十一条第一項又は持株自己資本比率告示第四十九条第一項に規定する三月以上延滞エクスポージ

ャー（自己資本比率告示第七十二条第一項又は持株自己資本比率告示第五十条第一項に規定するエクス

ポージャーを含む。また、自己資本比率告示第七十一条第三項及び第七十二条第三項の規定又は持株自

己資本比率告示第四十九条第三項及び第五十条第三項の規定により延滞に係る基準として三月以上に

代えて九十日超を用いている場合にあっては、元金又は利息の支払が、約定支払日の翌日を起算日とし

て九十日超延滞している者に係るエクスポージャーをいう。）に該当する状態を、内部格付手法が適用

される資産においてはデフォルト事由（自己資本比率告示第二百五条第一項又は持株自己資本比率告示

第百八十三条第一項に規定するデフォルト事由をいう。以下この面において同じ。）が生じ、その後当

該デフォルト事由が解消されていない状態を指すものとする。 

b 項番１「前事業年度末時点においてデフォルト状態にある貸出金・有価証券等（うち負債性のもの）

の残高」の項には、前事業年度末時点においてデフォルト状態にある貸出金及び有価証券等（うち負債

性のもの）のエクスポージャー額（自己資本比率告示又は持株自己資本比率告示に基づき信用リスク・

アセットの額の算出に用いられている償却額の償却後かつ引当金控除前の額）を記載すること。（「貸出

金」は第二面の項番１「貸出金」の項に計上される資産を、「有価証券等（うち負債性のもの）」は同面

の項番２「有価証券（うち負債性のもの）」及び項番３「その他オン・バランスシートの資産（うち負

債性のもの）」の項に計上される資産を指すものとする。以下この面において同じ。） 

CR２:デフォルトした貸出金・有価証券等（うち負債性のもの）の残高の変動 

項番  額 

１ 前事業年度末時点においてデフォルト状態にある貸出金・有価証券等（うち負債性の

もの）の残高 

２ 貸出金・有価証券等

（うち負債性のもの）

の当中間期中の要因

別の変動額 

デフォルトした額  

３ 非デフォルト状態へ復帰した額  

４ 償却された額  

５ その他の変動額  

６ 当中間期末時点においてデフォルト状態にある貸出金・有価証券等（うち負債性のも

の）の残高 （１＋２－３－４＋５） 



c 項番２「デフォルトした額」の項には、当中間期中に新たにデフォルト事由が生じた貸出金及び有価

証券等（うち負債性のもの）につき、当該デフォルト事由が生じた時点のエクスポージャー額（自己資

本比率告示又は持株自己資本比率告示に基づき信用リスク・アセットの額の算出に用いられている償却

額の償却後かつ引当金控除前の額）を記載すること。ただし、一の債務者又はエクスポージャーにつき、

当中間期中に複数回デフォルト事由が発生している場合にあっては、最後のデフォルト事由のみを対象

に集計すること。 

d 項番３「非デフォルト状態へ復帰した額」の項には、項番１及び項番２の項に計上されている貸出金

及び有価証券等（うち負債性のもの）のうち、当中間期中にデフォルト事由が全て解消されたものにつ

き、最初にデフォルト事由が全て解消された時点のエクスポージャー額（自己資本比率告示又は持株自

己資本比率告示に基づき信用リスク・アセットの額の算出に用いられている償却額の償却後かつ引当金

控除前の額）を記載すること。 

e 項番４「償却された額」の項には、項番１及び項番２の項に計上されている貸出金及び有価証券等（う

ち負債性のもの）のうち、当中間期中に（当中間期中にデフォルト事由が全て解消された場合にあって

は、最初にデフォルト事由が全て解消された時点までの間に）償却された額（部分直接償却を含む。）

を記載すること。 

f 項番５「その他の変動額」の項には、合計額が一致するために必要な調整額（負の場合には負数）を

記載すること。なお、当該変動額の発生要因のうちの主なものについて説明を付すこと（「デフォルト

状態にあるエクスポージャーの回収による残高減少」「デフォルト状態にあるエクスポージャーの売却

による残高減少」「デフォルト期間中の追加与信」等）。 

g 項番６「当中間期末時点においてデフォルト状態にある貸出金・有価証券等（うち負債性のもの）の

残高（１＋２－３－４＋５）」の項には、当中間期末時点においてデフォルト状態にある貸出金及び有

価証券等（うち負債性のもの）のエクスポージャー額（自己資本比率告示又は持株自己資本比率告示に

基づき信用リスク・アセットの額の算出に用いられている償却額の償却後かつ引当金控除前の額）を記

載すること。 

h この面に定める各項目につき、自金融機関で該当する額がない場合には項を削除せず、「－」を記載

すること。 

i この面に記載する額は、この面で指定された単位で記載し、当該単位未満の端数は切り捨てること。 



（第四面）

（単位：百万円）

（注） 

この面において使用する用語は、特段の定めがない限り、自己資本比率告示及び持株自己資本比率告示において使用する用語の例によるものとする。 

この面においては、カウンターパーティ信用リスク、証券化取引に係る信用リスク、複数の資産及び取引を裏付けとするエクスポージャー（リスク・ウェイトを

直接に判定することができないものをいう。）並びに信用リスク・アセットのみなし計算（自己資本比率告示第百六十七条の規定又は持株自己資本比率告示第百四十

五条の規定により信用リスク・アセットの額を計算することをいう。）に係る信用リスクは対象外とする。 

a 項番１「貸出金」の項には、貸借対照表又は連結貸借対照表における貸出金に含まれる資産を対象として計数を記載すること。 

b 項番２「有価証券（負債性のもの）」の項には、貸借対照表又は連結貸借対照表における有価証券に含まれる資産のうち、負債性の商品に係る資産を対象に計

数を記載すること。 

c 項番３「その他オン・バランスシートの資産（負債性のもの）」の項には、貸借対照表又は連結貸借対照表における貸出金及び有価証券以外の資産のうち、

負債性の商品に係る資産を対象に計数を記載すること（ただし、貸借対照表又は連結貸借対照表における支払承諾見返に含まれる資産、派生商品取引に係る資

産及び特定取引勘定に属する資産を除く。）。 

CR３:信用リスク削減手法 

項番 

イ ロ ハ ニ ホ 

非保全エクスポージ

ャー 

保全されたエクスポ

ージャー 

担保で保全されたエ

クスポージャー 

保証で保全されたエ

クスポージャー 

クレジット・デリバテ

ィブで保全されたエ

クスポージャー 

１ 貸出金      

２ 有価証券（負債性のもの）      

３ その他オン・バランスシー

トの資産（負債性のもの） 

４ 合計 （１＋２＋３）      

５ うちデフォルトしたもの      



d 項番４「合計（１＋２＋３）」の項には、項番１から項番３までの項に計上される額の合計額を記載すること。 

e 項番５「うちデフォルトしたもの」の項には、項番４「合計（１＋２＋３）」の項に記載されたエクスポージャーのうち、報告基準日時点においてデフォルト

状態にある資産を対象として計数を記載すること。なお、デフォルト状態にある資産とは、標準的手法が適用される資産においては自己資本比率告示第七十一

条第一項又は持株自己資本比率告示第四十九条第一項に規定する三月以上延滞エクスポージャー（自己資本比率告示第七十二条第一項又は持株自己資本比率告

示第五十条第一項に規定するエクスポージャーを含む。また、自己資本比率告示第七十一条第三項及び第七十二条第三項の規定又は持株自己資本比率告示第四

十九条第三項及び第五十条第三項の規定により延滞に係る基準として三月以上に代えて九十日超を用いている場合にあっては、元金又は利息の支払が、約定支

払日の翌日を起算日として九十日超延滞している者に係るエクスポージャーをいう。）を、内部格付手法が適用される資産においてはデフォルト事由（自己資本

比率告示第二百五条第一項又は持株自己資本比率告示第百八十三条第一項に規定するデフォルト事由をいう。以下この面において同じ。）が生じ、その後当該デ

フォルト事由が解消されていないエクスポージャーを指すものとする。 

f それぞれの項に含まれる対象資産が明確でない場合には、説明を付すこと。 

g イ欄からホ欄までには、引当金の控除後のエクスポージャー額を記載すること。 

h イ欄には、エクスポージャーの全部が、自金融機関の採用する手法（標準的手法又は内部格付手法）において有効とされる担保、保証又はクレジット・デリ

バティブ（信用リスク・アセットの額を算出するに当たり、信用リスク削減手法（自己資本比率告示第八十条第一項又は持株自己資本比率告示第五十八条第一

項に規定する信用リスク削減手法をいう。以下この面において同じ。）として利用しない又は利用できないものを含む。）によって保全されていない場合には、

当該エクスポージャーの額の合計額を記載すること。 

i ロ欄には、エクスポージャーの全額から、イ欄の額を控除した額を記載すること。 

j ハ欄からホ欄までには、エクスポージャーの一部又は全部が自金融機関の採用する手法（標準的手法又は内部格付手法）において有効とされる担保、保証又

はクレジット・デリバティブ（信用リスク・アセットの額を算出するに当たり、信用リスク削減手法として利用しない又は利用できないものを除く。）によって

保全されている額（エクスポージャーの額を超過する部分を除いたヘアカット考慮後の保全実行により回収が見込まれる額）を記載すること。 

k 項番１から項番４までの項のイ欄及びロ欄の額は、それぞれ第二面の「オン・バランスシートの資産」の項番１から項番４までの項ニ欄の額と一致する。 

l この面に定める各項目につき、自金融機関で該当する額がない場合には項を削除せず、「－」を記載すること。 

m この面に記載する額は、この面で指定された単位で記載し、当該単位未満の端数は切り捨てること。 



（第五面）

（単位：百万円、％）

CR４:標準的手法-信用リスク・エクスポージャーと信用リスク削減手法の効果 

項番 

イ ロ ハ ニ ホ ヘ 

CCF・信用リスク削減手法 

適用前のエクスポージャー 

CCF・信用リスク削減手法 

適用後のエクスポージャー 

信用リスク・ア

セットの額 

リスク・ウェイ

トの加重平均値

（RWA density） 資産クラス オン・バランス

シートの額 

オフ・バランス

シートの額 

オン・バランス

シートの額 

オフ・バランス

シートの額 

１ 現金       

２ 日本国政府及び日本銀行向け       

３ 外国の中央政府及び中央銀行向け       

４ 国際決済銀行等向け       

５ 我が国の地方公共団体向け       

６ 外国の中央政府等以外の公共部門向け       

７ 国際開発銀行向け       

８ 地方公共団体金融機構向け       

９ 我が国の政府関係機関向け       

10 地方三公社向け       

11 金融機関及び第一種金融商品取引業者向け       

12 法人等向け       

13 中小企業等向け及び個人向け       

14 抵当権付住宅ローン       

15 不動産取得等事業向け       



（注） 

この面において使用する用語は、特段の定めがない限り、自己資本比率告示及び持株自己資本比率告示において使用する用語の例によるものとする。 

この面においては、カウンターパーティ信用リスク、証券化取引に係る信用リスク及び複数の資産及び取引を裏付けとするエクスポージャー（リスク・ウェイト

を直接に判定することができないものをいう。）に係る信用リスクは対象外とする。 

a イ欄からニ欄までには、標準的手法において認識されるエクスポージャーの額（自己資本比率告示又は持株自己資本比率告示に基づき信用リスク・アセット

の額の算出に用いられている引当金（一般貸倒引当金を除く。）の控除後かつ部分直接償却後の額）を記載すること。 

b イ欄には、信用リスク削減手法（自己資本比率告示第八十条第一項又は持株自己資本比率告示第五十八条第一項に規定する信用リスク削減手法をいう。以下

この面において同じ。）の効果を勘案する前の、オン・バランスシートのエクスポージャー（オフ・バランス取引を除く自己資本比率告示第六章又は持株自己資

本比率告示第四章に規定する信用リスクの標準的手法の計算対象となる資産のエクスポージャーをいう。以下この面において同じ。）の額を記載すること。 

c ロ欄には、CCF（自己資本比率告示又は持株自己資本比率告示に基づき信用供与枠の未引出額又はオフ・バランス取引に係る想定元本額に対して適用される掛

目をいう。以下この面において同じ。）を適用する前の、オフ・バランス取引のエクスポージャーの額（CCF を適用する対象となる信用供与枠の未引出額又はそ

の他のオフ・バランス取引に係る想定元本額）を記載すること。また、当該額は信用リスク削減手法の効果を勘案する前の額とすること。 

d ハ欄には、信用リスク削減手法の効果を勘案した後のオン・バランスシートのエクスポージャーの額を記載すること。 

e ニ欄には、CCFを適用し、かつ信用リスク削減手法の効果を勘案した後の、オフ・バランス取引のエクスポージャーの額を記載すること。 

f ヘ欄には、ホ欄の額をハ欄及びニ欄の合計額で除して得た比率を記載すること。 

g 内部格付手法採用行は、自己資本比率告示第百四十六条若しくは第百四十八条の規定又は持株自己資本比率告示第百二十四条若しくは百二十六条の規定によ

16 三月以上延滞等（抵当権付住宅ローンを除く。）       

17 抵当権付住宅ローンに係る三月以上延滞       

18 取立未済手形       

19 信用保証協会等による保証付       

20 株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付       

21 出資等（重要な出資を除く。）       

22 合計       



り標準的手法を適用する事業単位又は資産区分がある場合には、当該事業単位又は資産区分に係る計数を記載すること（項については統合して開示することが

できるが、異なる資産区分は各別に記載すること。）。ただし、当該事業単位又は資産区分に係る開示情報が利用者にとって重要でないと考えられる場合には、

記載を省略することができる。この場合において、当該事業単位又は資産区分に係る開示情報が利用者にとって重要でないと考えられる理由を、当該事業単位

又は資産区分に係るエクスポージャーの内容の説明及び当該エクスポージャーの信用リスク・アセットの額の合計額と併せて記載すること。 

h 項番１「現金」の項には、現金（外国通貨及び金を含む。）に係る額を記載すること。 

i 項番２「日本国政府及び日本銀行向け」の項には、日本国政府及び日本銀行向けエクスポージャーに係る額を記載すること。 

j 項番３「外国の中央政府及び中央銀行向け」の項には、外国の中央政府及び中央銀行向けエクスポージャーに係る額を記載すること。 

k 項番４「国際決済銀行等向け」の項には、国際決済銀行、国際通貨基金、欧州中央銀行、欧州共同体、欧州安定メカニズム及び欧州金融安定ファシリティ向

けエクスポージャーに係る額を記載すること。 

l 項番５「我が国の地方公共団体向け」の項には、我が国の地方公共団体向けエクスポージャー（特定の事業からの収入のみをもって返済されることとなって

いるものを除く。）に係る額を記載すること。 

m 項番６「外国の中央政府等以外の公共部門向け」の項には、外国の中央政府及び中央銀行以外の公共部門（当該国による公共部門の定義によるものとする。）

向けエクスポージャー（特定の事業からの収入のみをもって返済されることとなっているものを除く。）に係る額を記載すること。 

n 項番７「国際開発銀行向け」の項には、国際開発銀行（国際復興開発銀行、国際金融公社、多数国間投資保証機関、アジア開発銀行、アフリカ開発銀行、欧

州復興開発銀行、米州開発銀行、欧州投資銀行、欧州投資基金、北欧投資銀行、カリブ開発銀行、イスラム開発銀行、予防接種のための国際金融ファシリティ

及び欧州評議会開発銀行を含む。）向けエクスポージャーに係る額を記載すること。 

o 項番８「地方公共団体金融機構向け」の項には、地方公共団体金融機構向けエクスポージャーに係る額を記載すること。 

p 項番９「我が国の政府関係機関向け」の項には、自己資本比率告示第六十一条第一項各号又は持株自己資本比率告示第三十九条第一項各号に掲げる法人向け

のエクスポージャーに係る額を記載すること。 

q 項番 10「地方三公社向け」の項には、土地開発公社、地方住宅供給公社及び地方道路公社向けのエクスポージャーに係る額を記載すること。 

r 項番 11「金融機関及び第一種金融商品取引業者向け」の項には、金融機関（自己資本比率告示第一条第七号ロ又は持株自己資本比率告示第一条第七号ロに掲

げる者を除く。）、外国銀行、銀行持株会社及び銀行持株会社に準ずる外国の会社並びに第一種金融商品取引業者向けのエクスポージャーに係る額を記載するこ

と。 



s 項番 12「法人等向け」の項には、自己資本比率告示第六十五条第一項又は持株自己資本比率告示第四十三条第一項に規定する法人等向けエクスポージャーに

係る額を記載すること。ただし、項番 13に該当するものは含めないものとする。 

t 項番 13「中小企業等向け及び個人向け」の項には、信用リスク削減手法の効果を勘案する前において、75パーセントのリスク・ウェイトが適用される中小企

業等（自己資本比率告示第六十八条第三項各号又は持株自己資本比率告示第四十六条第三項各号に掲げるものをいう。）向けエクスポージャー及び個人向けエク

スポージャーに係る額を記載すること。 

u 項番 14「抵当権付住宅ローン」の項には、抵当権付住宅ローン（自己資本比率告示第六十九条又は持株自己資本比率告示第四十七条に規定する抵当権付住宅

ローンをいう。以下この面において同じ。）に係る額を記載すること。 

v 項番 15「不動産取得等事業向け」の項には、不動産の取得又は運用を目的とした事業に対する法人等向けエクスポージャー、中小企業等向けエクスポージャ

ー又は個人向けエクスポージャーであって、返済が専ら当該不動産からの賃料その他の収入に依存しているものに係る額を記載すること。また、項番 15に計上

するものは、他の項に重複して計上しないこと。 

w 項番16「三月以上延滞等（抵当権付住宅ローンを除く。）」の項には、三月以上延滞エクスポージャー（自己資本比率告示第七十一条第一項又は持株自己資本

比率告示第四十九条第一項に規定する三月以上延滞エクスポージャーをいう。ただし、自己資本比率告示第七十一条第三項の規定又は持株自己資本比率告示第

四十九条第三項の規定により延滞に係る基準として三月以上に代えて九十日超を用いている場合にあっては、元金又は利息の支払が、約定支払日の翌日を起算

日として九十日超延滞している者に係るエクスポージャーをいう。以下この面において同じ。）に係る額を記載すること。また、項番16に計上しているものは、

他の項に重複して計上しないこと。 

x 項番 17「抵当権付住宅ローンに係る三月以上延滞」の項には、抵当権付住宅ローンに該当するエクスポージャーのうち三月以上延滞エクスポージャーである

ものに係る額を記載すること。また、項番 17に計上しているものは、他の項に重複して計上しないこと。 

y 項番 18「取立未済手形」の項には、取立未済手形に係る額を記載すること。また、項番 18に計上しているものは、他の項に重複して計上しないこと。 

z 項番 19「信用保証協会等による保証付」の項には、信用保証協会等により保証されたエクスポージャーに係る額を記載すること。また、項番 19に計上してい

るものは、他の項に重複して計上しないこと。 

aa 項番 20「株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付」の項には、株式会社地域経済活性化支援機構及び株式会社東日本大震災事業者再生支援機構によ

り保証されたエクスポージャーに係る額を記載すること。また、項番 20に計上しているものは、他の項に重複して計上しないこと。 

bb 項番 21「出資等（重要な出資を除く。）」の項には、自己資本比率告示第七十六条の規定又は持株自己資本比率告示第五十四条の規定により 100 パーセントの



リスク・ウェイトが適用される出資等のエクスポージャーに係る額を記載すること。 

cc 項番 22「合計」の項ハ欄及びニ欄の合計額は、第六面の項番 22「合計」の項ル欄の額と一致する。 

dd 項番 22「合計」の項ホ欄の額は、第一面の項番２「信用リスク うち、標準的手法適用分」の項イ欄の額と一致する。 

ee この面に定める各項目につき、自金融機関で該当する額等がない場合には項を削除せず、「－」を記載すること。 

ff この面に記載する額は、この面で指定された単位で記載し、当該単位未満の端数は切り捨てること。 

gg この面に記載する比率は、小数点以下二位未満の端数があるときは、これを切り捨てること。 



（第六面）

 （単位：百万円） 

CR５:標準的手法-資産クラス及びリスク・ウェイト別の信用リスク・エクスポージャー 

項番 

イ ロ ハ ニ ホ ヘ ト チ リ ヌ ル 

信用リスク・エクスポージャーの額（CCF・信用リスク削減手法適用後） 

リスク・ウェイト 

資産クラス 

0% 10% 20% 35% 50% 75% 100% 150% 250% 1250% 合計 

１ 現金            

２ 日本国政府及び日本銀行向け            

３ 外国の中央政府及び中央銀行向け            

４ 国際決済銀行等向け            

５ 我が国の地方公共団体向け            

６ 外国の中央政府等以外の公共部門向け 

７ 国際開発銀行向け            

８ 地方公共団体金融機構向け            

９ 我が国の政府関係機関向け            

10 地方三公社向け            

11 金融機関及び第一種金融商品取引業者向け            

12 法人等向け            

13 中小企業等向け及び個人向け            

14 抵当権付住宅ローン            



（注） 

この面において使用する用語は、特段の定めがない限り、自己資本比率告示及び持株自己資本比率告示において使用する用語の例によるものとする。 

この面においては、カウンターパーティ信用リスク、証券化取引に係る信用リスク及び複数の資産及び取引を裏付けとするエクスポージャー（リスク・ウェイト

を直接に判定することができないものをいう。）に係る信用リスクは対象外とする。 

a イ欄からル欄までには、自己資本比率告示第六章又は持株自己資本比率告示第四章に定める信用リスクの標準的手法の計算対象となる資産（オフ・バランス

取引も含む。）であって、CCF（自己資本比率告示又は持株自己資本比率告示に基づき信用供与枠の未引出額又はオフ・バランス取引に係る想定元本額に対して

適用される掛目をいう。）の適用後かつ信用リスク削減手法（自己資本比率告示第八十条第一項又は持株自己資本比率告示第五十八条第一項に規定する信用リス

ク削減手法をいう。以下この面において同じ。）の効果の勘案後のエクスポージャーの額とすること。 

b 内部格付手法採用行は、自己資本比率告示第百四十六条若しくは第百四十八条の規定又は持株自己資本比率告示第百二十四条若しくは第百二十六条の規定に

より標準的手法を適用する事業単位又は資産区分がある場合には、当該事業単位又は資産区分に係る計数を記載すること（項については統合して開示すること

ができるが、異なる資産区分は各別に記載すること。）。ただし、当該事業単位又は資産区分に係る開示情報が利用者にとって重要でないと考えられる場合には、

記載を省略することができる。この場合において、当該事業単位又は資産区分に係る開示情報が利用者にとって重要でないと考えられる理由を、当該事業単位

又は資産区分に係るエクスポージャーの内容の説明及び当該エクスポージャーの信用リスク・アセットの額の合計額と併せて記載すること。 

c 項番１「現金」の項には、現金（外国通貨及び金を含む。）に係る額を記載すること。 

d 項番２「日本国政府及び日本銀行向け」の項には、日本国政府及び日本銀行向けエクスポージャーに係る額を記載すること。 

15 不動産取得等事業向け            

16 三月以上延滞等（抵当権付住宅ローンを除く。）            

17 抵当権付住宅ローンに係る三月以上延滞            

18 取立未済手形            

19 信用保証協会等による保証付            

20 株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付            

21 出資等 (重要な出資を除く。)            

22 合計            



e 項番３「外国の中央政府及び中央銀行向け」の項には、外国の中央政府及び中央銀行向けエクスポージャーに係る額を記載すること。 

f 項番４「国際決済銀行等向け」の項には、国際決済銀行、国際通貨基金、欧州中央銀行、欧州共同体、欧州安定メカニズム及び欧州金融安定ファシリティ向

けエクスポージャーに係る額を記載すること。 

g 項番５「我が国の地方公共団体向け」の項には、我が国の地方公共団体向けエクスポージャー（特定の事業からの収入のみをもって返済されることとなって

いるものを除く。）に係る額を記載すること。 

h 項番６「外国の中央政府等以外の公共部門向け」の項には、外国の中央政府及び中央銀行以外の公共部門（当該国による公共部門の定義によるものとする。）

向けエクスポージャー（特定の事業からの収入のみをもって返済されることとなっているものを除く。）に係る額を記載すること。 

i 項番７「国際開発銀行向け」の項には、国際開発銀行（国際復興開発銀行、国際金融公社、多数国間投資保証機関、アジア開発銀行、アフリカ開発銀行、欧

州復興開発銀行、米州開発銀行、欧州投資銀行、欧州投資基金、北欧投資銀行、カリブ開発銀行、イスラム開発銀行、予防接種のための国際金融ファシリティ

及び欧州評議会開発銀行を含む。）向けエクスポージャーに係る額を記載すること。 

j 項番８「地方公共団体金融機構向け」の項には、地方公共団体金融機構向けエクスポージャーに係る額を記載すること。 

k 項番９「我が国の政府関係機関向け」の項には、自己資本比率告示第六十一条第一項各号又は持株自己資本比率告示第三十九条第一項各号に掲げる法人向け

のエクスポージャーに係る額を記載すること。 

l 項番 10「地方三公社向け」の項には、土地開発公社、地方住宅供給公社及び地方道路公社向けのエクスポージャーに係る額を記載すること。 

m 項番 11「金融機関及び第一種金融商品取引業者向け」の項には、金融機関（自己資本比率告示第一条第七号ロ又は持株自己資本比率告示第一条第七号ロに掲

げる者を除く。）、外国銀行、銀行持株会社及び銀行持株会社に準ずる外国の会社並びに第一種金融商品取引業者向けのエクスポージャーに係る額を記載するこ

と。 

n 項番 12「法人等向け」の項には、自己資本比率告示第六十五条第一項又は持株自己資本比率告示第四十三条第一項に規定する法人等向けエクスポージャーに

係る額を記載すること。ただし、項番 13に該当するものは含めないものとする。 

o 項番 13「中小企業等向け及び個人向け」の項には、信用リスク削減手法の効果を勘案する前において、75パーセントのリスク・ウェイトが適用される中小企

業等（自己資本比率告示第六十八条第三項各号又は持株自己資本比率告示第四十六条第三項各号に掲げるものをいう。）向けエクスポージャー及び個人向けエク

スポージャーに係る額を記載すること。 

p 項番 14「抵当権付住宅ローン」の項には、抵当権付住宅ローンに係る額を記載すること。 



q 項番 15「不動産取得等事業向け」の項には、不動産の取得又は運用を目的とした事業に対する法人等向けエクスポージャー、中小企業等向けエクスポージャ

ー又は個人向けエクスポージャーであって、返済が専ら当該不動産からの賃料その他の収入に依存しているものに係る額を記載すること。また、項番 15に計上

するものは、他の項に重複して計上しないこと。 

r 項番16「三月以上延滞等（抵当権付住宅ローンを除く。）」の項には、三月以上延滞エクスポージャーに係る額を記載すること。また、項番16に計上している

ものは、他の項に重複して計上しないこと。 

s 項番 17「抵当権付住宅ローンに係る三月以上延滞」の項には、抵当権付住宅ローンに該当するエクスポージャーのうち三月以上延滞エクスポージャーである

ものに係る額を記載すること。また、項番 17に計上しているものは、他の項に重複して計上しないこと。 

t 項番 18「取立未済手形」の項には、取立未済手形に係る額を記載すること。また、項番 18に計上しているものは、他の項に重複して計上しないこと。 

u 項番 19「信用保証協会等による保証付」の項には、信用保証協会等により保証されたエクスポージャーに係る額を記載すること。また、項番 19に計上してい

るものは、他の項に重複して計上しないこと。 

v 項番 20「株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付」の項には、株式会社地域経済活性化支援機構及び株式会社東日本大震災事業者再生支援機構によ

り保証されたエクスポージャーに係る額を記載すること。また、項番 20に計上しているものは、他の項に重複して計上しないこと。 

w 項番 21「出資等（重要な出資を除く。）」の項には、自己資本比率告示第七十六条の規定又は持株自己資本比率告示第五十四条の規定により百パーセントのリ

スク・ウェイトが適用される出資等のエクスポージャーに係る額を記載すること。 

x 項番 22「合計」の項ル欄の額は、第五面の項番 22「合計」の項ハ欄及びニ欄の合計額と一致する。 

y この面に定める各項目につき、自金融機関で該当する額がない場合には項を削除せず、「－」を記載すること。 

z この面に記載する額は、この面で指定された単位で記載し、当該単位未満の端数は切り捨てること。 



（第七面）

（単位：百万円、％、千件、年） 

CR６:内部格付手法-ポートフォリオ及びデフォルト率（PD）区分別の信用リスク・エクスポージャー 

 イ ロ ハ ニ ホ へ ト チ リ ヌ ル ヲ 

項番 

PD区分 オン・バ

ランス

シー

ト・グロ

スエク

スポー

ジャー

の額 

CCF・信

用 リ ス

ク 削 減

手 法 適

用 前 の

オフ・バ

ラ ン ス

シ ー ト

・エクス

ポ ー ジ

ャ ー の

額 

平均CCF CCF・信

用リス

ク削減

手法適

用後EAD 

平均 PD 債務者

の数 

平均LGD 平均残

存期間 

信用リ

スク・ア

セット

の額 

リス

ク・ウェ

イトの

加重平

均値

（RWA 

density

） 

EL 適格引

当金 

 ソブリン向けエクスポージャー 

１ 0.00 以上 0.15 未満             

２ 0.15 以上 0.25 未満            

３ 0.25 以上 0.50 未満            

４ 0.50 以上 0.75 未満            

５ 0.75 以上 2.50 未満            

６ 2.50 以上 10.00 未満            



（注） 

この面において使用する用語は、特段の定めがない限り、自己資本比率告示及び持株自己資本比率告示において使用する用語の例によるものとする。 

この面においては、カウンターパーティ信用リスク、証券化取引に係る信用リスク及び信用リスク・アセットのみなし計算（自己資本比率告示第百六十七条の規

定又は持株自己資本比率告示第百四十五条の規定により信用リスク・アセットの額を計算することをいう。）に係る信用リスクは対象外とする。 

a この面においては、自己資本比率規制上の連結の範囲に含まれ、かつ内部格付手法において認識される計数を記載すること（標準的手法を適用するポートフ

ォリオについては、この面における開示の対象外とする。）。 

b 内部格付手法が適用されるポートフォリオごとに区分して計数を記載すること（どのポートフォリオに係る計数を記載しているかが明らかになるよう、適宜

項を追加し、ポートフォリオの名称を記載すること。）。ポートフォリオ区分には、少なくとも、 ソブリン向けエクスポージャー、 金融機関等向けエクスポ

ージャー、 事業法人向けエクスポージャー（中堅中小企業向けエクスポージャー及び特定貸付債権を除く。）、 中堅中小企業向けエクスポージャー、 特定

貸付債権、 株式等エクスポージャー（PD/LGD 方式が適用されるエクスポージャーに限る。）、 購入債権（事業法人等向け）、 購入債権（リテール向け）、 

適格リボルビング型リテール向けエクスポージャー、 居住用不動産向けエクスポージャー及び その他リテール向けエクスポージャーを含むものとする。 

から までのポートフォリオ区分及び から までのうち全体に占める割合が小さいポートフォリオ区分又は債務者が特定されることが想定されるポートフォ

リオ区分については、これらのポートフォリオ区分のうち任意の二以上のポートフォリオ区分を統合して開示することができる（二以上のポートフォリオ区分

を統合した場合にはその旨及び理由を明記すること。）。 

c 購入債権に係るポートフォリオにおいて、希薄化リスク相当部分の信用リスク・アセットの額を算出している場合には、ポートフォリオの区分を「購入債権

７ 10.00 以上 100.00 未満             

８ 100.00（デフォルト）            

９ 小計             

 金融機関等向けエクスポージャー 

 （略）             

…  

 （略）             

合計（全てのポートフォリオ）             



（デフォルト・リスク相当部分）」と「購入債権（希薄化リスク相当部分）」に分け、「購入債権（希薄化リスク相当部分）」に係る区分においては項の名称を適

切な名称に置き換えること（ローン・パーティシペーションのポートフォリオを保有し、セラーのデフォルト・リスクに係る信用リスク・アセットの額を算出

している場合も同様とする。）。 

d 先進的内部格付手法採用行にあっては、基礎的内部格付手法と先進的内部格付手法の双方を利用している場合には、内部格付手法ごとに面を分けて作成する

こと。 

e 自金融機関における債務者格付又はプールの区分にかかわらず、エクスポージャーに適用した PD推計値に基づき、当該エクスポージャーをこの面の対応する

「PD区分」に割り当てること（「PD区分」のレンジの設定は変更しないこと。）。 

f イ欄には、引当金（一般貸倒引当金を除く。）の控除前かつ自己資本比率告示又は持株自己資本比率告示に基づき信用リスク・アセットの額の算出に用いられ

ている償却額の償却後のオン・バランス資産項目のエクスポージャーの額を記載すること。また当該額は信用リスク削減手法（自己資本比率告示第八十条第一

項又は持株自己資本比率告示第五十八条第一項に規定する信用リスク削減手法をいう。以下この面において同じ。）の効果を勘案する前のエクスポージャーの額

とすること。 

g ロ欄には、引当金（一般貸倒引当金を除く。）の控除前かつ CCF（自己資本比率告示又は持株自己資本比率告示に基づき信用供与枠の未引出額又はオフ・バラ

ンス資産項目に係る想定元本額に対して適用される掛目をいう。以下この面において同じ。）を適用する前の、オフ・バランス資産項目のエクスポージャーの額

（CCFを適用する対象となる信用供与枠の未引出額又はその他のオフ・バランス資産項目に係る想定元本額）を記載すること。また、当該額は信用リスク削減手

法の効果を勘案する前の額とすること。 

h ハ欄には、オフ・バランス資産項目のエクスポージャーの額に係る加重平均 CCF（CCF 適用前かつ信用リスク削減手法の効果を勘案する前のオフ・バランス資

産項目のエクスポージャーの額の合計額に対する、CCF適用後かつ信用リスク削減手法の効果を勘案する前のエクスポージャーの合計額の割合）を記載すること。 

i ニ欄には、CCF適用後かつ信用リスク削減手法の効果を勘案した後の EAD を記載すること。 

j ホ欄には、PDの値を CCF 適用後かつ信用リスク削減手法の効果を勘案した後の EADにより加重平均した値を記載すること。 

k ヘ欄には、RWA 計算基準日時点における債務者の数を記載すること。概数を記載する場合には、その記載方針についても併せて説明すること。リテール向けエ

クスポージャーのポートフォリオについては、PD 推計にデフォルトした債権の数を用いている場合、債務者の数に代えて債権の数で開示することができる（債

権の数で開示する場合には説明を付すこと。）。 

l ト欄には、LGD の値を CCF 適用後かつ信用リスク削減手法の効果を勘案した後の EAD により加重平均した値を記載すること。LGD は、信用リスク削減手法の効



果を勘案した後の LGD とする。 

m チ欄には、自己資本比率告示又は持株自己資本比率告示に基づき信用リスク・アセットの額の算出に用いられている取引のマチュリティを CCF 適用後かつ信

用リスク削減手法の効果を勘案した後の EAD により加重平均した値を記載すること。当該欄は、RWA 計算においてマチュリティ情報が使用される場合にのみ記載

すること。 

n ｂ のポートフォリオ区分を記載する場合において、リ欄には、自己資本比率告示第百六十六条第九項の規定又は持株自己資本比率告示第百四十四条第九項

の規定により算出した信用リスク・アセットの額に、ル欄の額に 1250 パーセントを乗じた額を加算した額を記載すること。 

o ヌ欄には、リ欄の額をニ欄の額で除して得た値を記載すること。 

p ル欄には、自己資本比率告示第百五十条の規定又は持株自己資本比率告示第百二十八条の規定により算出された期待損失額を記載すること。 

q ヲ欄には、適格引当金の額を記載すること（PD/LGD 方式が適用される株式等エクスポージャーについては、斜線を付すこと。）。 

r 「合計（全てのポートフォリオ）」の項リ欄の額並びに第九面の「ボラティリティの高い事業用不動産向け貸付け（HVCRE）以外」の「合計」の項ル欄の額及

び「ボラティリティの高い事業用不動産向け貸付け（HVCRE）」の「合計」の項ル欄の額の合計額は、第一面の項番３「信用リスク うち、内部格付手法適用分」

の項イ欄の額と一致する。 

s この面に定める各項目につき、自金融機関で該当する額等がない場合には項を削除せず、「－」を記載すること。 

t この面に記載する額は、この面で指定された単位で記載し、当該単位未満の端数は切り捨てること。 

u この面に記載する比率は、小数点以下二位未満の端数があるときは、これを切り捨てること。 

v この面に記載する件数及び期間は、この面で指定された単位で記載し、小数点以下一位未満の端数があるときは、これを切り捨てること。 

w  この面は、自金融機関が標準的手法採用行である場合には、作成することを要しない。 



（第八面）

（単位：百万円） 

（注） 

この面において使用する用語は、特段の定めがない限り、自己資本比率告示及び持株自己資本比率告示

において使用する用語の例によるものとする。 

この面においては、カウンターパーティ信用リスク、証券化取引に係る信用リスク及び信用リスク・ア

セットのみなし計算（自己資本比率告示第百六十七条の規定又は持株自己資本比率告示第百四十五条の規

定により信用リスク・アセットの額を計算することをいう。）に係る信用リスクは対象外とする。 

a この面においては、自己資本比率規制上の連結の範囲に含まれ、かつ内部格付手法において認識され

る計数を記載すること（標準的手法を適用するポートフォリオについては、この面における開示の対象

外とする。）。 

CR７:内部格付手法-信用リスク削減手法として用いられるクレジット・デリバティブが信用リスク・アセッ

トの額に与える影響 

項番 ポートフォリオ 

イ ロ 

クレジット・デリバ

ティブ勘案前の信

用リスク・アセット

の額 

実際の信用リス

ク・アセットの額 

１ ソブリン向けエクスポージャー-FIRB   

２ ソブリン向けエクスポージャー-AIRB   

３ 金融機関等向けエクスポージャー-FIRB   

４ 金融機関等向けエクスポージャー-AIRB   

５ 事業法人向けエクスポージャー（特定貸付債権を除

く。）-FIRB 

６ 事業法人向けエクスポージャー（特定貸付債権を除

く。）-AIRB 

７ 特定貸付債権-FIRB   

８ 特定貸付債権-AIRB   

９ リテール-適格リボルビング型リテール向けエクスポ

ージャー 

10 リテール-居住用不動産向けエクスポージャー   

11 リテール-その他リテール向けエクスポージャー   

12 株式-FIRB   

13 株式-AIRB   

14 購入債権-FIRB   

15 購入債権-AIRB   

16 合計   



b ポートフォリオごとに計数を記載すること。項番１から項番８まで及び項番 12から項番 15までにつ

いては、適用手法（基礎的内部格付手法（FIRB）及び先進的内部格付手法（AIRB））別に計数を記載す

ること。 

c イ欄には、信用リスク削減手法（自己資本比率告示第八十条第一項又は持株自己資本比率告示第五十

八条第一項に規定する信用リスク削減手法をいう。以下この面において同じ。）としてクレジット・デ

リバティブを利用しないと仮定した場合（信用リスク削減手法としてクレジット・デリバティブを現に

利用していない場合を含む。）の信用リスク・アセットの額の合計額を記載すること。 

d ロ欄には、信用リスク削減手法の効果を勘案した後の信用リスク・アセットの額の合計額を記載する

こと。 

e 必要に応じて、クレジット・デリバティブに係る信用リスク削減手法の効果について説明を付すこと。 

f この面に定める各項目につき、自金融機関で該当する額がない場合には項を削除せず、「－」を記載

すること。 

g この面に記載する額は、この面で指定された単位で記載し、当該単位未満の端数は切り捨てること。 

h この面は、自金融機関が標準的手法採用行である場合には、作成することを要しない。



（第九面）

（単位：百万円、％） 

CR10:内部格付手法-特定貸付債権（スロッティング・クライテリア方式）と株式等エクスポージャー（マーケット・ベース方式等） 

イ ロ ハ ニ ホ ヘ ト チ リ ヌ ル ヲ 

特定貸付債権（スロッティング・クライテリア方式） 

ボラティリティの高い事業用不動産向け貸付け（HVCRE）以外 

規制上の区分 残存期間 

オン・バ

ランスシ

ートの額 

オフ・バ

ランスシ

ートの額 

リスク・

ウェイト 

エクスポージャーの額（EAD） 
信用リス

ク・アセ 

ットの額 

期待損失 

PF OF CF IPRE 合計 

優（Strong） 2.5 年未満   50%        

2.5 年以上   70%        

良（Good） 2.5 年未満   70%        

2.5 年以上   90%        

可（Satisfactory）    115%        

弱い（Weak）    250%        

デフォルト（Default）    -        

合計    -        

ボラティリティの高い事業用不動産向け貸付け（HVCRE） 

規制上の区分 残存期間 

オン・バ

ランスシ

ートの額 

オフ・バ

ランスシ

ートの額 

リスク・

ウェイト 

エクスポ

ージャー

の額

（EAD） 

信用リス

ク・アセ

ットの額 

期待損失 

優（Strong） 2.5 年未満   70%  



2.5 年以上   95%    

良（Good） 2.5 年未満   95%    

2.5 年以上   120%    

可（Satisfactory）    140%    

弱い（Weak）    250%    

デフォルト（Default）    -    

合計    -    

株式等エクスポージャー（マーケット・ベース方式等） 

マーケット・ベース方式が適用される株式等エクスポージャー 

カテゴリー 

オン・バ

ランスシ

ートの額 

オフ・バ

ランスシ

ートの額 

リスク・

ウェイト 

エクスポ

ージャー

の額

（EAD） 

信用リス

ク・アセ

ットの額 

簡易手法-上場株式   300%  

簡易手法-非上場株式   400%   

内部モデル手法      

合計   -   

100％のリスク・ウェイトが適用される株式等エクスポージャー 

自己資本比率告示第百六十六条第一項

ただし書又は持株自己資本比率告示第

百四十四条第一項ただし書の定めると

ころにより 100％のリスク・ウェイトが

適用される株式等エクスポージャー 

  100%     



（注） 

この面において使用する用語は、特段の定めがない限り、自己資本比率告示及び持株自己資本比率告示において使用する用語の例によるものとする。 

この面においては、カウンターパーティ信用リスク、証券化取引に係る信用リスク及び信用リスク・アセットのみなし計算（自己資本比率告示第百六十七条の規

定又は持株自己資本比率告示第百四十五条の規定により信用リスク・アセットの額を計算することをいう。）に係る信用リスクは対象外とする。 

a この面においては、自己資本比率規制上の連結の範囲に含まれ、かつ内部格付手法において認識される 特定貸付債権（スロッティング・クライテリア方式

を使用する資産に限る。）及び 株式等エクスポージャー（マーケット・ベース方式を使用する株式等エクスポージャー及び自己資本比率告示第百六十六条第一

項ただし書の規定又は持株自己資本比率告示第百四十四条第一項ただし書の規定により 100 パーセントのリスク・ウェイトが適用される株式等エクスポージャ

ーに限る。）に係る計数を記載すること。 

b ハ欄には、引当金（一般貸倒引当金を除く。）の控除後かつ自己資本比率告示又は持株自己資本比率告示に基づき信用リスク・アセットの額の算出に用いられ

ている償却額の償却後のオン・バランス資産項目のエクスポージャーの額を記載すること。 

c ニ欄には、CCF（自己資本比率告示又は持株自己資本比率告示に基づき信用供与枠の未引出額又はオフ・バランス資産項目に係る想定元本額に対して適用され

る掛目をいう。以下この面において同じ。）を適用する前のオフ・バランス資産項目のエクスポージャーの額（CCF を適用する対象となる信用供与枠の未引出額

又はその他のオフ・バランス資産項目に係る想定元本額）を記載すること。また、当該額は信用リスク削減手法（自己資本比率告示第八十条第一項又は持株自

己資本比率告示第五十八条第一項に規定する信用リスク削減手法をいう。以下この面において同じ。）の効果を勘案する前の額とすること。 

d ホ欄のうち、「マーケット・ベース方式が適用される株式等エクスポージャー」の「内部モデル手法」の項においては、リスク・ウェイトを CCF 適用後かつ信

用リスク削減手法の効果を勘案した後の EAD により加重平均した値を記載すること。 

e ヘ欄からヌ欄までには、CCF 適用後かつ信用リスク削減手法の効果の勘案後のエクスポージャーの額（EAD）を記載すること。ヘ欄にはプロジェクト・ファイ

ナンス、ト欄にはオブジェクト・ファイナンス、チ欄にはコモディティ・ファイナンス、リ欄には事業用不動産向け貸付けに係る額をそれぞれ記載すること。 

f 「ボラティリティの高い事業用不動産向け貸付け（HVCRE）以外」の「合計」の項ル欄の額及び「ボラティリティの高い事業用不動産向け貸付け（HVCRE）」の

「合計」の項ル欄の額並びに第七面の「合計（全てのポートフォリオ）」の項リ欄の額の合計額は、第一面の項番３「信用リスク うち、内部格付手法適用分」

の項イ欄の額と一致する。 

g 「マーケット・ベース方式が適用される株式等エクスポージャー」の「合計」の項ル欄の額及び「100％のリスク・ウェイトが適用される株式等エクスポージ

ャー」の項ル欄の額の合計額は、第一面の項番７「マーケット・ベース方式に基づく株式等エクスポージャー」の項イ欄の額と一致する。 



h この面に定める各項目につき、自金融機関で該当する額等がない場合には項を削除せず、「－」を記載すること。 

i この面に記載する額は、この面で指定された単位で記載し、当該単位未満の端数は切り捨てること。 

j この面に記載する比率は、小数点以下二位未満の端数があるときは、これを切り捨てること。 

k この面は、自金融機関が標準的手法採用行である場合には、作成することを要しない。 



（第十面）

 （単位：百万円） 

CCR１:手法別のカウンターパーティ信用リスク・エクスポージャー額 

項番  

イ  ロ ハ ニ ホ へ 

再構築コス

ト 
アドオン 実効 EPE 

規制上のエ

クスポージ

ャーの算定

に使用され

るα 

信用リスク

削減手法適

用後のエク

スポージャ

ー 

リスク・アセ

ットの額 

１-１ 
カレント・エクスポ

ージャー方式 

１-２ 標準方式    1.4   

２ 
期待エクスポージ

ャー方式 

３ 

信用リスク削減手

法における簡便手

法 

４ 

信用リスク削減手

法における包括的

手法 

５ 
エクスポージャー

変動推計モデル 

６ 合計 

（注） 

この面において使用する用語は、特段の定めがない限り、自己資本比率告示及び持株自己資本比率告示において使用す

る用語の例によるものとする。 

a 項番１-１「カレント・エクスポージャー方式」の項には、自己資本比率告示第七十九条の二の規定又は持株自己

資本比率告示第五十七条の二の規定によりカレント・エクスポージャー方式を用いて算出した額を記載すること。た

だし、イ欄については自己資本比率告示第七十九条の二第二項各号又は持株自己資本比率告示第五十七条の二第二項

各号に掲げる額を、ロ欄については自己資本比率告示第七十九条の二第三項各号又は持株自己資本比率告示第五十七

条の二第三項各号に掲げる額を、それぞれ記載すること。 

b 項番１-２「標準方式」の項には、自己資本比率告示第七十九条の三の規定又は持株自己資本比率告示第五十七条

の三の規定により標準方式を用いて算出した額を記載すること。ただし、ハ欄については自己資本比率告示第七十九

条の三第一項第一号又は持株自己資本比率告示第五十七条の三第一項第一号の算式において 1.4 を乗ずる前の額を、

ニ欄については「1.4」を、それぞれ記載すること。 

c 項番２「期待エクスポージャー方式」の項には、自己資本比率告示第七十九条の四の規定又は持株自己資本比率告

示第五十七条の四の規定により期待エクスポージャー方式を用いて算出した額を記載すること。ただし、ハ欄につい



ては自己資本比率告示第七十九条の四第二項第二号の規定又は持株自己資本比率告示第五十七条の四第二項第二号

の規定により算出した額を、ニ欄については自己資本比率告示第七十九条の四第二項第一号若しくは持株自己資本比

率告示第五十七条の四第二項第一号の算式において用いるα又は自己資本比率告示第七十九条の四第四項の規定若

しくは持株自己資本比率告示第五十七条の四第四項の規定により独自に推計したαを、それぞれ記載すること。 

d 項番３「信用リスク削減手法における簡便手法」の項には、自己資本比率告示第六章第五節第四款又は持株自己資

本比率告示第四章第五節第四款に定める簡便手法により算出した額を記載すること。 

e 項番４「信用リスク削減手法における包括的手法」の項には、自己資本比率告示第六章第五節第三款又は持株自己

資本比率告示第四章第五節第三款に定める包括的手法（ただし、同款第七目の規定により算出する額を除く。）によ

り算出した額を記載すること。 

f 項番５「エクスポージャー変動推計モデル」の項には、自己資本比率告示第百九条の規定又は持株自己資本比率告

示第八十七条の規定により算出した額を記載すること。 

g 項番６「合計」の項ヘ欄には、項番１-１から項番５までの項ヘ欄の合計額を記載すること。 

h ホ欄には、自己資本比率告示第八十条第一項又は持株自己資本比率告示第五十八条第一項に規定する信用リスク削

減手法の効果を勘案した後のエクスポージャーの額を記載すること。ただし、内部格付手法採用行にあっては、自己

資本比率告示第百五十七条第二項第一号又は持株自己資本比率告示第百三十五条第二項第一号に規定する法的に有

効な相対ネッティング契約（レポ形式の取引に限る。）に限り、信用リスク削減手法の効果を勘案した後の EAD を記

入すること。また、自己資本比率告示第七十九条第六項（自己資本比率告示第百五十七条第五項及び第百六十五条第

五項において準用する場合を含む。）の規定又は持株自己資本比率告示第五十七条第六項（持株自己資本比率告示第

百三十五条第五項及び第百四十三条第五項において準用する場合を含む。）の規定により CVA の影響を勘案している

場合には、勘案後の金額を記載すること。 

i 項番６「合計」の項ヘ欄の額、第十一面の項番５「ＣＶＡリスク相当額の対象となるポートフォリオの合計」の項

ロ欄の額並びに第十六面の項番１「適格中央清算機関へのエクスポージャー（合計）」の項ロ欄の額及び項番 11「非

適格中央清算機関へのエクスポージャー（合計）」の項ロ欄の額の合計額は、第一面の項番４「カウンターパーティ

信用リスク」の項イ欄の額と一致する。 

j この面に定める各項目につき、自金融機関で該当する額がない場合には項を削除せず、「－」を記載すること。 

k この面に記載する額は、この面で指定された単位で記載し、当該単位未満の端数は切り捨てること。 



（第十一面）

（単位：百万円） 

CCR２:CVA リスクに対する資本賦課 

項番 

イ ロ 

信用リスク削減手法適用後のエ

クスポージャー 

リスク・アセットの額 

（ＣＶＡリスク相当額を８％で

除して得た額） 

１ 
先進的リスク測定方式の対象となる

ポートフォリオの合計 

２ 
 (ⅰ) ＣＶＡバリュー・アット・リ

スクの額（乗数適用後） 

３ 
(ⅱ) ＣＶＡストレス・バリュー・

アット・リスクの額（乗数適用後） 

４ 
標準的リスク測定方式の対象となる

ポートフォリオの合計 

５ 
ＣＶＡリスク相当額の対象となるポ

ートフォリオの合計 

（注） 

この面において使用する用語は、特段の定めがない限り、自己資本比率告示及び持株自己資本比率告示において使用す

る用語の例によるものとする。 

a 項番１「先進的リスク測定方式の対象となるポートフォリオの合計」の項には、自己資本比率告示第二百七十条の

四第一項又は持株自己資本比率告示第二百四十八条の四第一項のＣＶＡリスク相当額を算出するに当たり先進的リ

スク測定方式を用いるポートフォリオの合計額に係る計数を記載すること。ただし、イ欄には、自己資本比率告示第

七十九条の四又は持株自己資本比率告示第五十七条の四に規定する期待エクスポージャー方式を用いて算出した与

信相当額の合計額を記載すること。 

b 項番２「(ⅰ) ＣＶＡバリュー・アット・リスクの額（乗数適用後）」の項には、自己資本比率告示第二百七十条

の四第一項第一号又は持株自己資本比率告示第二百四十八条の四第一項第一号に規定するＣＶＡバリュー・アット・

リスクに３を乗じ８パーセントで除して得た額を記載すること。 

c 項番３「(ⅱ) ＣＶＡストレス・バリュー・アット・リスクの額（乗数適用後）」の項には、自己資本比率告示第

二百七十条の四第一項第二号又は持株自己資本比率告示第二百四十八条の四第一項第二号に規定するＣＶＡストレ

ス・バリュー・アット・リスクに３を乗じ８パーセントで除して得た額を記載すること。 

d 項番４「標準的リスク測定方式の対象となるポートフォリオの合計」の項には、自己資本比率告示第二百七十条の

三又は持株自己資本比率告示第二百四十八条の三のＣＶＡリスク相当額を算出するに当たり標準的リスク測定方式

を用いるポートフォリオの合計額に係る計数を記載すること。ただし、イ欄には、自己資本比率告示第二百七十条の

三第一項又は持株自己資本比率告示第二百四十八条の三第一項の算式中の与信相当額（EAD）の合計額を記載するこ

と。 

e 項番５「ＣＶＡリスク相当額の対象となるポートフォリオの合計」の項には、項番１の項に記載された額及び項番

４の項に記載された額の合計額を記載すること。 

f ロ欄には、各計測手法に基づき算出されたＣＶＡリスク相当額を８パーセントで除して得た額を記載すること。 



g 項番５「ＣＶＡリスク相当額の対象となるポートフォリオの合計」の項ロ欄の額、第十面の項番６「合計」の項ヘ

欄の額並びに第十六面の項番１「適格中央清算機関へのエクスポージャー（合計）」の項ロ欄の額及び項番 11「非適

格中央清算機関へのエクスポージャー（合計）」の項ロ欄の額の合計額は、第一面の項番４「カウンターパーティ信

用リスク」の項イ欄の額と一致する。 

h この面に定める各項目につき、自金融機関で該当する額がない場合には項を削除せず、「－」を記載すること。 

i この面に記載する額は、この面で指定された単位で記載し、当該単位未満の端数は切り捨てること。 



（第十二面）

（単位：百万円） 

CCR３:業種別及びリスク・ウェイト別のカウンターパーティ信用リスク・エクスポージャー 

項番 

イ ロ ハ ニ ホ へ ト チ リ 

与信相当額（信用リスク削減効果勘案後） 

リスク・ウェイト 

業種 

0% 10% 20% 50% 75% 100% 150% その他 合計 

１ 日本国政府及び日本銀行向け 

２ 
外国の中央政府及び中央銀行向

け 

３ 国際決済銀行等向け 

４ 我が国の地方公共団体向け 

５ 
外国の中央政府等以外の公共部

門向け          

６ 国際開発銀行向け          

７ 地方公共団体金融機構向け          

８ 我が国の政府関係機関向け 

９ 地方三公社向け 

10 
金融機関及び第一種金融商品取

引業者向け          

11 法人等向け 

12 中小企業等向け及び個人向け          

13 上記以外          

14 合計 

（注） 

この面において使用する用語は、特段の定めがない限り、自己資本比率告示及び持株自己資本比率告示において使用す

る用語の例によるものとする。 

a イ欄からリ欄までには、自己資本比率告示第六章第五節又は持株自己資本比率告示第四章第五節に定める信用リス

ク削減手法の効果を勘案した後の与信相当額を記入すること。 

b 内部格付手法採用行は、自己資本比率告示第百四十六条若しくは第百四十八条の規定又は持株自己資本比率告示第

百二十四条若しくは第百二十六条の規定により標準的手法を適用する事業単位又は資産区分がある場合には、当該事

業単位又は資産区分に係る計数を記載すること。ただし、当該事業単位又は資産区分に係る開示情報が利用者にとっ

て重要でないと考えられる場合には、記載を省略することができる（当該記載を省略した場合においては、当該事業

単位又は資産区分に係る開示情報が利用者にとって重要でないと考えられる理由を、当該事業単位又は資産区分に係

るエクスポージャーの内容の説明及び当該エクスポージャーの信用リスク・アセットの額の合計額と併せて記載する

ものとする。）。 



c 項番１「日本国政府及び日本銀行向け」の項には、日本国政府及び日本銀行向けエクスポージャーに係る額を記載

すること。 

d 項番２「外国の中央政府及び中央銀行向け」の項には、外国の中央政府及び中央銀行向けエクスポージャーに係る

額を記載すること。 

e 項番３「国際決済銀行等向け」の項には、国際決済銀行、国際通貨基金、欧州中央銀行、欧州共同体、欧州安定メ

カニズム及び欧州金融安定ファシリティ向けエクスポージャーに係る額を記載すること。 

f 項番４「我が国の地方公共団体向け」の項には、我が国の地方公共団体向けエクスポージャー（特定の事業からの

収入のみをもって返済されることとなっているものを除く。）に係る額を記載すること。 

g 項番５「外国の中央政府等以外の公共部門向け」の項には、外国の中央政府及び中央銀行以外の公共部門（当該国

による公共部門の定義によるものとする。）向けエクスポージャー（特定の事業からの収入のみをもって返済される

こととなっているものを除く。）に係る額を記載すること。 

h 項番６「国際開発銀行向け」の項には、国際開発銀行(国際復興開発銀行、国際金融公社、多数国間投資保証機関、

アジア開発銀行、アフリカ開発銀行、欧州復興開発銀行、米州開発銀行、欧州投資銀行、欧州投資基金、北欧投資銀

行、カリブ開発銀行、イスラム開発銀行、予防接種のための国際金融ファシリティ及び欧州評議会開発銀行を含む。）

向けエクスポージャーに係る額を記載すること。 

i 項番７「地方公共団体金融機構向け」の項には、地方公共団体金融機構向けエクスポージャーに係る額を記載する

こと。 

j 項番８「我が国の政府関係機関向け」の項には、自己資本比率告示第六十一条第一項各号又は持株自己資本比率告

示第三十九条第一項各号に掲げる法人向けのエクスポージャーに係る額を記載すること。 

k 項番９「地方三公社向け」の項には、土地開発公社、地方住宅供給公社及び地方道路公社向けのエクスポージャー

に係る額を記載すること。 

l 項番 10「金融機関及び第一種金融商品取引業者向け」の項には、金融機関（自己資本比率告示第一条第七号ロ又は

持株自己資本比率告示第一条第七号ロに掲げる者を除く。）、外国銀行、銀行持株会社及び銀行持株会社に準ずる外国

の会社並びに第一種金融商品取引業者向けのエクスポージャーに係る額を記載すること。 

m 項番 11「法人等向け」の項には、自己資本比率告示第六十五条第一項又は持株自己資本比率告示第四十三条第一項

に規定する法人等向けエクスポージャーに係る額を記載すること。ただし、項番 12 に該当するものは含まないもの

とする。 

n 項番 12「中小企業等向け及び個人向け」の項には、75パーセントのリスク・ウェイトが適用される中小企業等（自

己資本比率告示第六十八条第三項各号又は持株自己資本比率告示第四十六条第三項各号に掲げるものをいう。）向け

エクスポージャー及び個人向けエクスポージャーに係る額を記載すること。 

o この面に定める各項目につき、自金融機関で該当する額がない場合には項を削除せず、「－」を記載すること。 

p この面に記載する額は、この面で指定された単位で記載し、当該単位未満の端数は切り捨てること。 



（第十三面）

（単位：百万円、％、千件、年） 

CCR４:内部格付手法-ポートフォリオ別及び PD区分別のカウンターパーティ信用リスク・エクスポージャー 

項番 

イ ロ ハ ニ ホ ヘ ト 

PD 区分 

EAD（信用

リスク削

減効果勘

案後） 

平均 PD 
取引相手

方の数 
平均 LGD 

平均残存

期間 

信用リス

ク・アセッ

ト 

リスク・ウェ

イトの加重

平均値（RWA 

density） 

ソブリン向けエクスポージャー 

１ 0.00 以上 0.15 未満               

２ 0.15 以上 0.25 未満               

３ 0.25 以上 0.50 未満               

４ 0.50 以上 0.75 未満               

５ 0.75 以上 2.50 未満               

６ 2.50 以上 10.00 未満               

７ 10.00 以上 100.00 未満               

８ 100.00（デフォルト） 

９ 小計               

 金融機関等向けエクスポージャー 

 （略）        

… 

 （略）        

合計（全てのポートフォリオ）               

（注） 

この面において使用する用語は、特段の定めがない限り、自己資本比率告示及び持株自己資本比率告示において使用す

る用語の例によるものとする。 

a 項番１から項番８までの PDの範囲に応じて、リスク・アセットの計算に使用する PDを基に、取引相手方のエクス

ポージャーごとに、それぞれの計数を集計すること。 

b 内部格付手法が適用されるポートフォリオごとに区分して計数を記載すること（どのポートフォリオに係る計数を

記載しているかが明らかになるよう、適宜項を追加し、ポートフォリオの名称を記載すること。）。ただし、ポートフ

ォリオ区分には、少なくとも ソブリン向けエクスポージャー、 金融機関等向けエクスポージャー及び 事業法人

向けエクスポージャーを含むものとする。 

c 先進的内部格付手法採用行にあっては、基礎的内部格付手法と先進的内部格付手法の双方を利用している場合、そ

れぞれ面を分けて作成すること。 

d イ欄には、自己資本比率告示第六章第五節又は持株自己資本比率告示第四章第五節に定める信用リスク削減手法の

効果を勘案した後の EAD の額を記載すること。 

e ロ欄には、PDの値をイ欄の額により加重平均した値を記載すること。 



f ハ欄には、該当する PD の範囲にある取引相手の数を記載すること。概数を記載する場合には、その記載方針につ

いても併せて説明すること。 

g ニ欄には、LGDの値をイ欄の額により加重平均した値を記載すること。 

h ホ欄には、自己資本比率告示又は持株自己資本比率告示の規定により信用リスク・アセットの額の算出に用いられ

ている取引のマチュリティをイ欄の額により加重平均した値を記載すること。 

i へ欄には、内部格付手法により算出した信用リスク・アセットの額を記載すること。 

j ト欄には、へ欄の額をイ欄の額で除して得た値を記載すること。 

k この面に定める各項目につき、自金融機関で該当する額等がない場合には項を削除せず、「－」を記載すること。 

l この面に記載する額は、この面で指定された単位で記載し、当該単位未満の端数は切り捨てること。 

m この面に記載する比率は、小数点以下二位未満の端数があるときは、これを切り捨てること。 

n この面に記載する件数及び期間は、この面で指定された単位で記載し、小数点以下一位未満の端数があるときは、

これを切り捨てること。 

o この面は、自金融機関が標準的手法採用行である場合には、作成することを要しない。 



（第十四面）

（単位：百万円） 

CCR５:担保の内訳 

項番 

イ ロ ハ ニ ホ ヘ 

派生商品取引で使用される担保 
レポ形式の取引で使用される

担保 

受入担保の公正価値 差入担保の公正価値 
受入担保の公

正価値 

差入担保の公

正価値 分別管理さ

れている 

分別管理さ

れていない 

分別管理さ

れている 

分別管理さ

れていない 

１ 現金（国内通貨）             

２ 現金（外国通貨）             

３ 国内ソブリン債             

４ その他ソブリン債             

５ 政府関係機関債             

６ 社債             

７ 株式             

８ その他担保             

９ 合計             

（注） 

この面において使用する用語は、特段の定めがない限り、自己資本比率告示及び持株自己資本比率告示において使用す

る用語の例によるものとする。 

a この面においては、自金融機関が行う派生商品取引又はレポ形式の取引において使用される担保の額につき、自己

資本比率告示第六章第五節第三款第二目又は持株自己資本比率告示第四章第五節第三款第二目に定める標準的ボラ

ティリティ調整率(エクスポージャーと担保の通貨が異なる場合に適用するボラティリティ調整率を除く。)を勘案し

た後の額を記載すること（イ欄、ロ欄及びホ欄にはボラティリティ調整率を控除した後の額を、ハ欄、ニ欄及びへ欄

にはボラティリティ調整率を加算した後の額をそれぞれ記載すること。）。 

b イ欄及びハ欄には、取引相手方以外の第三者において分別管理されており、かつ、取引相手方に係る倒産手続又は

外国における倒産手続と同種類の手続に伴う当該担保に対する損失の発生を防ぐために必要な方策が講ぜられてい

る担保に係る額を記載すること。 

c ロ欄及びニ欄には、イ欄及びハ欄に該当するもの以外の担保に係る額を記載すること。 

d ホ欄及びヘ欄には、レポ形式の取引で使用する担保について現金及び有価証券の双方の額（超過担保を差し入れて

いる場合又は受け入れている場合には、超過額を含めた額）をそれぞれ記載すること。 

e この面に定める各項目につき、自金融機関で該当する額がない場合には項を削除せず、「－」を記載すること。 

f この面に記載する額は、この面で指定された単位で記載し、当該単位未満の端数は切り捨てること。



（第十五面）

（単位：百万円）

CCR６:クレジット・デリバティブ取引のエクスポージャー 

項番 

イ ロ 

購入したプロテクション 提供したプロテクション 

 想定元本 

１ シングルネーム・クレジット・デフォルト・スワップ     

２ インデックス・クレジット・デフォルト・スワップ     

３ トータル・リターン・スワップ     

４ クレジットオプション     

５ その他のクレジット・デリバティブ     

６ 想定元本合計       

 公正価値 

７ プラスの公正価値（資産）     

８ マイナスの公正価値（負債）     

（注） 

この面において使用する用語は、特段の定めがない限り、自己資本比率告示及び持株自己資本比率告示において使用す

る用語の例によるものとする。 

a 項番１から項番５までの項には、商品ごとの想定元本の額を記載すること。 

b 項番６「想定元本合計」の項には、項番１から項番５までの項に計上される額の合計額を記載すること。 

c 項番７「プラスの公正価値（資産）」及び項番８「マイナスの公正価値（負債）」の項には、それぞれ正の時価の合

計額及び負の時価の合計額を記載すること。 

d この面に定める各項目につき、自金融機関で該当する額がない場合には項を削除せず、「－」を記載すること。 

e この面に記載する額は、この面で指定された単位で記載し、当該単位未満の端数は切り捨てること。



（第十六面）

（単位：百万円）

CCR８:中央清算機関向けエクスポージャー 

項番 

イ ロ 

中央清算機関向けエクスポー

ジャー（信用リスク削減手法

適用後） 

リスク・アセットの額 

１ 適格中央清算機関へのエクスポージャー（合計） 

２ 
適格中央清算機関に対するトレード・エクスポージ

ャー（当初証拠金を除く。） 

３ （ⅰ）派生商品取引（上場以外）     

４ （ⅱ）派生商品取引（上場）     

５ （ⅲ）レポ形式の取引     

６ 
（ⅳ）クロスプロダクト・ネッティングが承認

された場合のネッティング・セット 

７ 分別管理されている当初証拠金   

８ 分別管理されていない当初証拠金     

９ 事前拠出された清算基金     

10 未拠出の清算基金     

11 非適格中央清算機関へのエクスポージャー（合計） 

12 
非適格中央清算機関に対するトレード・エクスポー

ジャー（当初証拠金を除く。） 

13 （ⅰ）派生商品取引（上場以外）     

14 （ⅱ）派生商品取引（上場）     

15 （ⅲ）レポ形式の取引     

16 
（ⅳ）クロスプロダクト・ネッティングが承認

された場合のネッティング・セット 

17 分別管理されている当初証拠金   

18 分別管理されていない当初証拠金     

19 事前拠出された清算基金     

20 未拠出の清算基金     

（注）

この面において使用する用語は、特段の定めがない限り、自己資本比率告示及び持株自己資本比率告示において使用す

る用語の例によるものとする。

a 項番１「適格中央清算機関へのエクスポージャー（合計）」の項には、項番２、項番８、項番９及び項番 10に計上



される額の合計額を記載すること。 

b 項番２から項番６までの「適格中央清算機関に対するトレード・エクスポージャー（当初証拠金を除く。）」の項

には、自己資本比率告示第二百七十条の七第二項第一号又は持株自己資本比率告示第二百四十八条の七第二項第一号

に規定する適格中央清算機関に対するトレード・エクスポージャー並びに自己資本比率告示第二百七十条の七第二項

第二号及び第三項又は持株自己資本比率告示第二百四十八条の七第二項第二号及び第三項に規定する直接清算参加

者向けトレード・エクスポージャーに係る計数を、該当する項目ごとにそれぞれ記載すること。 

c 項番７及び項番 17「分別管理されている当初証拠金」の項には、中央清算機関以外の第三者において分別管理され

ており、かつ、中央清算機関に係る倒産手続又は外国における倒産手続と同種類の手続に伴う当該担保に対する損失

の発生を防ぐために必要な方策が講ぜられている差入当初証拠金の額を記載すること。 

d 項番８及び項番 18「分別管理されていない当初証拠金」の項には、項番７及び項番 17 に該当するもの以外の差入

当初証拠金に係る額を記載すること。 

e 項番９及び項番 19「事前拠出された清算基金」の項には、清算基金のうち、報告基準日時点までに拠出している額

に係る額を記載すること。 

f 項番 10 及び項番 20「未拠出の清算基金」の項には、清算基金のうち、報告基準日時点において未拠出の額を記載

すること。ただし、額が定まっていない場合には、各項を空欄とするとともに、額が定まっていない理由の説明を付

すこと。 

g 項番 11「非適格中央清算機関へのエクスポージャー（合計）」の項には、項番 12、項番 18、項番 19及び項番 20に

計上される額の合計額を記載すること。 

h 項番 12 から項番 16 までの「非適格中央清算機関に対するトレード・エクスポージャー（当初証拠金を除く。）」

の項には、自己資本比率告示第二百七十条の七第一項又は持株自己資本比率告示第二百四十八条の七第一項に規定す

る中央清算機関に対するトレード・エクスポージャー（ただし、適格中央清算機関に対するトレード・エクスポージ

ャーを除き、自金融機関が中央清算機関（適格中央清算機関を除く。）の間接清算参加者である場合には、直接清算

参加者向けトレード・エクスポージャーを含む。）に係る計数を、該当する項目ごとに記載すること。 

i 項番１「適格中央清算機関へのエクスポージャー（合計）」の項ロ欄の額及び項番 11「非適格中央清算機関へのエ

クスポージャー（合計）」の項ロ欄の額、第十面の項番６「合計」の項ヘ欄の額並びに第十一面の項番５「ＣＶＡリ

スク相当額の対象となるポートフォリオの合計」の項ロ欄の額の合計額は、第一面の項番４「カウンターパーティ信

用リスク」の項イ欄の額と一致する。 

j この面に定める各項目につき、自金融機関で該当する額がない場合には項を削除せず、「－」を記載すること。 

k この面に記載する額は、この面で指定された単位で記載し、当該単位未満の端数は切り捨てること。



（第十七面）

（単位：百万円） 

（注） 

この面において使用する用語は、特段の定めがない限り、自己資本比率告示及び持株自己資本比率告示において使用する用語の例によるものとする。 

a この面においては、信用リスク・アセットの額の算出対象となっている証券化エクスポージャーの額のみを記載すること。 

b イ欄には、自金融機関がオリジネーター（自己資本比率告示第一条第六十八号イ又は持株自己資本比率告示第一条第六十八号イに掲げる場合をいう。以下こ

の面において同じ。）として関与している資産譲渡型証券化取引に係る証券化エクスポージャーの合計額を記載すること。ただし、自己資本比率告示第二百四十

SEC１:原資産の種類別の証券化エクスポージャー（信用リスク・アセットの額の算出対象となっている証券化エクスポージャーに限る。） 

項番 原資産の種類 

イ ロ ハ ニ ホ ヘ ト チ リ 

自金融機関がオリジネーター 自金融機関がスポンサー 自金融機関が投資家 

資産譲渡

型証券化

取引 

合成型証

券化取引 
小計 

資産譲渡

型証券化

取引 

合成型証

券化取引 
小計 

資産譲渡

型証券化

取引 

合成型証

券化取引 
小計 

１ リテール（合計）

２  担保付住宅ローン 

３  クレジットカード債権 

４  
その他リテールに係るエクスポ

ージャー 

５  再証券化 

６ ホールセール（合計） 

７ 事業法人向けローン

８ 商業用モーゲージ担保証券

９ リース債権及び売掛債権

10  その他のホールセール 

11 再証券化



八条第一項各号又は持株自己資本比率告示第二百二十六条第一項各号に掲げる条件のいずれかを満たさない場合、当該取引については原資産に係るエクスポー

ジャーの額を計上すること。 

c ロ欄には、自金融機関がオリジネーターとして関与している、合成型証券化取引に係る証券化エクスポージャー（信用リスク削減手法（自己資本比率告示第

八十条第一項又は持株自己資本比率告示第五十八条第一項に規定する信用リスク削減手法をいう。以下この面において同じ。）の効果を勘案した後のものとする

。）の合計額を記載すること。ただし、自己資本比率告示第二百四十八条第一項第六号、第七号若しくは第二項各号又は持株自己資本比率告示第二百二十六条第

一項第六号、第七号若しくは第二項各号に掲げる条件のいずれかを満たさない場合、当該取引については原資産に係るエクスポージャーの額を計上すること。 

d ニ欄からヘ欄までには、自金融機関がスポンサー（自己資本比率告示第一条第六十八号ロ又は持株自己資本比率告示第一条第六十八号ロに掲げる場合をいう。

以下この面において同じ。）として関与している資産譲渡型証券化取引に係る証券化エクスポージャー（自金融機関が当該証券化取引について提供している信用

補完、流動性補完その他の信用供与に係るエクスポージャーを含む。）の額を記載すること。 

e ホ欄には、合成型証券化取引に係る証券化エクスポージャー（信用リスク削減手法の効果を勘案した後のものとする。）の合計額を記載すること。ただし、自

己資本比率告示第二百四十八条第一項第六号、第七号若しくは第二項各号又は持株自己資本比率告示第二百二十六条第一項第六号、第七号若しくは第二項各号

に掲げる条件のいずれかを満たさない場合、当該取引については原資産に係るエクスポージャーの額を計上すること。 

f 自金融機関がオリジネーターかつスポンサーとして関与している証券化取引に係るエクスポージャーについては、ト欄からリ欄までとして「自金融機関がオ

リジネーター／スポンサー」の欄を新たに設けた上、ト欄を「資産譲渡型証券化取引」、チ欄を「合成型証券化取引」、リ欄を「小計」とし、原資産の種類ごと

にエクスポージャーの額を記載すること。この場合において、「自金融機関が投資家」の欄はヌ欄からヲ欄までとするものとする。 

g ト欄からリ欄まで（fの場合においてはヌ欄からヲ欄まで）には、自金融機関が保有する証券化エクスポージャーのうち、自金融機関がオリジネーター又はス

ポンサーのいずれにも該当しない証券化取引に係る証券化エクスポージャーの額を記載すること。 

h 合成型証券化取引において、自金融機関が信用リスク削減手法としてクレジット・デリバティブによるプロテクションを取得している場合、当該プロテクシ

ョンの効果を勘案した後のエクスポージャーの額をロ欄又はホ欄に計上すること。また、自金融機関が当該プロテクションを売却した場合、当該売却分のプロ

テクションの額はチ欄に計上すること。 

i 再証券化に関連する全ての証券化エクスポージャーは、項番 11「再証券化」の項に記載し、それ以外の項に記載しないこと。 

j 項番２から項番４まで及び項番７から項番 10までの項の各項目は、自金融機関が保有する証券化エクスポージャーの取引内容をより適切に表すことができる

場合には、修正することができる。 



k この面に定める各項目につき、自金融機関で該当する額がない場合には項を削除せず、「－」を記載すること。 

l この面に記載する額は、この面で指定された単位で記載し、当該単位未満の端数は切り捨てること。



（単位：百万円） 

（注） 

この面において使用する用語は、特段の定めがない限り、自己資本比率告示及び持株自己資本比率告示において使用する用語の例によるものとする。 

a この面においては、マーケット・リスク相当額の算出対象となっている証券化エクスポージャーの額のみを記載すること。 

b イ欄には、自金融機関がオリジネーター（自己資本比率告示第一条第六十八号イ又は持株自己資本比率告示第一条第六十八号イに掲げる場合をいう。以下こ

の面において同じ。）として関与している資産譲渡型証券化取引に係る証券化エクスポージャーの合計額を記載すること。ただし、自己資本比率告示第二百四十

SEC２:原資産の種類別の証券化エクスポージャー（マーケット・リスク相当額の算出対象となっている証券化エクスポージャーに限る。） 

項番 原資産の種類 

イ ロ ハ ニ ホ ヘ ト チ リ 

自金融機関がオリジネーター 自金融機関がスポンサー 自金融機関が投資家 

資産譲渡

型証券化

取引 

合成型証

券化取引 
小計 

資産譲渡

型証券化

取引 

合成型証

券化取引 
小計 

資産譲渡

型証券化

取引 

合成型証

券化取引 
小計 

１ リテール（合計）

２  担保付住宅ローン 

３  クレジットカード債権 

４  
その他リテールに係るエクス

ポージャー 

５  再証券化 

６ ホールセール（合計） 

７ 事業法人向けローン

８ 商業用モーゲージ担保証券

９ リース債権及び売掛債権

10  その他のホールセール 

11 再証券化

（第十八面）



八条第一項各号又は持株自己資本比率告示第二百二十六条第一項各号に掲げる条件のいずれかを満たさない場合、当該取引については原資産に係るエクスポー

ジャーの額を計上すること。 

c ロ欄には、自金融機関がオリジネーターとして関与している、合成型証券化取引に係る証券化エクスポージャー（信用リスク削減手法（自己資本比率告示第

八十条第一項又は持株自己資本比率告示第五十八条第一項に規定する信用リスク削減手法をいう。以下この面において同じ。）の効果を勘案した後のものとする

。）の合計額を記載すること。ただし、自己資本比率告示第二百四十八条第一項第六号、第七号若しくは第二項各号又は持株自己資本比率告示第二百二十六条第

一項第六号、第七号若しくは第二項各号に掲げる条件のいずれかを満たさない場合、当該取引については原資産に係るエクスポージャーの額を計上すること。 

d ニ欄からヘ欄までには、自金融機関がスポンサー（自己資本比率告示第一条第六十八号ロ又は持株自己資本比率告示第一条第六十八号ロに掲げる場合をいう。

以下この面において同じ。）として関与している資産譲渡型証券化取引に係る証券化エクスポージャー（自金融機関が当該証券化取引について提供している信用

補完、流動性補完その他の信用供与に係るエクスポージャーを含む。）の額を記載すること。 

e ホ欄には、合成型証券化取引に係る証券化エクスポージャー（信用リスク削減手法の効果を勘案した後のものとする。）の合計額を記載すること。ただし、自

己資本比率告示第二百四十八条第一項第六号、第七号若しくは第二項各号又は持株自己資本比率告示第二百二十六条第一項第六号、第七号若しくは第二項各号

に掲げる条件のいずれかを満たさない場合、当該取引については原資産に係るエクスポージャーの額を計上すること。 

f 自金融機関がオリジネーターかつスポンサーとして関与している証券化取引に係るエクスポージャーについては、ト欄からリ欄までとして「自金融機関がオ

リジネーター／スポンサー」の欄を新たに設けた上、ト欄を「資産譲渡型証券化取引」、チ欄を「合成型証券化取引」、リ欄を「小計」とし、原資産の種類ごと

にエクスポージャーの額を記載すること。この場合において、「自金融機関が投資家」の欄はヌ欄からヲ欄までとするものとする。 

g ト欄からリ欄まで（fの場合においてはヌ欄からヲ欄まで）には、自金融機関が保有する証券化エクスポージャーのうち、自金融機関がオリジネーター又はス

ポンサーのいずれにも該当しない証券化取引に係る証券化エクスポージャーの額を記載すること。 

h 合成型証券化取引において、自金融機関が信用リスク削減手法としてクレジット・デリバティブによるプロテクションを取得している場合、当該プロテクシ

ョンの効果を勘案した後のエクスポージャーの額をロ欄又はホ欄に計上すること。また、自金融機関が当該プロテクションを売却した場合、当該売却分のプロ

テクションの額はチ欄に計上すること。 

i 再証券化に関連する全ての証券化エクスポージャーは、項番 11「再証券化」の項に記載し、それ以外の項に記載しないこと。 

j 項番２から項番４まで及び項番７から項番 10までの項の各項目は、自金融機関が保有する証券化エクスポージャーの取引内容をより適切に表すことができる

場合には、修正することができる。 



k この面に定める各項目につき、自金融機関で該当する額がない場合には項を削除せず、「－」を記載すること。 

l この面に記載する額は、この面で指定された単位で記載し、当該単位未満の端数は切り捨てること。



（第十九面）

（単位：百万円） 

SEC３:信用リスク・アセットの額の算出対象となる証券化エクスポージャー及び関連する所要自己資本（自金融機関がオリジネーター又はスポンサーである場合） 

項番 

イ ロ ハ ニ ホ へ ト チ リ ヌ ル ヲ ワ カ ヨ 

合計 資産

譲渡

型証

券化

取引

（小

計） 

 合成

型証

券化

取引

（小

計） 

証券化 再証券化 証券化 再証券化 

 裏付

けと

なる

リテ

ール 

ホー

ルセ

ール 

 シニ

ア 

非シ

ニア 

 裏付

けと

なる

リテ

ール 

ホー

ルセ

ール 

 シニ

ア 

非シ

ニア

エクスポージャーの額（リスク・ウェイト区分別） 

１ 20％以下のリスク・ウェイトが適用される証券化

エクスポージャー 

２ 20％超50％以下のリスク・ウェイトが適用される

証券化エクスポージャー 

３ 50％超100％以下のリスク・ウェイトが適用される

証券化エクスポージャー 

４ 100％超1250％未満のリスク・ウェイトが適用され

る証券化エクスポージャー 

５ 1250％のリスク・ウェイトが適用される証券化エ



クスポージャー 

 エクスポージャーの額（算出方法別） 

６ 内部格付手法における外部格付準拠方式又は内部

評価方式が適用される証券化エクスポージャー 

７ 内部格付手法における指定関数方式が適用される

証券化エクスポージャー 

８ 標準的手法が適用される証券化エクスポージャー 

９ 自己資本比率告示第二百四十七条第一項の規定又

は持株自己資本比率告示第二百二十五条第一項の

規定により1250％のリスク・ウェイトが適用され

る証券化エクスポージャー 

信用リスク・アセットの額（算出方法別） 

10 内部格付手法における外部格付準拠方式又は内部

評価方式により算出した信用リスク・アセット 

11 内部格付手法における指定関数方式により算出し

た信用リスク・アセット 

12 標準的手法により算出した信用リスク・アセット 

13 自己資本比率告示第二百四十七条第一項の規定又

は持株自己資本比率告示第二百二十五条第一項の

規定により1250％のリスク・ウェイトが適用され

る証券化エクスポージャーに係る信用リスク・ア

セット 

 所要自己資本の額（算出方法別） 



（注） 

この面において使用する用語は、特段の定めがない限り、自己資本比率告示及び持株自己資本比率告示において使用する用語の例によるものとする。 

a この面においては、自金融機関が証券化取引にオリジネーター（自己資本比率告示第一条第六十八号又は持株自己資本比率告示第一条第六十八号に規定する

オリジネーターをいう。）として関与している場合の当該証券化取引に係る額のみを記載すること。 

b 「エクスポージャーの額（リスク・ウェイト区分別）」の項番１から項番５までの項には、証券化取引の種類に応じ、リスク・ウェイト区分別のエクスポージ

ャーの額を記載すること。 

c 「エクスポージャーの額（算出方法別）」の項番６から項番９までの項には、証券化取引の種類に応じ、算出方法別のエクスポージャーの額を記載すること。 

d 「信用リスク・アセットの額（算出方法別）」の項番 10から項番 13までの項には、証券化取引の種類に応じ、算出方法別の信用リスク・アセットの額（自己

資本比率告示第二百五十二条第一項（自己資本比率告示第二百七十条第一項において準用する場合を含む。）又は持株自己資本比率告示第二百三十条第一項（持

株自己資本比率告示第二百四十八条第一項において準用する場合を含む。）に規定する信用リスク・アセットの額に関する上限を適用する前の額）を記載するこ

と。 

e 「所要自己資本の額（算出方法別）」の項番 14から項番 17までの項には、証券化取引の種類に応じ、算出方法別の所要自己資本の額（自己資本比率告示第二

14 内部格付手法における外部格付準拠方式又は内部

評価方式が適用される証券化エクスポージャーに

係る所要自己資本 

15 内部格付手法における指定関数方式が適用される

証券化エクスポージャーに係る所要自己資本 

16 標準的手法が適用される証券化エクスポージャー

に係る所要自己資本 

17 自己資本比率告示第二百四十七条第一項の規定又

は持株自己資本比率告示第二百二十五条第一項の

規定により1250％のリスク・ウェイトが適用され

る証券化エクスポージャーに係る所要自己資本 



百五十二条第一項（自己資本比率告示第二百七十条第一項において準用する場合を含む。）又は持株自己資本比率告示第二百三十条第一項（持株自己資本比率告

示第二百四十八条第一項において準用する場合を含む。）に規定する信用リスク・アセットの額に関する上限及び自己資本比率告示第二百五十五条第一項又は持

株自己資本比率告示第二百三十三条第一項に規定する所要自己資本の額に関する上限を適用した後の額）を記載すること。 

f 項番 10「内部格付手法における外部格付準拠方式又は内部評価方式により算出した信用リスク・アセット」の項イ欄の額及び第二十面の項番 10「内部格付手

法における外部格付準拠方式又は内部評価方式により算出した信用リスク・アセット」の項イ欄の額の合計額は、第一面の項番 13「信用リスク・アセットの額

の算出対象となっている証券化エクスポージャー うち、内部格付手法における外部格付準拠方式又は内部評価方式適用分」の項イ欄の額と一致する。 

g 項番 11「内部格付手法における指定関数方式により算出した信用リスク・アセット」の項イ欄の額及び第二十面の項番 11「内部格付手法における指定関数方

式により算出した信用リスク・アセット」の項イ欄の額の合計額は、第一面の項番 14「信用リスク・アセットの額の算出対象となっている証券化エクスポージ

ャー うち、内部格付手法における指定関数方式適用分」の項イ欄の額と一致する。 

h 項番 12「標準的手法により算出した信用リスク・アセット」の項イ欄の額及び第二十面の項番 12「標準的手法により算出した信用リスク・アセット」の項イ

欄の額の合計額は、第一面の項番 15「信用リスク・アセットの額の算出対象となっている証券化エクスポージャー うち、標準的手法適用分」の項イ欄の額と

一致する。 

i 項番13「自己資本比率告示第二百四十七条第一項の規定又は持株自己資本比率告示第二百二十五条第一項の規定により1250％のリスク・ウェイトが適用され

る証券化エクスポージャーに係る信用リスク・アセット」の項イ欄の額及び第二十面の項番13「自己資本比率告示第二百四十七条第一項の規定又は持株自己資

本比率告示第二百二十五条第一項の規定により1250％のリスク・ウェイトが適用される証券化エクスポージャーに係る信用リスク・アセット」の項イ欄の額の

合計額は、第一面の「信用リスク・アセットの額の算出対象となっている証券化エクスポージャー うち、1250％のリスク・ウェイト適用分」の項イ欄の額と

一致する。 

j 項番 14「内部格付手法における外部格付準拠方式又は内部評価方式が適用される証券化エクスポージャーに係る所要自己資本」の項イ欄の額及び第二十面の

項番 14「内部格付手法における外部格付準拠方式又は内部評価方式が適用される証券化エクスポージャーに係る所要自己資本」の項イ欄の額の合計額は、第一

面の項番 13「信用リスク・アセットの額の算出対象となっている証券化エクスポージャー うち、内部格付手法における外部格付準拠方式又は内部評価方式適

用分」の項ハ欄の額と一致する。 

k 項番 15「内部格付手法における指定関数方式が適用される証券化エクスポージャーに係る所要自己資本」の項イ欄の額及び第二十面の項番 15「内部格付手法

における指定関数方式が適用される証券化エクスポージャーに係る所要自己資本」の項イ欄の額の合計額は、第一面の項番 14「信用リスク・アセットの額の算



出対象となっている証券化エクスポージャー うち、内部格付手法における指定関数方式適用分」の項ハ欄の額と一致する。 

l 項番 16「標準的手法が適用される証券化エクスポージャーに係る所要自己資本」の項イ欄の額及び第二十面の項番 16「標準的手法が適用される証券化エクス

ポージャーに係る所要自己資本」の項イ欄の額の合計額は、第一面の項番 15「信用リスク・アセットの額の算出対象となっている証券化エクスポージャー う

ち、標準的手法適用分」の項ハ欄の額と一致する。 

m 項番17「自己資本比率告示第二百四十七条第一項の規定又は持株自己資本比率告示第二百二十五条第一項の規定により1250％のリスク・ウェイトが適用され

る証券化エクスポージャーに係る所要自己資本」の項イ欄の額及び第二十面の項番17「自己資本比率告示第二百四十七条第一項の規定又は持株自己資本比率告

示第二百二十五条第一項の規定により1250％のリスク・ウェイトが適用される証券化エクスポージャーに係る所要自己資本」の項イ欄の額の合計額は、第一面

の「信用リスク・アセットの額の算出対象となっている証券化エクスポージャー うち、1250％のリスク・ウェイト適用分」の項ハ欄の額と一致する。 

n この面に定める各項目につき、自金融機関で該当する額がない場合には項を削除せず、「－」を記載すること。 

o この面に記載する額は、この面で指定された単位で記載し、当該単位未満の端数は切り捨てること。



（第二十面）

（単位：百万円） 

SEC４:信用リスク・アセットの額の算出対象となる証券化エクスポージャー及び関連する所要自己資本（自金融機関が投資家である場合） 
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ル

 シ
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ア 

非

シ

ニ

ア

エクスポージャーの額（リスク・ウェイト区分別） 

１ 20％以下のリスク・ウェイトが適用される証券化エ

クスポージャー 

２ 20％超50％以下のリスク・ウェイトが適用される証

券化エクスポージャー 



３ 50％超100％以下のリスク・ウェイトが適用される証

券化エクスポージャー 

４ 100％超1250％未満のリスク・ウェイトが適用される

証券化エクスポージャー 

５ 1250％のリスク・ウェイトが適用される証券化エク

スポージャー 

 エクスポージャーの額（算出方法別） 

６ 内部格付手法における外部格付準拠方式又は内部評

価方式が適用される証券化エクスポージャー 

７ 内部格付手法における指定関数方式が適用される証

券化エクスポージャー 

８ 標準的手法が適用される証券化エクスポージャー 

９ 自己資本比率告示第二百四十七条第一項の規定又は

持株自己資本比率告示第二百二十五条第一項の規定

により1250％のリスク・ウェイトが適用される証券

化エクスポージャー 

 信用リスク・アセットの額（算出方法別） 

10 内部格付手法における外部格付準拠方式又は内部評

価方式により算出した信用リスク・アセット 

11 内部格付手法における指定関数方式により算出した

信用リスク・アセット 

12 標準的手法により算出した信用リスク・アセット 

13 自己資本比率告示第二百四十七条第一項の規定又は



（注） 

この面において使用する用語は、特段の定めがない限り、自己資本比率告示及び持株自己資本比率告示において使用する用語の例によるものとする。 

a この面においては、自金融機関が保有する証券化エクスポージャーのうち、自金融機関がオリジネーター又はスポンサーのいずれにも該当しない証券化取引

に係る額のみを記載すること。 

b 「エクスポージャーの額（リスク・ウェイト区分別）」の項番１から項番５までの項には、証券化取引の種類に応じ、リスク・ウェイト区分別のエクスポージ

ャーの額を記載すること。 

c 「エクスポージャーの額（算出方法別）」の項番６から項番９までの項には、証券化取引の種類に応じ、算出方法別のエクスポージャーの額を記載すること。 

d 「信用リスク・アセットの額（算出方法別）」の項番 10から項番 13までの項には、証券化取引の種類に応じ、算出方法別の信用リスク・アセットの額（自己

持株自己資本比率告示第二百二十五条第一項の規定

により1250％のリスク・ウェイトが適用される証券

化エクスポージャーに係る信用リスク・アセット 

所要自己資本の額（算出方法別） 

14 内部格付手法における外部格付準拠方式又は内部評

価方式が適用される証券化エクスポージャーに係る

所要自己資本 

15 内部格付手法における指定関数方式が適用される証

券化エクスポージャーに係る所要自己資本 

16 標準的手法が適用される証券化エクスポージャーに

係る所要自己資本 

17 自己資本比率告示第二百四十七条第一項の規定又は

持株自己資本比率告示第二百二十五条第一項の規定

により1250％のリスク・ウェイトが適用される証券

化エクスポージャーに係る所要自己資本 



資本比率告示第二百五十二条第一項（自己資本比率告示第二百七十条第一項において準用する場合を含む。）又は持株自己資本比率告示第二百三十条第一項（持

株自己資本比率告示第二百四十八条第一項において準用する場合を含む。）に規定する信用リスク・アセットの額に関する上限を適用する前の額）を記載するこ

と。 

e 「所要自己資本の額（算出方法別）」の項番 14から項番 17までの項には、証券化取引の種類に応じ、算出方法別の所要自己資本の額（自己資本比率告示第二

百五十二条第一項（自己資本比率告示第二百七十条第一項において準用する場合を含む。）又は持株自己資本比率告示第二百三十条第一項（持株自己資本比率告

示第二百四十八条第一項において準用する場合を含む。）に規定する信用リスク・アセットの額に関する上限及び自己資本比率告示第二百五十五条第一項又は持

株自己資本比率告示第二百三十三条第一項に規定する所要自己資本の額に関する上限を適用した後の額）を記載すること。 

f 項番 10「内部格付手法における外部格付準拠方式又は内部評価方式により算出した信用リスク・アセット」の項イ欄の額及び第十九面の項番 10「内部格付手

法における外部格付準拠方式又は内部評価方式により算出した信用リスク・アセット」の項イ欄の額の合計額は、第一面の項番 13「信用リスク・アセットの額

の算出対象となっている証券化エクスポージャー うち、内部格付手法における外部格付準拠方式又は内部評価方式適用分」の項イ欄の額と一致する。 

g 項番 11「内部格付手法における指定関数方式により算出した信用リスク・アセット」の項イ欄の額及び第十九面の項番 11「内部格付手法における指定関数方

式により算出した信用リスク・アセット」の項イ欄の額の合計額は、第一面の項番 14「信用リスク・アセットの額の算出対象となっている証券化エクスポージ

ャー うち、内部格付手法における指定関数方式適用分」の項イ欄の額と一致する。 

h 項番 12「標準的手法により算出した信用リスク・アセット」の項イ欄の額及び第十九面の項番 12「標準的手法により算出した信用リスク・アセット」の項イ

欄の額の合計額は、第一面の項番 15「信用リスク・アセットの額の算出対象となっている証券化エクスポージャー うち、標準的手法適用分」の項イ欄の額と

一致する。 

i 項番13「自己資本比率告示第二百四十七条第一項の規定又は持株自己資本比率告示第二百二十五条第一項の規定により1250％のリスク・ウェイトが適用され

る証券化エクスポージャーに係る信用リスク・アセット」の項イ欄の額及び第十九面の項番13「自己資本比率告示第二百四十七条第一項の規定又は持株自己資

本比率告示第二百二十五条第一項の規定により1250％のリスク・ウェイトが適用される証券化エクスポージャーに係る信用リスク・アセット」の項イ欄の額の

合計額は、第一面の「信用リスク・アセットの額の算出対象となっている証券化エクスポージャー うち、1250％のリスク・ウェイト適用分」の項イ欄の額と

一致する。 

j 項番 14「内部格付手法における外部格付準拠方式又は内部評価方式が適用される証券化エクスポージャーに係る所要自己資本」の項イ欄の額及び第十九面の

項番 14「内部格付手法における外部格付準拠方式又は内部評価方式が適用される証券化エクスポージャーに係る所要自己資本」の項イ欄の額の合計額は、第一



面の項番 13「信用リスク・アセットの額の算出対象となっている証券化エクスポージャー うち、内部格付手法における外部格付準拠方式又は内部評価方式適

用分」の項ハ欄の額と一致する。 

k 項番 15「内部格付手法における指定関数方式が適用される証券化エクスポージャーに係る所要自己資本」の項イ欄の額及び第十九面の項番 15「内部格付手法

における指定関数方式が適用される証券化エクスポージャーに係る所要自己資本」の項イ欄の額の合計額は、第一面の項番 14「信用リスク・アセットの額の算

出対象となっている証券化エクスポージャー うち、内部格付手法における指定関数方式適用分」の項ハ欄の額と一致する。 

l 項番 16「標準的手法が適用される証券化エクスポージャーに係る所要自己資本」の項イ欄の額及び第十九面の項番 16「標準的手法が適用される証券化エクス

ポージャーに係る所要自己資本」の項イ欄の額の合計額は、第一面の項番 15「信用リスク・アセットの額の算出対象となっている証券化エクスポージャー う

ち、標準的手法適用分」の項ハ欄の額と一致する。 

m 項番17「自己資本比率告示第二百四十七条第一項の規定又は持株自己資本比率告示第二百二十五条第一項の規定により1250％のリスク・ウェイトが適用され

る証券化エクスポージャーに係る所要自己資本」の項イ欄の額及び第十九面の項番17「自己資本比率告示第二百四十七条第一項の規定又は持株自己資本比率告

示第二百二十五条第一項の規定により1250％のリスク・ウェイトが適用される証券化エクスポージャーに係る所要自己資本」の項イ欄の額の合計額は、第一面

の「信用リスク・アセットの額の算出対象となっている証券化エクスポージャー うち、1250％のリスク・ウェイト適用分」の項ハ欄の額と一致する。 

n この面に定める各項目につき、自金融機関で該当する額がない場合には項を削除せず、「－」を記載すること。 

o この面に記載する額は、この面で指定された単位で記載し、当該単位未満の端数は切り捨てること。 



（第二十一面）

（単位：百万円）   

（注） 

この面において使用する用語は、特段の定めがない限り、自己資本比率告示及び持株自己資本比率告示

において使用する用語の例によるものとする。 

a 項番１「金利リスク（一般市場リスク及び個別リスク）の額」の項には、自己資本比率告示第二百八

十一条の規定又は持株自己資本比率告示第二百五十九条の規定により算出した金利リスク・カテゴリー

のマーケット・リスク相当額（自己資本比率告示第二百八十一条又は持株自己資本比率告示第二百五十

九条に規定する債券等に係る個別リスクの額及び一般市場リスクの額の合計額）を８パーセントで除し

て得た額を記載すること。 

b 項番２「株式リスク（一般市場リスク及び個別リスク）の額」の項には、自己資本比率告示第二百八

十八条の規定又は持株自己資本比率告示第二百六十六条の規定により算出した株式リスク・カテゴリー

のマーケット・リスク相当額（自己資本比率告示第二百八十八条又は持株自己資本比率告示第二百六十

六条に規定する株式等に係る個別リスクの額及び一般市場リスクの額の合計額）を８パーセントで除し

て得た額を記載すること。 

c 項番３「外国為替リスクの額」の項には、自己資本比率告示第二百九十一条の規定又は持株自己資本

比率告示第二百六十九条の規定により算出した外国為替リスク・カテゴリーのマーケット・リスク相当

額を８パーセントで除して得た額を記載すること。 

d 項番４「コモディティ・リスクの額」の項には、自己資本比率告示第二百九十三条の規定又は持株自

己資本比率告示第二百七十一条の規定により算出したコモディティ・リスク・カテゴリーのマーケッ

ト・リスク相当額を８パーセントで除して得た額を記載すること。 

e 項番５「オプション取引 簡便法により算出した額」の項には、自己資本比率告示第二百九十五条の

規定又は持株自己資本比率告示第二百七十三条の規定により算出した簡便法を用いる場合のオプショ

ン取引等に係るマーケット・リスク相当額を８パーセントで除して得た額を記載すること。 

MR１:標準的方式によるマーケット・リスク相当額 

項番 
リスク・アセット 

(リスク相当額を８％で除して得た額)

１ 金利リスク（一般市場リスク及び個別リスク）の額  

２ 株式リスク（一般市場リスク及び個別リスク）の額  

３ 外国為替リスクの額  

４ コモディティ・リスクの額  

 オプション取引  

５ 簡便法により算出した額  

６ デルタ・プラス法により算出した額  

７ シナリオ法により算出した額  

８ 証券化エクスポージャーに係る個別リスクの額 

９ 合計 



f 項番６「オプション取引 デルタ・プラス法により算出した額」の項には、自己資本比率告示第二百

九十六条の規定又は持株自己資本比率告示第二百七十四条の規定により算出したオプション取引等に

係るマーケット・リスク相当額（自己資本比率告示第二百九十六条第二号又は持株自己資本比率告示第

二百七十四条第二号に規定するガンマ・リスク及び自己資本比率告示第二百九十六条第三号又は持株自

己資本比率告示第二百七十四条第三号に規定するベガ・リスクに係るマーケット・リスク相当額の合計

額）を８パーセントで除して得た額を記載すること。 

g 項番７「オプション取引 シナリオ法により算出した額」の項には、自己資本比率告示第三百二条の

規定又は持株自己資本比率告示第二百八十条の規定により算出したシナリオ法を用いる場合のオプシ

ョン取引等に係るマーケット・リスク相当額を８パーセントで除して得た額を記載すること。 

h 項番８「証券化エクスポージャーに係る個別リスクの額」の項には、自己資本比率告示第三百二条の

二から第三百二条の五までの規定又は持株自己資本比率告示第二百八十条の二から第二百八十条の五

までの規定により算出した証券化エクスポージャーの個別リスクの額、自己資本比率告示第三百二条の

六の規定又は持株自己資本比率告示第二百八十条の六の規定により算出した特定順位参照型クレジッ

ト・デリバティブに係る個別リスクの額及び自己資本比率告示第三百二条の九又は持株自己資本比率告

示第二百八十条の九に規定する修正標準方式を用いて算出したコリレーション・トレーディングに係る

個別リスクの額の合計額を８パーセントで除して得た額を記載すること。 

i 項番９「合計」の項には、項番１から項番８までの合計額を記載すること。 

j 項番９「合計」の額は、第一面の項番 17「マーケット・リスク うち、標準的方式適用分」の項イ

欄の額と一致する。 

k この面に定める各項目につき、自金融機関で該当する額がない場合には項を削除せず、「－」を記載

すること。 

l この面に記載する額は、この面で指定された単位で記載し、当該単位未満の端数は切り捨てること。



（第二十二面）

（単位：百万円） 

MR３:内部モデル方式の状況（マーケット・リスク） 

項番

 バリュー・アット・リスク（保有期間 10営業日、片側信頼区間 99％） 

１ 最大値  

２ 平均値  

３ 最小値  

４ 期末  

 ストレス・バリュー・アット・リスク（保有期間 10営業日、片側信頼区間 99％） 

５ 最大値  

６ 平均値  

７ 最小値  

８ 期末  

 追加的リスクの額（片側信頼区間 99.9％） 

９ 最大値  

10 平均値  

11 最小値  

12 期末  

 包括的リスクの額（片側信頼区間 99.9％） 

13 最大値  

14 平均値  

15 最小値  

16 期末  

17 フロア（修正標準的方式）  

（注） 

この面において使用する用語は、特段の定めがない限り、自己資本比率告示及び持株自己資本比率告示

において使用する用語の例によるものとする。 

a 「バリュー・アット・リスク（保有期間 10営業日、片側信頼区間 99％）」の項番１から項番４まで

の項には、自己資本比率告示第二百七十六条第一項第一号イ又は持株自己資本比率告示第二百五十四条

第一項第一号イに規定する期中における一般市場リスク及び個別リスクのバリュー・アット・リスクの

額に係る計数を記載すること。 

b 「ストレス・バリュー・アット・リスク（保有期間 10営業日、片側信頼区間 99％）」の項番５から

項番８までの項には、自己資本比率告示第二百七十六条第一項第二号イ又は持株自己資本比率告示第二

百五十四条第一項第二号イに規定する期中における一般市場リスク及び個別リスクのストレス・バリュ

ー・アット・リスクの額に係る計数を記載すること。 

c 「追加的リスクの額（片側信頼区間 99.9％）」の項番９から項番 12までの項には、自己資本比率告



示第二百七十六条第二項第一号又は持株自己資本比率告示第二百五十四条第二項第一号に規定する期

中における追加的リスクの額に係る計数を記載すること。 

d 「包括的リスクの額（片側信頼区間 99.9％）」の項番 13 から項番 17 までの項には、自己資本比率

告示第三百二条の十一第一号又は持株自己資本比率告示第二百八十条の十一第一号に規定する期中に

おけるコリレーション・トレーディングの包括的リスクの額に係る計数を記載すること。ただし、項番

17 の「フロア（修正標準的方式）」の項には、自己資本比率告示第三百二条の十一第三号又は持株自

己資本比率告示第二百八十条の十一第三号に掲げる額を記載すること。 

e この面に定める各項目につき、自金融機関で該当する額がない場合には項を削除せず、「－」を記載

すること。 

f この面に記載する額は、この面で指定された単位で記載し、当該単位未満の端数は切り捨てること。 

g この面は、自金融機関が標準的方式を採用した場合にあっては、作成することを要しない。 



（第二十三面）

（注） 

この面において使用する用語は、特段の定めがない限り、自己資本比率告示及び持株自己資本比率告示

において使用する用語の例によるものとする。 

a この面においては、自己資本比率告示第二百七十四条第二項第二号又は持株自己資本比率告示第二百

五十二条第二項第二号に定めるバック・テスティングの結果を図示すること（上記は凡例である。）。 

b 系列「日次 VaR」は、自己資本比率告示第二百七十七条第一項又は持株自己資本比率告示第二百五十

五条第一項に規定する保有期間を一日としてリスク計測モデル（追加的リスク計測モデル及び自己資本

比率告示第三百二条の十第三項第三号又は持株自己資本比率告示第二百八十条の十第三項第三号に規

定する包括的リスク計測モデルを除く。）を使用して算出した日ごとのバリュー・アット・リスクの額

をいう。 

c 系列「日次損益」は、自己資本比率告示第二百七十七条第一項又は持株自己資本比率告示第二百五十

五条第一項に規定する実際に発生した損益（以下「実損益」という。）又はポートフォリオを固定した

場合において発生したと想定される損益（以下「仮想損益」という。）のうち、自金融機関が採用して

いる損益の額をいう。ただし、実損益及び仮想損益のいずれも開示することもできるものとし、その場

合には二の損益の主要な差異項目について定性的な説明を併せて記載すること。 

d 報告基準日を含む直近 250 営業日分のバック・テスティングの結果を記載すること。バック・テステ

ィングの超過については、超過日、超過額及び超過の主要な要因について記載すること。 

e この面は、自金融機関が標準的方式を採用した場合にあっては、作成することを要しない。 

-2,500
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-1,500

-1,000

-500

0
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1,500
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MR４:内部モデル方式のバック・テスティングの結果 



（第二十四面）

（単位：百万円）

（注） 

この面において使用する用語は、特段の定めがない限り、自己資本比率告示及び持株自己資本比率告示

において使用する用語の例によるものとする。 

また、自金融機関がこの面の定めるところにより記載が必要とされている金利リスク以外の金利リスク

を計測している場合には、当該金利リスクを追加して記載することができる。 

a この面において「⊿EVE」とは、金利リスクのうち、金利ショックに対する経済的価値の減少額とし

て計測されるものをいう。 

b この面において「⊿NII」とは、金利リスクのうち、金利ショックに対する算出基準日から 12ヶ月を

経過する日までの間の金利収益の減少額として計測されるものをいう。 

c この面において「上方パラレルシフト」とは、通貨及び将来の期間ごとに、当該通貨及び当該将来の

期間に応じた算出基準日時点のリスクフリー・レートに、次の表に定める「パラレルシフトに関する金

利変動幅（ベーシス・ポイント）」を加える金利ショックをいう。 

通貨 パラレルシフトに関する金利変動幅（ベーシス・ポイント）

アルゼンチン通貨 400 

オーストラリア通貨 300 

ブラジル通貨 400 

カナダ通貨 200 

スイス通貨 100 

中華人民共和国通貨 250 

欧州経済通貨統合参加国通貨 200 

IRRBB１:金利リスク 

項番  

イ ロ ハ ニ 

⊿EVE ⊿NII 

当中間期末 前中間期末 当中間期末 前中間期末 

１ 上方パラレルシフト     

２ 下方パラレルシフト 

３ スティープ化 

４ フラット化 

５ 短期金利上昇 

６ 短期金利低下 

７ 最大値 

ホ ヘ 

当中間期末 前中間期末 

８ Tier1 資本の額   



英国通貨 250 

中華人民共和国（香港特別行政区）通貨 200 

インドネシア通貨 400 

インド通貨 400 

本邦通貨 100 

大韓民国通貨 300 

メキシコ通貨 400 

ロシア通貨 400 

サウジアラビア通貨 200 

スウェーデン通貨 200 

シンガポール通貨 150 

トルコ通貨 400 

アメリカ合衆国通貨 200 

南アフリカ共和国通貨 400 

その他の通貨 100 から 400 のうち、自金融機関が定める値

d この面において「下方パラレルシフト」とは、通貨及び将来の期間ごとに、当該通貨及び当該将来の

期間に応じた算出基準日時点のリスクフリー・レートに、cの表に定める「パラレルシフトに関する金

利変動幅（ベーシス・ポイント）」にマイナス１を乗じて得た数値を加える金利ショックをいう。 

e この面において「スティープ化」とは、通貨及び将来の期間ごとに、当該通貨及び当該将来の期間に

応じた算出基準日時点のリスクフリー・レートに、次の算式を用いて得た金利変動幅（以下この面にお

いて「スティープ化に関する金利変動幅」という。）を加える金利ショックをいう。 

R ,	 � � � 	 0.65 	 ,	 � 0.9 	 ,	 1 	

R ,	 � �は、スティープ化に関する金利変動幅 

cは、通貨（以下この面において同じ。） 

は、将来の期間を年数で表した値（以下この面において同じ。） 

,	  は、通貨に応じて、次の表に定める「短期金利に関する金利変動幅（ベーシス・ポイント）」

（以下この面において同じ。） 

,	  は、通貨に応じて、次の表に定める「長期金利に関する金利変動幅（ベーシス・ポイント）」

（以下この面において同じ。） 

xは、４（以下この面において同じ。） 

通貨
短期金利に関する金利変動幅

（ベーシス・ポイント）

長期金利に関する金利変動幅

（ベーシス・ポイント）

アルゼンチン通貨 500 300 

オーストラリア通貨 450 200 



ブラジル通貨 500 300 

カナダ通貨 300 150 

スイス通貨 150 100 

中華人民共和国通貨 300 150 

欧州経済通貨統合参加国通貨 250 100 

英国通貨 300 150 

中華人民共和国（香港特別行政区）通貨 250 100 

インドネシア通貨 500 300 

インド通貨 500 300 

本邦通貨 100 100 

大韓民国通貨 400 200 

メキシコ通貨 500 300 

ロシア通貨 500 300 

サウジアラビア通貨 300 150 

スウェーデン通貨 300 150 

シンガポール通貨 200 100 

トルコ通貨 500 300 

アメリカ合衆国通貨 300 150 

南アフリカ共和国通貨 500 300 

その他の通貨
100 から 500 のうち、自金融機

関が定める値

100 から 300 のうち、自金融機

関が定める値

f この面において「フラット化」とは、通貨及び将来の期間ごとに、当該通貨及び当該将来の期間に応

じた算出基準日時点のリスクフリー・レートに、次の算式を用いて得た金利変動幅（以下この面におい

て「フラット化に関する金利変動幅」という。）を加える金利ショックをいう。 

R ,	 � � � 0.8 	 ,	 0.6 	 ,	 1 	

R ,	 � �は、フラット化に関する金利変動幅 

g この面において「短期金利上昇」とは、通貨及び将来の期間ごとに、当該通貨及び当該将来の期間に

応じた算出基準日時点のリスクフリー・レートに、次の算式を用いて得た金利変動幅（以下この面にお

いて「短期金利上昇に関する金利変動幅」という。）を加える金利ショックをいう。 

,	 � � � 	 ,	

,	 � �は、短期金利上昇に関する金利変動幅 

h この面において「短期金利低下」とは、通貨及び将来の期間ごとに、当該通貨及び当該将来の期間に

応じた算出基準日時点のリスクフリー・レートに、短期金利上昇に関する金利変動幅にマイナス１を乗

じて得た数値を加える金利ショックをいう。 



i 項番１「上方パラレルシフト」の項には、上方パラレルシフトに基づく⊿EVE（イ欄及びロ欄）及び

⊿NII（ハ欄及びニ欄）を記載すること。 

j 項番２「下方パラレルシフト」の項には、下方パラレルシフトに基づく⊿EVE（イ欄及びロ欄）及び

⊿NII（ハ欄及びニ欄）を記載すること。 

k 項番３「スティープ化」の項には、スティープ化に基づく⊿EVE（イ欄及びロ欄）を記載すること。 

l 項番４「フラット化」の項には、フラット化に基づく⊿EVE（イ欄及びロ欄）を記載すること。 

m 項番５「短期金利上昇」の項には、短期金利上昇に基づく⊿EVE（イ欄及びロ欄）を記載すること。 

n 項番６「短期金利低下」の項には、短期金利低下に基づく⊿EVE（イ欄及びロ欄）を記載すること。 

o 項番７「最大値」の項イ欄及びロ欄には、それぞれの欄の項番１から項番６までの値のうち最大のも

のを記載すること。 

p 項番７「最大値」の項ハ欄及びニ欄には、それぞれの欄の項番１又は項番２の値のうちいずれか大き

いものを記載すること。 

q この面に記載する額は、この面で指定された単位で記載し、当該単位未満の端数は切り捨てること。 

r この面におけるロ欄、ニ欄及びヘ欄の「前中間期末」が平成三十年三月三十一日前となる場合には、

当該欄は記載することを要しない。 



［（別紙様式第八号） 別紙１－３］

（第一面）

（単位：百万円）

OV１:リスク・アセットの概要 

国際様式

の該当番

号 

イ ロ ハ ニ 

リスク・アセット 所要自己資本 

当四半 

期末 

前四半

期末 

当四半 

期末 

前四半 

期末 

１ 信用リスク     

２  うち、標準的手法適用分     

３  うち、内部格付手法適用分     

  うち、重要な出資のエクスポージャー     

  うち、リース取引における見積残存価額の

エクスポージャー 

  その他     

４ カウンターパーティ信用リスク     

５-１  うち、カレント・エクスポージャー方式適

用分 

５-２  うち、標準方式適用分     

６  うち、期待エクスポージャー方式適用分     

 うち、ＣＶＡリスク     

 うち、中央清算機関関連エクスポージャー     

 その他     

７ マーケット・ベース方式に基づく株式等エク

スポージャー 

 複数の資産及び取引を裏付けとするエクスポ

ージャー 

 信用リスク・アセットのみなし計算が適用さ

れるエクスポージャー 

11 未決済取引     

12 信用リスク・アセットの額の算出対象となっ

ている証券化エクスポージャー 

13  うち、内部格付手法における外部格付準拠

方式又は内部評価方式適用分 

14  うち、内部格付手法における指定関数方式

適用分 

15  うち、標準的手法適用分     



（注） 

この面において使用する用語は、特段の定めがない限り、自己資本比率告示及び持株自己資本比率告示

において使用する用語の例によるものとする。 

a 内部格付手法適用分に係る記載について、リスク・アセットの額（イ欄及びロ欄）は１．０６を乗じ

る前の額を記載し、所要自己資本の額（ハ欄及びニ欄）は１．０６を乗じて得たリスク・アセットの額

に８パーセントを乗じて得た額をそれぞれ記載すること。 

b この面の c 以下の記載にかかわらず、国際様式の該当番号（以下この面において「項番」という。）

１の「信用リスク」の項から「信用リスク その他」の項までには、項番４から「信用リスク・アセッ

トの額の算出対象となっている証券化エクスポージャー うち、1250％のリスク・ウェイト適用分」の

項まで、項番 23 及び「経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるものの額」の項に該当する

ものの額は含まれない。また、項番２「信用リスク うち、標準的手法適用分」の項及び項番３「信用

リスク うち、内部格付手法適用分」の項には、「信用リスク うち、重要な出資のエクスポージャー」

の項から「信用リスク その他」の項までに該当するものの額は含まれない。 

c 項番２「信用リスク うち、標準的手法適用分」の項には、自己資本比率告示第四十八条第一項又は

持株自己資本比率告示第二十六条第一項に規定する信用リスク・アセットの額の合計額（イ欄及びロ欄）

及びこれに係る所要自己資本の額（リスクの種類に応じ、リスク・アセットの額の合計額に８パーセン

トを乗じて得た額又はリスク相当額の合計額をいう。以下この面において同じ。）（ハ欄及びニ欄）をそ

れぞれ記載すること。 

d 項番２「信用リスク うち、標準的手法適用分」の項イ欄の額は、当四半期末を期末とする事業年度

に係る別紙様式第二号第七面の開示又は当四半期末を中間期末とする中間期に係る別紙様式第四号第

五面の開示を行う場合、それぞれの面の項番 22「合計」の項ホ欄の額と一致する。  

e 項番３「信用リスク うち、内部格付手法適用分」の項には、自己資本比率告示第百五十二条第一号

  うち、1250％のリスク・ウェイト適用分     

16 マーケット・リスク     

17  うち、標準的方式適用分     

18  うち、内部モデル方式適用分     

19 オペレーショナル・リスク     

20  うち、基礎的手法適用分     

21  うち、粗利益配分手法適用分     

22  うち、先進的計測手法適用分     

23 特定項目のうち、調整項目に算入されない部

分に係るエクスポージャー 

 経過措置によりリスク・アセットの額に算入

されるものの額 

24 フロア調整     

25 合計     



イ又は持株自己資本比率告示第百三十条第一号イに規定する信用リスク・アセットの額の合計額（イ欄

及びロ欄）及びこれに係る所要自己資本の額（ハ欄及びニ欄）をそれぞれ記載すること。 

f 項番３「信用リスク うち、内部格付手法適用分」の項イ欄の額は、当四半期末を期末とする事業年

度に係る別紙様式第二号第九面及び第十三面の開示又は当四半期末を中間期末とする中間期に係る別

紙様式第四号第七面及び第九面の開示を行う場合、別紙様式第二号第九面又は別紙様式第四号第七面の

「合計（全てのポートフォリオ）」の項リ欄の額並びに別紙様式第二号第十三面又は別紙様式第四号第

九面の「ボラティリティの高い事業用不動産向け貸付け（HVCRE）以外」の「合計」の項ル欄の額及び

「ボラティリティの高い事業用不動産向け貸付け（HVCRE）」の「合計」の項ル欄の額の合計額と一致す

る。 

g 「信用リスク うち、重要な出資のエクスポージャー」の項には、標準的手法採用行にあっては自己

資本比率告示第七十六条の二の規定又は持株自己資本比率告示第五十四条の二の規定により、内部格付

手法採用行にあっては自己資本比率告示第百七十八条の二の規定又は持株自己資本比率告示第百五十

六条の二の規定により、1250 パーセントのリスク・ウェイトが適用されるエクスポージャーに係る信

用リスク・アセットの額（イ欄及びロ欄）及びこれに係る所要自己資本額（ハ欄及びニ欄）をそれぞれ

記載すること。 

h 「信用リスク うち、リース取引における見積残存価額のエクスポージャー」の項には、自己資本比

率告示第百七十七条又は持株自己資本比率告示第百五十五条に規定するリース取引における見積残存

価額に係る信用リスク・アセットの額（イ欄及びロ欄）及びこれに係る所要自己資本額（ハ欄及びニ欄）

をそれぞれ記載すること。 

i 「信用リスク その他」の項には、標準的手法採用行にあっては自己資本比率告示第七十七条の規定

又は持株自己資本比率告示第五十五条の規定により、内部格付手法採用行にあっては自己資本比率告示

第百七十八条第二項の規定又は持株自己資本比率告示第百五十六条第二項の規定により、100 パーセン

トのリスク・ウェイトが適用されるエクスポージャーに係る信用リスク・アセットの額（イ欄及びロ欄）

及びこれに係る所要自己資本額（ハ欄及びニ欄）をそれぞれ記載すること。 

j 項番４「カウンターパーティ信用リスク」の項イ欄の額は、当四半期末を期末とする事業年度に係る

別紙様式第二号第十四面、第十五面及び第二十一面の開示並びに当四半期末を中間期末とする中間期に

係る別紙様式第四号第十面、第十一面及び第十六面の開示を行う場合、別紙様式第二号第十四面又は別

紙様式第四号第十面の項番６「合計」の項ヘ欄の額、別紙様式第二号第十五面又は別紙様式第四号第十

一面の項番５「ＣＶＡリスク相当額の対象となるポートフォリオの合計」の項ロ欄の額並びに別紙様式

第二号第二十一面又は別紙様式第四号第十六面の項番１「適格中央清算機関へのエクスポージャー（合

計）」の項ロ欄の額及び項番 11「非適格中央清算機関へのエクスポージャー（合計）」の項ロ欄の額の

合計額と一致する。 

k 項番５-１「カウンターパーティ信用リスク うち、カレント・エクスポージャー方式適用分」の項

には、自己資本比率告示第七十九条の二（自己資本比率告示第百五十七条第五項及び第百六十五条第五

項において準用する場合を含む。）の規定又は持株自己資本比率告示第五十七条の二（持株自己資本比

率告示第百三十五条第五項及び第百四十三条第五項において準用する場合を含む。）の規定により算出



した額に派生商品取引及び長期決済期間取引の相手方に適用されるリスク・ウェイトを乗じた額の合計

額（イ欄及びロ欄）並びにこれに係る所要自己資本の額（ハ欄及びニ欄）をそれぞれ記載すること。 

l 項番５-２「カウンターパーティ信用リスク うち、標準方式適用分」の項には、自己資本比率告示

第七十九条の三（自己資本比率告示第百五十七条第五項及び第百六十五条第五項において準用する場合

を含む。）の規定又は持株自己資本比率告示第五十七条の三（持株自己資本比率告示第百三十五条第五

項及び第百四十三条第五項において準用する場合を含む。）の規定により算出した額に派生商品取引及

び長期決済期間取引の相手方に適用されるリスク・ウェイトを乗じた額の合計額（イ欄及びロ欄）及び

これに係る所要自己資本の額（ハ欄及びニ欄）をそれぞれ記載すること。 

m 項番６「カウンターパーティ信用リスク うち、期待エクスポージャー方式適用分」の項には、自己

資本比率告示第七十九条の四（自己資本比率告示第百五十七条第五項及び第百六十五条第五項において

準用する場合を含む。）の規定又は持株自己資本比率告示第五十七条の四（持株自己資本比率告示第百

三十五条第五項及び第百四十三条第五項において準用する場合を含む。）の規定により算出した額に派

生商品取引及びレポ形式の取引等の相手方に適用されるリスク・ウェイトを乗じた額の合計額（イ欄及

びロ欄）及びこれに係る所要自己資本の額（ハ欄及びニ欄）をそれぞれ記載すること。 

n 項番６「カウンターパーティ信用リスク うち、期待エクスポージャー方式適用分」の項イ欄の額は、

当四半期に係る第三面の開示を行う場合、同面の項番９「当四半期末時点における信用リスク・アセッ

トの額」の項の額と一致する。 

o 「カウンターパーティ信用リスク うち、ＣＶＡリスク」の項には、自己資本比率告示第八章の二の

規定又は持株自己資本比率告示第六章の二の規定により算出したＣＶＡリスク相当額の合計額を８パ

ーセントで除して得た額（イ欄及びロ欄）及びこれに係る所要自己資本の額（ハ欄及びニ欄）をそれぞ

れ記載すること。 

p 「カウンターパーティ信用リスク うち、中央清算機関関連エクスポージャー」の項には、自己資本

比率告示第八章の三の規定又は持株自己資本比率告示第六章の三の規定により算出した中央清算機関

関連エクスポージャーに係るリスク・アセットの合計額（イ欄及びロ欄）及びこれに係る所要自己資本

の額（ハ欄及びニ欄）をそれぞれ記載すること。 

q 項番７「マーケット・ベース方式に基づく株式等エクスポージャー」の項には、自己資本比率告示第

百六十六条第一項第一号又は持株自己資本比率告示第百四十四条第一項第一号に掲げるマーケット・ベ

ース方式により算出した信用リスク・アセットの額及び自己資本比率告示第百六十六条第一項ただし書

の規定又は持株自己資本比率告示第百四十四条第一項ただし書の規定により 100 パーセントのリス

ク・ウェイトを適用して算出した信用リスク・アセットの額の合計額（イ欄及びロ欄）並びにこれらに

係る所要自己資本の額（ハ欄及びニ欄）をそれぞれ記載すること。なお、自己資本比率告示第百六十六

条第一項第二号又は持株自己資本比率告示第百四十四条第一項第二号に掲げる PD/LGD 方式により算出

した信用リスク・アセットの額及びこれに係る所要自己資本の額については、項番３「信用リスク う

ち、内部格付手法適用分」の項に含めることとする。さらに、株式等エクスポージャーに標準的手法を

適用して算出した信用リスク・アセットの額及びこれに係る所要自己資本の額については、項番２「信

用リスク うち、標準的手法適用分」の項に含めることとする。 



r 項番７「マーケット・ベース方式に基づく株式等エクスポージャー」の項イ欄の額は、当四半期末を

期末とする事業年度に係る別紙様式第二号第十三面の開示又は当四半期末を中間期末とする中間期に

係る別紙様式第四号第九面の開示を行う場合、それぞれの面の「マーケット・ベース方式が適用される

株式等エクスポージャー」の「合計」の項ル欄の額及び「100％のリスク・ウェイトが適用される株式

等エクスポージャー」の項ル欄の額の合計額と一致する。 

s 「複数の資産及び取引を裏付けとするエクスポージャー」の項には、標準的手法採用行にあっては、

リスク・ウェイトを直接に判定することができないものの信用リスク・アセットの額の合計額（イ欄及

びロ欄）及びこれに係る所要自己資本の額（ハ欄及びニ欄）をそれぞれ記載すること。 

t 「信用リスク・アセットのみなし計算が適用されるエクスポージャー」の項には、自己資本比率告示

第百六十七条又は持株自己資本比率告示第百四十五条に規定する信用リスク・アセットの額の合計額

（イ欄及びロ欄）及びこれに係る所要自己資本の額（ハ欄及びニ欄）をそれぞれ記載すること。 

u 項番 11「未決済取引」の項には、標準的手法採用行にあっては自己資本比率告示第七十九条の五又

は持株自己資本比率告示第五十七条の五に規定する信用リスク・アセットの額、内部格付手法採用行に

あっては自己資本比率告示第百七十七条の二又は持株自己資本比率告示第百五十五条の二に規定する

信用リスク・アセットの額の合計額（イ欄及びロ欄）及びこれに係る所要自己資本の額（ハ欄及びニ欄）

をそれぞれ記載すること。 

v 「信用リスク・アセットの額の算出対象となっている証券化エクスポージャー」の欄には、自己資本

比率告示第八章の規定又は持株自己資本比率告示第六章の規定により算出した証券化エクスポージャ

ーの信用リスク・アセットの合計額（イ欄及びロ欄）及びこれに係る所要自己資本の額（ハ欄及びニ欄）

をそれぞれ記載すること。 

w 項番 12「信用リスク・アセットの額の算出対象となっている証券化エクスポージャー」の項イ欄の

額は、当四半期末を期末とする事業年度に係る別紙様式第二号第二十四面及び第二十五面の開示又は当

四半期末を中間期末とする中間期に係る別紙様式第四号第十九面及び第二十面の開示を行う場合、別紙

様式第二号第二十四面又は別紙様式第四号第十九面及び別紙様式第二号第二十五面又は別紙様式第四

号第二十面の項番 10から項番 13までの項イ欄の合計額と一致する。 

x 項番 12「信用リスク・アセットの額の算出対象となっている証券化エクスポージャー」の項ハ欄の

額は、当四半期末を期末とする事業年度に係る別紙様式第二号第二十四面及び第二十五面の開示又は当

四半期末を中間期末とする中間期に係る別紙様式第四号第十九面及び第二十面の開示を行う場合、別紙

様式第二号第二十四面又は別紙様式第四号第十九面及び別紙様式第二号第二十五面又は別紙様式第四

号第二十面の項番 14から項番 17までの項イ欄の合計額と一致する。 

y 項番 13「信用リスク・アセットの額の算出対象となっている証券化エクスポージャー うち、内部

格付手法における外部格付準拠方式又は内部評価方式適用分」の項イ欄の額は、当四半期末を期末とす

る事業年度に係る別紙様式第二号第二十四面及び第二十五面の開示又は当四半期末を中間期末とする

中間期に係る別紙様式第四号第十九面及び第二十面の開示を行う場合、それぞれの面の項番 10「内部

格付手法における外部格付準拠方式又は内部評価方式により算出した信用リスク・アセット」の項イ欄

の合計額と一致する。 



z 項番 13「信用リスク・アセットの額の算出対象となっている証券化エクスポージャー うち、内部

格付手法における外部格付準拠方式又は内部評価方式適用分」の項ハ欄の額は、当四半期末を期末とす

る事業年度に係る別紙様式第二号第二十四面及び第二十五面の開示又は当四半期末を中間期末とする

中間期に係る別紙様式第四号第十九面及び第二十面の開示を行う場合、それぞれの面の項番 14「内部

格付手法における外部格付準拠方式又は内部評価方式が適用される証券化エクスポージャーに係る所

要自己資本」の項イ欄の合計額と一致する。 

aa 項番 14「信用リスク・アセットの額の算出対象となっている証券化エクスポージャー うち、内部

格付手法における指定関数方式適用分」の項イ欄の額は、当四半期末を期末とする事業年度に係る別紙

様式第二号第二十四面及び第二十五面の開示又は当四半期末を中間期末とする中間期に係る別紙様式

第四号第十九面及び第二十面の開示を行う場合、それぞれの面の項番 11「内部格付手法における指定

関数方式により算出した信用リスク・アセット」の項イ欄の合計額と一致する。 

bb 項番 14「信用リスク・アセットの額の算出対象となっている証券化エクスポージャー うち、内部

格付手法における指定関数方式適用分」の項ハ欄の額は、当四半期末を期末とする事業年度に係る別紙

様式第二号第二十四面及び第二十五面の開示又は当四半期末を中間期末とする中間期に係る別紙様式

第四号第十九面及び第二十面の開示を行う場合、それぞれの面の項番 15「内部格付手法における指定

関数方式が適用される証券化エクスポージャーに係る所要自己資本」の項イ欄の合計額と一致する。 

cc 項番 15「信用リスク・アセットの額の算出対象となっている証券化エクスポージャー うち、標準

的手法適用分」の項イ欄の額は、当四半期末を期末とする事業年度に係る別紙様式第二号第二十四面及

び第二十五面の開示又は当四半期末を中間期末とする中間期に係る別紙様式第四号第十九面及び第二

十面の開示を行う場合、それぞれの面の項番 12「標準的手法により算出した信用リスク・アセット」

の項イ欄の合計額と一致する。 

dd 項番 15「信用リスク・アセットの額の算出対象となっている証券化エクスポージャー うち、標準

的手法適用分」の項ハ欄の額は、当四半期末を期末とする事業年度に係る別紙様式第二号第二十四面及

び第二十五面の開示又は当四半期末を中間期末とする中間期に係る別紙様式第四号第十九面及び第二

十面の開示を行う場合、それぞれの面の項番 16「標準的手法が適用される証券化エクスポージャーに

係る所要自己資本」の項イ欄の合計額と一致する。 

ee 「信用リスク・アセットの額の算出対象となっている証券化エクスポージャー うち、1250％のリ

スク・ウェイト適用分」の項イ欄の額は、当四半期末を期末とする事業年度に係る別紙様式第二号第二

十四面及び第二十五面の開示又は当四半期末を中間期末とする中間期に係る別紙様式第四号第十九面

及び第二十面の開示を行う場合、それぞれの面の項番13「自己資本比率告示第二百四十七条第一項又は

持株自己資本比率告示第二百二十五条第一項の規定により1250％のリスク・ウェイトが適用される証券

化エクスポージャーに係る信用リスク・アセット」の項イ欄の合計額と一致する。 

ff 「信用リスク・アセットの額の算出対象となっている証券化エクスポージャー うち、1250％のリ

スク・ウェイト適用分」の項ハ欄の額は、当四半期末を期末とする事業年度に係る別紙様式第二号第二

十四面及び第二十五面の開示又は当四半期末を中間期末とする中間期に係る別紙様式第四号第十九面

及び第二十面の開示を行う場合、それぞれの面の項番17「自己資本比率告示第二百四十七条第一項又は



持株自己資本比率告示第二百二十五条第一項の規定により1250％のリスク・ウェイトが適用される証券

化エクスポージャーに係る所要自己資本」の項イ欄の合計額と一致する。 

gg 項番 16「マーケット・リスク」の項には、自己資本比率告示第九章又は持株自己資本比率告示第七

章の規定により算出したマーケット・リスク相当額の合計額を８パーセントで除して得た額（イ欄及び

ロ欄）及びこれに係る所要自己資本の額（ハ欄及びニ欄）をそれぞれ記載すること。なお、特定取引勘

定における証券化エクスポージャーを含み、項番４「カウンターパーティ信用リスク」の項に含まれる

ものは含まない。 

hh 項番 17「マーケット・リスク うち、標準的方式適用分」の項イ欄の額は、当四半期末を期末とす

る事業年度に係る別紙様式第二号第二十六面の開示又は当四半期末を中間期末とする中間期に係る別

紙様式第四号第二十一面の開示を行う場合、同面の項番９「合計」の項の額と一致する。 

ii 項番 18「マーケット・リスク うち、内部モデル方式適用分」の項イ欄の額は、当四半期に係る第

四面の開示を行う場合、同面の項番８c「当四半期末におけるリスク・アセット」の項ヘ欄の額と一致

する。 

jj 項番 19「オペレーショナル・リスク」の項には、自己資本比率告示第十章の規定又は持株自己資本

比率告示第八章の規定により算出したオペレーショナル・リスク相当額の合計額（イ欄及びロ欄）及び

これに係る所要自己資本の額（ハ欄及びニ欄）をそれぞれ記載すること。 

kk 項番 23「特定項目のうち、調整項目に算入されない部分に係るエクスポージャー」の項には、標準

的手法採用行にあっては自己資本比率告示第七十六条の三の規定又は持株自己資本比率告示第五十四

条の三の規定により、内部格付手法採用行にあっては自己資本比率告示第百七十八条の三の規定又は持

株自己資本比率告示第百五十六条の三の規定により、250 パーセントのリスク・ウェイトが適用される

エクスポージャーに係るリスク・アセットの額（イ欄及びロ欄）及びこれに係る所要自己資本額（ハ欄

及びニ欄）をそれぞれ記載すること。 

ll 「経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるものの額」の項には、銀行法第十四条の二の

規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断

するための基準等の一部を改正する件（平成二十四年金融庁告示第二十八号）附則第七条第二項又は第

四項のいずれかに規定する調整項目に係る経過措置により調整項目の額に算入されなかったものにつ

いて、同告示による改正前の自己資本比率告示の規定又は持株自己資本比率告示の規定によるリスク・

アセットの額（イ欄及びロ欄）及びこれに係る所要自己資本額（ハ欄及びニ欄）をそれぞれ記載するこ

と。 

mm 項番 24「フロア調整」の項には、自己資本比率告示第十三条又は第二十四条の規定又は持株自己資

本比率告示第十三条の規定により自己資本比率告示第二条各号及び第二条の二第一項又は第十四条各

号及び第十四条の二第一項又は持株自己資本比率告示第二条各号及び第二条の二第一項の算式の分母

に加えるべき額（イ欄及びロ欄）及びこれらに係る所要自己資本の額（ハ欄及びニ欄）をそれぞれ記載

すること。 

nn この面に定める各項目につき、自金融機関で該当する額がない場合には項を削除せず、「－」を記載

すること。 



oo この面に記載する額は、この面で指定された単位で記載し、当該単位未満の端数は切り捨てること。 

pp この面におけるロ欄及びニ欄の「前四半期末」が平成三十年三月三十一日前となる場合には、当該

欄は記載することを要しない。 



（第二面）

（注） 

この面において使用する用語は、特段の定めがない限り、自己資本比率告示及び持株自己資本比率告示

において使用する用語の例によるものとする。 

この面においては、カウンターパーティ信用リスク、証券化取引に係る信用リスク及び信用リスク・ア

セットのみなし計算（自己資本比率告示第百六十七条の規定又は持株自己資本比率告示第百四十五条の規

定により信用リスク・アセットの額を計算することをいう。）に係る信用リスクは対象外とする。 

a この面においては、自己資本比率規制上の連結の範囲に含まれ、かつ内部格付手法において認識され

る信用リスク・アセットの額に係る計数を記載すること（標準的手法を適用するエクスポージャーにつ

いては、この面における開示の対象外とする。）。 

b 項番２「資産の規模」の項には、会計上の総資産の本質的な変動（新規事業の取組による資産の増加

及び債権の満期到来による資産の減少を含み、事業体の取得又は売却に伴う資産の変動は含まない。）

に起因する信用リスク・アセットの額の変動額を記載すること。 

c 項番３「ポートフォリオの質」の項には、債務者及び案件の信用リスクの変化（格付区分の遷移又は

これに類似した影響等）により、保有するポートフォリオの質に対する自金融機関の評価が変動するこ

とに起因する信用リスク・アセットの額の変動額を記載すること。 

d 項番４「モデルの更新」の項には、モデルの導入、モデルの利用範囲の変更又はモデルの欠陥に対処

するための変更に起因する信用リスク・アセットの額の変動額を記載すること。 

e 項番５「手法及び方針」の項には、当局による規制の変更又は新たな規制の導入等による計算手法の

変更に起因する信用リスク・アセットの額の変動額を記載すること。 

f 項番６「買収又は売却」の項には、事業体の取得又は売却による会計上の資産規模の変動に起因する

信用リスク・アセットの額の変動額を記載すること。 

g 項番７「為替の変動」の項には、為替変動に起因する信用リスク・アセットの額の変動額を記載する

こと。 

CR８:内部格付手法を適用した信用リスク・エクスポージャーのリスク・アセット変動表 

項番 信用リスク・アセットの額 

１ 前四半期末時点における信用リスク・アセットの額  

２ 

当四半期中

の要因別の

変動額 

資産の規模  

３ ポートフォリオの質  

４ モデルの更新  

５ 手法及び方針  

６ 買収又は売却  

７ 為替の変動  

８ その他  

９ 当四半期末時点における信用リスク・アセットの額  



h 項番８「その他」の項には、項番２から項番７までに掲げる項目以外の要因に起因する信用リスク・

アセットの額の変動額を記載すること。この場合において、重要な変動要因については、必要に応じて

項番７と項番８との間に項を追加した上、当該要因及び当該要因に起因する信用リスク・アセットの額

の変動額を要因ごとに記載すること（追加した項については項番号を付さないこと。）。 

i 「当四半期中の要因別の変動額」の項番２から項番８までの項については、変動額が負の場合には負

数を記載すること。 

j 「当四半期中の要因別の変動額」の項番２から項番８までの項については、自金融機関による合理的

な見積りに基づいて変動額を記載することができる。ただし、当該見積りに当たって用いた手法や前提

等について、説明を付すこと。 

k この面に定める各項目につき、自金融機関で該当する額がない場合には項を削除せず、「－」を記載

すること。 

l 開示に使用する額の単位については、当四半期末におけるリスク・アセットの額を 100 で除した額（最

大でも 1000 億円以下とする。）を上回ってはならない。この場合において、当該単位未満の端数は切り

捨てること。 

m この面は、自金融機関が標準的手法採用行である場合には、作成することを要しない。 



（第三面）

CCR７:期待エクスポージャー方式を用いたカウンターパーティ信用リスク・エクスポージャーのリスク・ア

セット変動表 

項番  信用リスク・アセットの額 

１ 前四半期末時点における信用リスク・アセットの額   

２ 

当 四 半

期 中 の

要 因 別

の 変 動

額 

資産の規模   

３ 取引相手方の信用力   

４ 
モデルの更新（期待エクスポージャー方式に係

る変動のみ） 

５ 
手法及び方針（期待エクスポージャー方式に係

る変動のみ） 

６ 買収又は売却   

７ 為替の変動   

８ その他   

９ 当四半期末時点における信用リスク・アセットの額   

（注） 

この面において使用する用語は、特段の定めがない限り、自己資本比率告示及び持株自己資本比率告示において使用す

る用語の例によるものとする。 

a 項番２「資産の規模」の項には、会計上の総資産の本質的な変動（新規事業の取組による資産の増加及び債権の満

期到来による資産の減少を含み、事業体の取得又は売却に伴う資産の変動を除く。）に起因する信用リスク・アセッ

トの額の変動額を記載すること。 

b 項番３「取引相手方の信用力」の項には、自金融機関における信用リスク管理の枠組みにおいて、自金融機関が採

用する手法に基づき計測された取引相手方の信用力の変化に起因する信用リスク・アセットの額の変動額を記載する

こと。 

c 項番４「モデルの更新（期待エクスポージャー方式に係る変動のみ）」の項には、期待エクスポージャー方式の導

入、当該方式の適用する範囲の変更又は当該方式の欠陥に対処するための変更に起因する信用リスク・アセットの額

の変動額を記載すること。ただし、期待エクスポージャー方式に係る変動に限るものとする。 

d 項番５「手法及び方針（期待エクスポージャー方式に係る変動のみ）」の項には、当局による規制の変更又は新た

な規制の導入等による計算手法の変更に起因する信用リスク・アセットの額の変動額を記載すること。ただし、期待

エクスポージャー方式に係る変動に限るものとする。 

e 項番６「買収又は売却」の項には、事業体の取得又は売却による会計上の資産規模の変動に起因する信用リスク・

アセットの額の変動額を記載すること。 

f 項番７「為替の変動」の項には、為替変動に起因する信用リスク・アセットの額の変動額を記載すること。 

g 項番８「その他」の項には、項番２から項番７までに掲げる項目以外の要因（内部格付手法の見直しに係る変動を

含む。）に起因する信用リスク・アセットの額の変動額を記載すること。この場合において、重要な変動要因につい

ては必要に応じて、項番７と項番８との間に項を追加した上、当該要因及び当該要因に起因する信用リスク・アセッ

トの額の変動額を要因ごとに記載すること（追加した項については項番号を付さないこと。）。 



h 項番９「当四半期末における信用リスク・アセットの額」の額は、第一面の項番６「カウンターパーティ信用リス

ク うち、期待エクスポージャー方式適用分」の項イ欄の額と一致する。 

i この面に定める各項目につき、自金融機関で該当する額がない場合には項を削除せず、「－」を記載すること。 

j 開示に使用する額の単位については、当四半期末におけるリスク・アセットの額を 100 で除した額（最大でも 1000

億円以下とする。）を上回ってはならない。この場合において、当該単位未満の端数は切り捨てること。 

k この面は、与信相当額の算出に当たり期待エクスポージャー方式を用いていない場合には作成することを要しない。



（第四面）

（注） 

この面において使用する用語は、特段の定めがない限り、自己資本比率告示及び持株自己資本比率告示

において使用する用語の例によるものとする。 

a 項番１ａ「前四半期末におけるリスク・アセット」及び項番８ｃ「当四半期末におけるリスク・アセ

ット」の項には、自己資本比率告示又は持株自己資本比率告示の規定に基づき算出されるリスク・アセ

MR２:内部モデル方式を適用して算出されたリスク・アセットの額の変動要因 

項番  

イ ロ ハ ニ ホ へ 

バリュー・

アット・リ

スク 

ストレス・

バリュー・

アット・リ

スク 

追加的リ 

スク 

包括的リス

ク 
その他 合計 

１ａ 
前四半期末におけるリス

ク・アセット 

１ｂ 

前四半期末における自己資

本比率規制上のリスク・アセ

ット額への調整 

１ｃ 

前四半期末の算出基準日に

おける内部モデル方式の算

出額 

２ 

当四半

期中の

要因別

の変動

額 

リスク量の変動            

３ 
モデルの更新又は

変更 

４ 手法及び方針            

５ 買収及び売却            

６ 為替の変動            

７ その他            

８ａ 

当四半期末の算出基準日に

おける内部モデル方式の算

出額 

８ｂ 

当四半期末における自己資

本比率規制上のリスク・アセ

ット額への調整 

８ｃ 
当四半期末におけるリス

ク・アセット 



ットの額を記載すること（例：バリュー・アット・リスクであれば、自己資本比率告示第二百七十六条

第一項第一号の規定又は持株自己資本比率告示第二百五十四条第一項第一号の規定に基づき、算出基準

日のバリュー・アット・リスクと、算出基準日を含む直近 60 営業日のバリュー・アット・リスクの平

均値に自己資本比率告示第二百七十七条又は持株自己資本比率告示第二百五十五条に定める乗数を乗

じて得た額のうちいずれか大きい額を８パーセントで除して得た額を記載する。）。 

b 項番１ｂ「前四半期末における自己資本比率規制上のリスク・アセット額への調整」及び項番８ｂ「当

四半期末における自己資本比率規制上のリスク・アセット額への調整」の項には、項番１ａの項に計上

される額を項番１ｃの項に計上される額で除して得た値及び項番８ｃの項に計上される額を項番８ａ

の項に計上される額で除して得た値をそれぞれ記入すること。 

c 項番１ｃ「前四半期末の算出基準日における内部モデル方式の算出額」及び項番８ａ「当四半期末の

算出基準日における内部モデル方式の算出額」の項には、算出基準日における内部モデル方式による計

測値を８パーセントで除して得た額を記載すること。項番２から項番７までに掲げる変動要因分析は、

項番１ｃ「前四半期末の算出基準日における内部モデル方式の算出額」及び項番８ａ「当四半期末の算

出基準日における内部モデル方式の算出額」の額に対して実施すること。 

d 項番２「リスク量の変動」の項には、ポジション変動に起因するリスク・アセットの額の変動額を記

載すること。 

e 項番３「モデルの更新又は変更」の項には、自己資本比率告示第二百七十三条第二項第三号若しくは

第三百二条の十第三項第三号又は持株自己資本比率告示第二百五十一条第二項第三号若しくは第二百

八十条の十第三項第三号に規定するリスク計測モデルの更新又は変更（計測対象の変更を含み、事業、

商品ライン又は事業体の取得又は売却に起因する変更を除く。）に起因して、自己資本比率告示第二百

七十八条第一項若しくは第三百二条の十二第一項又は持株自己資本比率告示第二百五十六条第一項若

しくは第二百八十条の十二第一項に規定する変更に係る届出を行った場合のリスク・アセットの額の変

動額を記載すること。期中においてリスク計測モデルの更新及び変更に係る届出を２回以上行った場合

には、項を追加した上、それぞれの更新及び変更につき額を計上すること。 

f 項番４「手法及び方針」の項には、当局による規制の変更（新たな規制の導入を含む。）による計算

手法の変更に起因するリスク・アセットの額の変動額を記載すること。 

g 項番５「買収及び売却」の項には、事業、商品ライン又は事業体の取得又は売却に起因するリスク・

アセットの額の変動額を記載すること。 

h 項番６「為替の変動」の項には、為替変動に起因するリスク・アセットの額の変動額を記載すること。 

i 項番７「その他」の項には、項番２から項番６までに掲げる項目以外の要因に起因するリスク・アセ

ットの額の変動額を記載すること。この場合において、重要な変動要因については必要に応じて、項番

６と項番７との間に項を追加の上、当該要因及び当該要因に起因するリスク・アセットの額の変動額を

要因ごとに記載すること（追加した項については項番号を付さないこと。）。 

j イ欄には、自己資本比率告示第二百七十六条第一項第一号の規定又は持株自己資本比率告示第二百五

十四条第一項第一号の規定により算出される額を８パーセントで除して得た額を記載すること。 

k ロ欄には、自己資本比率告示第二百七十六条第一項第二号の規定又は持株自己資本比率告示第二百五



十四条第一項第二号の規定により算出される額を８パーセントで除して得た額を記載すること。 

l ハ欄には、自己資本比率告示第二百七十六条第二項の規定又は持株自己資本比率告示第二百五十四条

第二項の規定により算出される追加的リスクの額を８パーセントで除して得た額を記載すること。 

m ニ欄には、自己資本比率告示第三百二条の十一の規定又は持株自己資本比率告示第二百八十条の十一

の規定により算出されるコリレーション・トレーディングの包括的リスクの額を８パーセントで除して

得た額を記載すること。 

n へ欄には、イ欄からホ欄までに計上される額の合計額を記載すること。項番１ａ「前四半期末におけ

るリスク・アセット」の項及び項番８ｃ「当四半期末におけるリスク・アセット」の項へ欄の額は、第

一面の項番 18「マーケット・リスク うち、内部モデル方式適用分」の項ロ欄の額及びイ欄の額と、

それぞれ一致する。 

o 項番８ｃ「当四半期末におけるリスク・アセット」の額は、第一面の項番 18「マーケット・リスク 

うち、内部モデル方式適用分」の項イ欄の額と一致する。 

p この面に定める各項目につき、自金融機関で該当する額がない場合には項を削除せず、「－」を記載

すること。 

q この面に記載する比率（項番１ｂ及び項番８ｂ）は、小数点以下二位未満の端数があるときは、これ

を切り捨てること。 

r 開示に使用する額の単位については、当四半期末におけるリスク・アセットの額を 100 で除した額（最

大でも 1000 億円以下とする。）を上回ってはならない。この場合において、当該単位未満の端数は切り

捨てること。 

s この面は、自金融機関が標準的方式を採用した場合にあっては、作成することを要しない。 


